
開催趣旨

21世紀のアジアでイノベーションの扉を開くには、大学、産業界、それに政策の連携が不可欠です。

日本と中国は産業構造に違いはあるものの、イノベーション創出に向けた産学連携の促進は両国の

喫緊の課題です。

「フォーラム」ではまず「日中における産学連携の現状と課題」をテーマに、日中両国の産学連携政策

の核心について、双方の政策立案者が紹介したうえで、討論を行います。また国境を越えたグローバル

な「国際産学連携」について、事例を紹介しながら可能性を模索します。

さらに「大学の役割および国際人材の育成」をテーマに、イノベーションを支える「大学における

工学部」の役割を見直すと同時に、日中間での人材育成や頭脳循環の強化について議論します。

一方「フェア」では、各大学の研究開発・産学連携の成果を展示していただくことに加え、中国教育

部留学服務中心主催の「中国国際教育巡回展」と同じ会場で開く利点を活かし、中国人学生向けに

留学先として日本の大学の魅力を大いにアピールしていただきます。

科学技術協力は、日中間がどのような状況にあろうとも両国に繁栄と成熟をもたらす原動力になる

と期待されています。日本から多数の大学にご参加いただき、中国における日本の大学のプレゼンス

の向上をはかり、産学連携による果実を享受し、日中双方のイノベーション創出に貢献できれば幸甚

です。

日程及び会場： フェア 平成26年3月15～16日（土・日）　中国北京全国農業展覧館（新館）
  平成26年3月22～23日（土・日）　中国上海東亜展覧館　
 フォーラム 平成26年3月19日（水）　中国北京首都大酒店

主　　催： 独立行政法人科学技術振興機構

共　　催： 独立行政法人日本学生支援機構、独立行政法人日本学術振興会、
 中国国際科技会議中心

後　　援： 在中国日本国大使館、在上海日本国総領事館、中華人民共和国教育部留学服務中心、
 人民日報・人民網、中国青年報、日本経済新聞社、毎日新聞社、読売新聞社
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日中大学フォーラム ブログラム

日時 内容 お名前 大学名／機関名・役職

3月19日（水）
9:30～11:40

開会挨拶 中村 道治 独立行政法人科学技術振興機構 理事長

来賓挨拶
木寺 昌人 駐中華人民共和国日本国大使館 特命全権大使

中国科学技術部科技交流中心 副主任

共催機関挨拶 納 翔 中国国際科技会議中心 常務副主任

特別講演 根岸 英一
独立行政法人科学技術振興機構 総括研究主監、
アメリカパデュー大学 特別教授、
2010年ノーベル化学賞 受賞者

基調講演
有馬 朗人

独立行政法人科学技術振興機構 中国総合研究交流センター長、
元文部大臣・科学技術庁 長官

朱 崇実

3月19日（水）
13：30～17：20

パネルディスカッション1：「日中における産学連携の現状と課題」（第一会場）

セッション1：「産学連携における国の施策と支援制度について ー政策を中心にー」

モデレータ 小原 満穂 独立行政法人科学技術振興機構 理事（企業化開発担当）

パネリスト

能見 利彦 経済産業省産業技術環境局 産学官連携推進研究官

伊藤 宗太郎 文部科学省科学技術･学術政策局 次長

王 元 中国科学技術発展戦略研究院 常務副院長

陳 文開 中国科学院科技促進発展局 副局長

セッション2：「産学連携によるイノベーション創出と国際産学連携 ―事例紹介を中心にー」

モデレータ 林 建華 浙江大学 学長

パネリスト

陳 東敏 北京大学産業技術研究院 院長

小寺 秀俊 京都大学 副学長・理事

田辺 史朗 日立（中国）研究開発有限公司 総経理

林 奨 堀場（中国）貿易有限公司北京分公司 総経理

パネルディスカッション2：「大学の役割および国際人材の育成」（第二会場）

セッション3：「イノベーション社会において大学の工学部はいかにあるべきか」

モデレータ 松本 洋一郎 東京大学 理事・副学長

パネリスト

真壁 利明 慶応義塾大学 常任理事

辻 篤子 朝日新聞社 記者　

蒲 嘉陵 北京印刷学院 副学長　

李 俊傑 大連理工大学 副学長　

セッション4：「日中大学間の人材育成協力および頭脳循環の強化に向けて」

モデレータ 羽入 佐和子 お茶の水女子大学 学長

パネリスト

川口 清史 立命館大学 学長

里見 進 東北大学 総長　

侯 建国 中国科学技術大学 学長

程 光旭 西安交通大学 副学長
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皆さん、おはようございます。本日は独立行政
法人科学技術振興機構の主催する日中大学フェア
&フォーラムにご出席いただきまして、ありがと
うございます。特にご来賓としてご挨拶いただく
木寺昌人日本大使、邢継俊中国科学技術部科学技
術交流中心副主任、このフォーラムを共催してい
ただく中国国際科学技術会議中心の納翔常務副主
任、そして2010年のノーベル化学賞受賞者で本日
特別講演をお願いいたします根岸英一パデュー大
学特別教授、基調講演をいただきます有馬朗人大
先生、朱崇実アモイ大学学長、皆様、そしてご登
壇いただく諸先生方、また会場でフォーラムに参
加していただきます皆様、本当にお忙しい中ご出
席いただきまして厚くお礼申し上げます。
日中大学フェア&フォーラムは日中の大学交
流、留学促進、産学連携の促進を目的に2010年に
始まりましたが、2012年の秋に予定しておりま
した第3回が日中関係の影響で延期となりまし
た。このため、昨年より場所をこの北京、また上
海に移しまして、日中大学フェア&フォーラム in 
CHINAとして実施しておりますが、今回、大変厳
しい日中関係の中にありまして、中国教育部、外
交部、科学技術部をはじめ関係の皆様の絶大なご
支援をいただきまして、本日このフォーラムを開
催することができました。本当にありがとうござ
います。ぜひ昔からの旧友が集まって旧交を温
め、絆を確認し、また新しい友達をつくるという
場にしていただければありがたいと思います。
今年は「産学連携が拓くグローバル・イノベー
ションの扉」をメインテーマにいたしまして、日
中双方の産学連携の現状と課題、そして日中双方

のイノベーションを切り開く次の世代の工学教育
のあり方や日中間の人材育成協力や頭脳循環につ
いて、議論を進めていただきます。
21世紀はアジアの時代といわれています。日本
と中国だけでなくて、東アジア、ASEANを含め
た広い地域が今後の世界のセンターとなるという
ことを、世界の多くのシンクタンクが予想してお
ります。そのためには、学術分野での国際協力と
青少年の交流を通じたグローバル人材の育成が、
大切でございます。
折しもJSTは、2014年度より日本とアジアのサ
イエンス分野での交流を深めるために、日本アジ
ア青少年サイエンス交流事業を立ち上げることに
いたしました。今回のフォーラムが日本と中国の
科学技術分野での交流をさらに強化し、両国のイ
ノベーションの創出に貢献できることを切に祈っ
ております。
ここに2014年のフォーラムの開会を宣言いた
しまして、私のご挨拶といたします。ありがとう
ございます。

開会挨拶

中村 道治　■独立行政法人科学技術振興機構 理事長

1967年に東京大学大学院理学系研究科（物理）修士課程終了後、（株）日立製作所中央研究所に入所
し、Ⅲ－Ⅴ族化合物半導体デバイスの研究開発に従事。1972年から1年間、カリフォルニア工科大
学のヤリフ研究室に客員研究員として滞在。分布帰還形半導体レーザーの先駆的研究や高信頼長波
長半導体レーザーの開発に貢献。同社中央研究所長、研究開発本部長、執行役副社長、取締役等を歴
任。2011年10月に（独）科学技術振興機構 理事長に就任し現在に至る。

PROFILE
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来賓挨拶

皆様、おはようございます。ただいま紹介にあ
ずかりました日本大使の木寺でございます。一言
ご挨拶申し上げます。
尊敬する邢継俊中国科学技術部科学技術交流
中心副主任、納翔中国国際科技会議中心常務副主
任、朱崇実アモイ大学学長、中村道治日本科学技
術振興機構JST理事長、有馬朗人JST中国総合
研究交流センター長・元文部大臣・科学技術庁
長官、根岸英一JST総括研究主監・ノーベル化学
賞受賞者、そしてご列席の皆様、日中大学フェア
&フォーラム「産学連携が拓くグローバル・イノ
ベーションの扉」の開催にあたり、一言ご挨拶申
し上げます。
21世紀に入り、資源問題や環境問題、食糧問題
や高齢化問題などが一層深刻化し、世界的な広が
りを見せる中で、こうした困難な課題を解決しつ
つ今後も力強く成長を続けていくためには、科学
技術のフロンティアの開拓と、その成果を活用し
たイノベーションの創出が不可欠となっていま
す。日本と中国におきましても、科学技術を国の
基本戦略に位置づけ、産学連携によるイノベー
ションを原動力として、経済、社会の発展をけん
引していくことを国の方針として掲げています。
先日行われた全国人民代表大会における中国
政府の活動報告の中でも、イノベーションによっ
て経済構造の最適化と高度化を支え、牽引するこ
とがうたわれておりました。こうした中で、今回
産学連携によるイノベーションをテーマとした
フォーラムが開かれることは時宜にかなってお
り、活発な議論が行われ、実りある成果を挙げら
れることを期待いたします。

一衣帯水の関係にある日本と中国は、経済、科
学技術、教育、文化といった広範な分野において
密接な関係を有しております。中国は日本の最
大の貿易相手国となっており、中国にとって日本
は国別ではアメリカに次ぐ第2位の貿易相手国
となっております。そして、日本は中国にとって
最大の投資国であり、中国に進出している企業は
2万3,000社を超え、生みだしている雇用は直接間
接を合わせ1,000万人以上といわれております。
また、大学間交流、研究交流の状況を見ても、中
国から日本に来られる研究者は年間6,000人を超
え、日本の研究者が訪問する国としても、アメリ
カに次いで中国が2番目に多く、年間1万8,000人
に上るなど、日本にとって中国は大学、研究にお
いて最も交流の多い国となっております。
国交正常化以来、中国から優秀な若者が日本の
大学院に留学されましたが、多くの方が中国国内
の大学、研究機関の教授、研究者となって活躍さ
れ、そして日中間の交流を支えるとともに、中国
の高等教育、科学技術の発展に大きな役割を果た
されていると承知しております。
私自身も一昨年12月に中国に赴任して以来、北
京はもとより、上海、天津、西安、広州、蘇州、大
連など中国各地を訪問し、地方政府関係者、日系
企業の方々、科学技術、教育、文化関係の方々、元
留学生の方々などのお話をおうかがいする機会が
ありました。そこでは日中交流を支えられている
方々の強い気持ちが伝わってまいりました。
両国の交流に関わる多くの方々とのお話を通
じて、私は国交正常化以降40年以上にわたって、
日中関係が極めて幅広く、また深くなっているこ

木寺 昌人　■駐中華人民共和国日本国大使館 特命全権大使

1952年（昭和27年）10月10日、東京都生まれ。東京大学法学部を卒業後、1976年、外務省に入省。
外務省アジア局中国課首席事務官、官房長官秘書官、アフリカ審議官、国際協力局長、大臣官房長、
内閣官房副長官補などを歴任。在外では、在タイ大使館公使、在フランス大使館公使、在ジュネー
ヴ国際機関日本政府代表部公使などを歴任。2012年12月25日、駐中華人民共和国日本国特命全
権大使として着任。

PROFILE
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

と、そしてさまざまな分野での交流が盛んな状況
を、数字ではなく実態として実感することができ
ました。
私は、先人たちが築き上げてきた日中関係は簡
単に壊れるものではないし、決して壊してはいけ
ないという確信を深めております。現在、日中関
係が政治的には厳しい状況にございますが、この
ような状況だからこそ、われわれは経済、科学技
術、教育、文化等の分野での交流は一層推進すべ
きであり、より一層交流活動を支えていくことが

必要だと思っております。
科学技術の分野では昨年11月、成都市において
JSTと中国科学技術部の共催による日中地震災害
復興及び防災シンポジウムが開催され、北京にお
きましても日本の文部科学省と中国科学技術部、
韓国未来創造科学省の共催による日中韓グリーン
テクノロジーフォーラムが開催されるなど、現下
の日中関係にあっても前向きな協力を実現するこ
とができました。これらは地震防災や環境など、
日中両国にとって喫緊の課題の解決に向けた協力
であり、こうした協力は今後も積極的に進めてい
くべきであると信じております。
最後に、日中の最前線で活躍されている各界の
方々が集う貴重なフォーラムを主催していただき
ましたJSTの皆様、協力をいただいた中国国際科
技会議中心、日本学生支援機構、日本学術振興会
の皆様をはじめ日中の関係者の皆様に感謝を申し
上げるとともに、ご列席の皆様のご健勝と日中関
係のさらなる発展を心より祈念いたしまして、私
の挨拶とさせていただきます。ありがとうござい
ました。
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来賓挨拶

尊敬する木寺大使、尊敬する日本JST、中村理
事長、尊敬する中国国家科学会議センター常務副
主任、納翔様、在籍の方々、おはようございます。
まず、私は国家科学技術の中国技術交流セン
ターで代表いたしまして、このたびの中日大学協
力フォーラムの順調なる開催に心よりご祝賀の
意を表します。このフォーラムにご出席いただき
ました中日双方の代表の皆様は、長年、イノベー
ション協力にご参加、ご支援に対して心から感謝
申し上げます。そして、在籍の中国側の代表を代
表に在籍の皆様を代表して、わざわざ中国にお越
しいただきました藤枝様に心より歓迎の意を表い
たします。
周知のように、改革開放により、中国は過去
30年間におきまして大きな成果を収めておりま
す。特に科学技術イノベーションにおいて、長足
な発展を遂げております。そして、国際科学技術
イノベーションの中の主力となっています。自国
の経済の促進、科学技術の発展の促進におきまし
て、さらなるグローバルな重大な挑戦に対応する
ために重要な役割を果たしております。
現在、科学技術はますます経済発展を推進する
重要な力となっております。グローバルにおきま
して新しい産業革命、そして科学技術革命、産業
革命は今始まっております。同時に、われわれは
経済発展のパターン転換に直面しております。
この歴史的な時期におきまして、中国政府はイ
ノベーションによって発展を促進する重大な戦
略を打ち出し、科学技術のイノベーションは生産
力、生産性の向上、総合的国力の向上に非常に役
立つもので、国家の中心的な位置づけとして戦略

が定められております。イノベーション国家の構
築をややゆとりのある社会の構築に大変意義深い
ものがあると思っています。
周知のように、イノベーションによってイノ
ベーションの方針、戦略はやはり改革を行い、企
業を主体として市場を、企業に依頼して産学連携
のイノベーションシステムの構築であります。産
学連携によってイノベーションを促進するという
ことは、中国政府がずっと積極的に唱え、推進し
た国際科学技術協力の重要な内容であります。経
済の発展、科学技術の発展、成果の転換に有利で
あるし、また、健全なインタラクティブにも融合
し、企業の総合的競争力にも有利なものでありま
す。
本日、中日産学連携のエリートの皆様がここに
お集まりいただき、共に中日産学連携の重要な議
題を議論するということは、中日双方が産学連携
の協力に対する多大な重視のあらわれでありま
す。グローバルの視野で資源を配置し、企業を主
体として産学連携によるイノベーションをもたら
すということは、われわれの必ず避けて通れない
道であります。また、国際協力の重要、重点でも
あります。
ここの機会を借りまして、われわれ技術交流
センターがずっと前から国際協力に従事してまい
りました。その協力により、世界、そして他の国々
と経済、科学技術のさまざまな面の交流を促進し
ました。日本との交流のルートもしっかりと持っ
ており、30年間、中日政府間との間でJICAと技
術の協力などさまざまなものを行っております。
また、中国はACEANとの科学技術の青年交流

               ■中国科学技術部科技交流中心 副主任

漢族、中国共産党党員、管理学博士、華中科技大学行政管理専攻卒業。中国科学技術交流センター副
センター長。
1977年就職。1982年旧国家石油部（省）に配属。1990年旧国家科学技術委員会国際合作司に配属。
中国科学技術部国際合作司アジア・アフリカ処処長・科学委員、駐ノルウェイ大使館二等書記官、旧
国家科学技術委員会国際合作司国際合作司西北欧処副処長、駐オランダ大使館一等書記官、科学技術
部国際合作司アジア・アフリカ処処長、科学技術部国際合作司欧州処処長を歴任、2011年7月交流
センターに配属され、現在中国科学技術交流センター副センター長を務める。
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

プロジェクトも発足しております。最近、中日両
国政府はまさに両国間の青少年の科学技術の交流
計画を今計画しております。この計画の順調なる
成功を、順調なる実施を祈念いたしております。
また、実施に当たりまして、私たちは尽力させて
いただきたいと思います。
来賓の皆様、中日両国は近隣関係でありますし、
重要な経済協力パートナーであると同時に、ま
た、重要な科学技術の協力のパートナーでありま
す。過去40年間におきまして、先ほど木寺大使も、
中日両国の科学技術の協力は中日の共通の発展に
とっても重要な役割を果たしているとおっしゃら
れました。周知のように、われわれはさまざまな
課題に直面していることもご存じだと思います。
相変わらず中日はさまざまな側面における協力は
補完性があることを意識し、この補完性があって
こそ、今後の協力の可能性があり、ポテンシャル
があると、私は感じております。
また、JSTに感謝しなければいけないと思って
います。JSTの実力、この機構の中日科学技術協
力に対するご尽力を、私たちは目の当たりにして

おります。私は10年前からJSTを含め中国にお
ける協力の活動にも参加し、中国のJSTの、JST
の中国における事務所の設置は中国との協力の重
要な記念碑となったわけであります。
科学技術は国境がありません。中日協力の、中
日間の関係の促進にプラスの役割を果たしていた
だくことを祈念いたします。
最後に、今回、中日産学連携フォーラムの円満
なる開催を祈念いたしまして、ご挨拶にかえさせ
ていただきます。
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共催機関
挨拶

尊敬する木寺大使閣下、尊敬する伊藤 宗太郎次
長、尊敬する中村理事長、尊敬する邢継俊副主任、
来賓の皆様、在席の方々、おはようございます。
本日、産学連携により国際イノベーションを推
進する中日大学フォーラムが、ここで盛大に開催
されております。私は主催地、中国国際科学技術
会議センターを代表いたしまして、ご臨席の中日
双方の皆様に熱烈歓迎の意を表したいと思いま
す。（拍手）
科学技術のイノベーションは日増しに重要性を
増しております。産学連携協力はイノベーション
の能力のアップ、そして技術経済の一体化のト
レンドに適応する要求でもあります。
わが国は、国際科学技術協力のレベルアップを
と、イノベーションのメカニズムをつくり上げる
ことを明言しております。
私たちは積極的に国際産学協力を推進し、地方
との科学技術の面の協力を促進し、大学側研究機
関と企業との産学連携の形で世界レベルの国際科
学技術協力を繰り広げ、長期的安定的な協力関係
の構築を指導してまいりました。そして、自国み
ずからの国際化レベルを向上し、さらに国際科学
技術の協力が、科学技術の発展と地方の経済・社
会の発展の推進的な役割を重要視し、より広い可
能性を拡大するわけであります。
中国科学技術協会は科学技術者の末端組織で、
協会は科学技術の活動の重要な構成部分であり
ます。2014年の活動の重点として、われわれは産
学連携によるイノベーションを促進し、そして研
究成果の転換を促進し、我々は科学技術の代弁者
として、連携交流の民間の窓口機関として、国際
民間科学技術の向上のためにサービスを提供し、

多くの科学者のためにサービスを提供し、国際会
議の実施、そして大学などのイベントを行い、そ
して、科学技術の学際的な交流を促進することを
モットーとしています。
この会議に参加される皆様はぜひ積極的な交流
を行い、国際産学連携協力について深い議論を行
うこと、さらに学術交流を強化できることを祈念
いたします。
今回のフェアにご参加いただきました皆様は、
特に多くの専門家の方々は、この交流によって私
たちは一つの基本的なプラットフォームを構築し
ようとしています。JSTの皆様に心から感謝を申
し上げます。そして参加者の皆様、この機会をよ
く利用して、広く深く議論をし、中日国際人材の
育成、国際産学連携、そして交流と協力のために
知恵を絞っていただくこと、さらに自分の部分の
力を尽くしていただくことを祈念いたしまして、
さらにこのフォーラムの開催の成功を祈念いたし
まして、ご挨拶といたします。ありがとうござい
ました。

納 翔　■中国国際科技会議中心 常務副主任

中国国際科学技術会議センター 常務副センター長。
中国共産党広西チワン族自治区柳州市委員会常務委員、市委員会事務局長、広西チワン族自治区科
学技術庁副庁長、中国科学技術協会調査研究宣伝部副部長、中国科学協会科学普及部副部長などを
歴任。
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

特別講演

ニーハオ。おはようございます。I normally 
give my lectures in English. But...、今日は日本語
だそうです。So we almost of us may suff er from 
this.
では、今日お話ししたいこと。まず第一に、若
い方がおられます。ずっと後ろのほうにおられま
すね。申し上げたいことを第一に、やはり何をや
るにもambitiously、また英語が出てきましたね。
ambitiouslyに考えましょうと。これ、私のAなん
ですが。それから、広く大きく考えようというこ
とで、Think bigということを私は皆さんに申し
上げております。
今日のテーマはもう1つ、A、Bと来ましたから
今度はCで行きましょうかね。Think catalytic。
触媒的に考えましょう。
いろいろなことを私どもは有機化学、化学です
ね。化学でこの世の中にいろいろお役に立てよう
としているわけですが、そういうことを考えた時
に、どうしてもわれわれがやらなければいけない
こと。第一に重要なことだと考えられるのが触媒
的に考える。catalysis、catalytic と。そういう考
え方をやはり頭の中に叩き込んでいかなきゃいけ
ないと、そう思っております。ですから、今日の
お話もそれに関連したところで、これで私がお話
しすることでこの世の中が救えるかどうかは分か
りませんけれども、多少は役に立つとは思ってい
ます。
最初に、私どもがノーベル賞を2010年にいただ
くようになったことについて、スキームを出して
いただけるといいんですが、どうでしょうか。
これですね。この左側にあるのが、私どもがノー

ベル賞をいただくに至ったものでございます。
私は頭でっかちという傾向がありまして、フィ
ラデルフィアにあるペンシルべニア大学にフル
ブライトの留学生でまいりました。勉強はよくで
きたと言うと自慢話になりますけれども、2年に
なって実験になりましたら失敗ばかりして、時に
は“ボン”とかやってたんですね。
そこで、自分を責めるべきだったんでしょうけ
ども、有機合成を私は責めたんです、その当時。
もっと有機合成って誰にもできるような、何にで
も使えるような方法がないのかと考えた時に思い
ついたのがレゴゲームですね。レゴゲームってご
存じだと思いますが、デンマークから来たんです
かね。あのころ来たのですよね、1960年。同時に
ビートルズも来ましたけどね。
要するに、何でも2つのピースがある。1つは穴
が開いている。1つは突起がある。レゴのピース
というのは皆そうですね。いろいろな格好はして
いるんですけども、必ずそれがなきゃいけない。
こういう2つのもの、AとBを持ってきましてス
ナップするとこういうものができる。この方法で
有機合成を考えたらどうだろうか。これが私の
Think ambitiouslyです。それからThink bigとい
う、この両方同じようなものですけどね。
ここに2つのものがあります。これ、あんまり
長く話していると今日の時間がなくなりますの
で、この2つのもので、これには穴が開いている
と。サンですからね。これには突起が出ていると。
この2つをスナップすることによってR1とR2を
つける。こういうことでございます。
こう考えたんですが、その当時はこういう方法

根岸 英一
■独立行政科学技術振興機構 総括研究主監／米国パデュー大学 特別教授

1935年中国旧満州生まれ。1958年東京大学工学部応用化学科卒、帝人株式会社入社。60年帝人
（株）を休職しフルブライト奨学生として米ペンシルベニア大学に留学、63年同大学院博士課程修
了、Ph.D取得。69年帝人（株）を退社、米パデュー大学、バーバート・ブラウン教授の研究室へ。
79年パデュー大学教授。99年から同特別教授。有機合成におけるパラジウム触媒クロスカップ
リングの業績で2010年ノーベル化学賞受賞。同年文化勲章も受章。帝人グループ名誉フェロー。
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はグリニャー先生が考えた方法があったけれど
も、応用範囲が非常に狭かった。それで、Think 
bigということでは、科学者には周期表というの
があります。112ほどの元素がここに書かれてい
るんですが、今のところ、これがユニバースとい
うことになるわけですね。これを作られたのは、
ご存じのロシアのメンデレーエフ先生です。19世
紀の中ごろ、今からもう百数十年前にこういうも
のを。112は先生書いてません。約90、約8割のも
のがすでにここに、メンデレーエフ先生の周期表
にありました。
私がここで申し上げたいことは、科学の答えは
全部この中にある。科学で何をやっても、科学の
答えは全部この中にあると。これはまず間違いな
い真理だろうと思います。
それから、いろいろな場合にその中から1つを
選んだのでは駄目だと。2つ以上を選ぶ必要があ
るだろう。その時に、どうしても触媒といいます
か、触媒ということが必要になってくるだろうと。
そういうことを考えたのは26歳、1962年。それ
から14年もたちましたが、その間に日本でもいろ
いろ大きな業績がありまして、日本の先生方から
のヒントも得たんですが、1976年に私どもの名前
をいただきます根岸・鈴木カップリングというも
のができました。その時は、「あれっ、これひょっ
としてこれをうまく展開したらノーベル賞なんか
につながるんじゃないか」という気がし始めまし
たね、ambitiouslyに。それから、なんと何十年、
30～40年たってようやくいただくことになった
というのは、皆さんご存じの通りです。
これはぜひお勧めする、セントピーターズバー
グにあるメンデレーエフ研究所、モスコフスキー
アベニューですか、にあります。何階建てかの、
木の花がちょろちょろ見えていますが、メンデ
レーエフ先生の銅像があります。

この辺は少し飛ばしますが、これが使用前。こ
の辺はもう全然駄目と。この辺はところどころい
いんですが、なかなかうまくいかない。使用後。
使用後といいますのは、パラジウム、このカタリ
ストを使った場合ですね。使用後といっても、パ
ラジウムが特にいいんですね。パラジウムが特に
いい。ということで、パラジウムを触媒に使いま
すと、真っ赤だったこの3列はほとんど緑になっ
て、極端な言い方すると、何でもできるよと。
こちらも黄色が多かったんですが、ここのとこ
ろが今若手の方ですね。MIT（マサチューセッツ
工科大学）からCALTECH（カリフォルニア工科
大学）に行かれたフー先生とか、それからドイツ
の先生とか日本にもたくさんおられますが、中国
にもおられます。中国にも非常に優秀な方が今出
ておられます。
この辺がだんだんに緑になってきていると。ま
だ途上ですけれども、だいたい非常に何千、何万、
何十万というようなものが、とにかくものを見れ
ば、ああ、ここで切ってつければいいんだという
ことが分かるような、そういうものになっており
ます。
そこで重要なことは、今日のお話ではスキップ
させていただくんですが、やはり金属というもの
が必要だということです。私どもはジルコニウム
とかそういうものも使うんですが、金属が必要だ
ということです。しかし金属をまともに使ってい
たんでは高い。
これはシャーメンの先生方の酸と塩基、アシッ
ドとベースですね。酸と塩基、塩基は2電子供給
する、酸は受け取る。これ、酸と塩基だから混ぜ
れば塩ができるだろう。その通りなんです。下り
坂で塩ができるんですけども、そこへ行くまでの
途中が大変なんです。男女のカップリングの生成
もなかなか途中に苦労がありますよね。そういう
解析をつぶさにされたのが、シャーメンの理論化
学の先生方です。
重要なことは、ただ酸と塩基を混ぜれば原理的
には行くはずですけれども、実際には越えなけれ
ばいけない山が高すぎて越えにくい。そこで重要
になってくるのが、ちょっとこれ前のと比べると
だいぶ複雑に見えますが、これが福井謙一先生で
すね。1981年にノーベル賞を受賞されたこういう
酸と塩基、中の三角見てみますと、酸と塩基の反
応が中にある。
これだけでは駄目だと、福井先生いわくですね。
それで外側にある塩基と酸。中は下から上、外側
は上から下ですけども、田舎の田んぼのあぜ道で
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

1台しか車が通れないようなところでは、向こう
から来たら困りますよね。だけど、2レーンあれ
ばこう行くわけです。こういう形でやりますと非
常にうまくいく。これは実は福井先生のホモルモ
ホモルモセオリーという説によればこういうこ
と。そういうことをいろいろなところに当てはめ
られることができ、非常に大きな進展をしており
ます。
なぜパラジウムがいいかというと、パラジウム
1つの粒で、1単位で100万単位以上のものができ
る。これが触媒の妙ですね。ですから、100万円す
る触媒を買ってもそんなに高くはないんです。単
位当たり100万円する触媒を使っても、100万個
作れば、ネットのコストは1円になる。そういう
ことで、触媒の妙が分かると思います。
比較的最近に発表したものですけど、化学を
やっておられない方、特に化学者でも有機化学を
やっておられない方は、こういうのを見ると何だと
思うでしょう。しかし、こういう非常に有用な化合
物があるんです。こういうものもカップリングを
有効に使うことによってどんどんできてくる。
これも有名なハーバードの岸先生が作ったもの
ですけど、岸先生には私どもの反応をいろいろ取
り込んでいただきました。私どももこういうもの
を別途に作りました。私ども素人ですけども、素
人でもできるよ、ということしょうかね。ここの
ところは申し訳ないんですが飛ばします。
それでこの反応の特徴は、1つのユニットから
100万も、あるいはそれ以上、1,000万もできると
いうことが触媒の妙ですけれども、それと同時に
非常に精密にできる。
つまり、ここにこういう、右側にこういうもの
がいろいろありますが、これは赤のところで切っ
て、2つのものを作っておいて、小さなものを作っ
ておいて、それをカチッとレゴゲーム式にはめる
わけですね。はめることによって、その中間の2つ
のものをきれいに作っておけば、高純度に作って
おけば、はめてできるものがまったくほかの悪い
ことをせずにくっつくだけ。100%の純度で作れ
ば、100%。99.9999%っていうところまで私ども
はチェックして、全く悪いことしないということ
が分かってます。ですから69くらいまではできる
と。
このころは98%くらいでやめていたんですが、
二重結合が3つこう付いてると、2×2×2で88種
類の異性体ができる。昔の方法ですと、8割か9割
もいけばいいとこだったんですけれども、私ども
の新しい方法では、先ほど言いましたように、最後

2つくっ付くものを簡単な、純度を上げておきます。
この辺はずっと簡単なんですね。そうしますとご
覧になって分かるように、できてくるものが全部そ
の中間体の純度と同じようにできてくると。
この8種類のものを全部作ったという人は初め
てなんですが、こういうものでも全部純度で、高
純度でできるということです。これは覚えておい
ていただきたいのです。
これはCoQ10の例ですね。今までのところは、
二重結合とか三重結合がいろいろ出てきたんです
が、そういう方がパラジウムとかそういう触媒が
好きですから、作りやすいんです。こういういい
方法は最近までなかったんですね。
ああ、これはポリプロピレンだなと思う方もこ
の中にはおられると思います、その通りです。ポ
リプロピレンというのは長ければ長いほど、強度
が高い。細いものを作って人間がぶら下がっても
平気なような、そのくらい強いんです。メチル基
を8つだけ飛び出させるようなものを、選択的に
作るということは非常に難しかったんですね。
この分野は、ドイツのマックス・プランク研究
所のツィーグラー先生が、1950年代に始めまし
た。セレンディピタスという予期しないことが
起きて、ポリエチレン、ポリプロピレンがお釜の
中ででき、お釜が固まっちゃった。それでそのお
釜を捨てようとしたら「捨てるなと。のこぎりで
切って開けてみよう」ということで開けたら、で
きていた、と。
そういう逸話がありますが、そういう長いもの
を作るとそうなるんですけれども、私どもはその
反対をやろうと。1回だけ、このオレフィンです
ね。オレフィンに1回だけつける。で、止める。そ
うするとそういうユニットができますから、それ
をいろんな方法に後で使っていけるわけです。
これを私どもが開発したのが、何と1995年。こ
れをやってくださったデニス・コンダコフさんは
日本にもいたんですけれども、セントピーターズ
バーグから出てこられた方で、若い時のサイエン
ス・オリンピアードの金メダリスト。やっぱりそ
ういう方には特別な才能がありますね。今まで私
のところに百何十人も来ておられるわけですけれ
ども、その中でもトップ、あるいは3本の指には
確実に入っています。今でも素晴らしいことをま
だどんどんやっておられる方ですけれども、コン
ダコフさんがこれを発見してくれました。もっと
も最初の提案はこっちでやったんですけど。
ですから、これ1回だけこのオレフィンにここ
につけると、くっつく時にこのR2が前からつけ
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ばこれができる。このくさびは前に倒れている
と。後ろに倒れれば後ろからつくと。このオレ
フィンの後ろからつくと。こういう点点々で、こ
れが後ろから、これが前から。そういうのをタク
ティスティ、選択性に関係するわけですね。
1回だけ選択的に前から、あるいは選択的に後
ろからくっつける。ここにやはり、先ほどから申
しております触媒ということが非常に重要になり
まして、これを探すのに何と17年かかりました。
ですから、基礎的なことはやはり非常に、最新の
ものを作るというのは非常に難しい。もちろん
これだけにかかっているわけにいきませんから、
やっては棚上げ、やっては棚上げ棚下ろしという
ことでやるんですけど、17年かかりました。発表
したのが1995年。もうこれから約20年近くかかっ
ているんですが、これの成果をもって今日のお話
を終わりたいと思います。
これはぜひ名前だけでも覚えておいていた
だきたいのですが、Zr-Catalyzed Asymmetric 
Carboalumination of Alkenes、ZACAです。この
ZACA反応と言っておりますが、これを使ってこ
こからここにエチルとアルミをつければ、これを
ただ酸化するだけでこういうものができるという
ことです。
この純度ですが、だいたい95%ぐらいはいくわ
けです。この「ee」って書いてあるのは厳しい評
価で、95から5を引いた、あと残りは反対側です
ね。5を引きますと90になる。95%の純度でした
ら90%eeという、それは表現の問題ですが。ここ
のところは非常に17年間の間のいろいろな成果
がここにまとめられて、ここからここまで来て、
このグリーンのところをコンダコフさんが発見し
てくれた。
あともろもろの面白いことがいっぱい出てき
て、これはこれでよかったんですが、これができ
ますと、ある程度さっきの話とは違いますが、い
ろんなものがなんでもできるよ。ここにはパラジ
ウム触媒によるクロスカップリングもありますけ
れども、だいたいいろいろなものができてくる。
ポリメリゼーションとはまったく同じ種類の反応
ですけど、今でも何兆円単位の産業だそうですけ
れども、それとまったく反対の1回だけ付けてや
める。これが難しかったんですね。やめると、こ
ういうことができてくる。
ということで、非常に私がいいと思ったのは、
中間の小さなものを非常に純度を高く作っておき
ますと、先ほどのクロスカップリングですね。パ
ラジウム触媒によるクロスカップリングが、それ

を使っていろんなものをカップルしてくれるわけ
ですね。そのカップリングがまったく不純物を出
さないと言いますか。99.9999%で中間体を作れ
れば、99.9999%の純度でクロスカップリングして
くれる。こういうことが分かりまして、また再度
クロスカップリングにお世話になるということに
なったわけですが。
ここもだいぶ飛ばしますけれども、これを
ちょっと覚えておいていただきたいんです。これ
はアリルアルコールということです。非常に安い
ものです、アリルアルコール。これに先ほどから
ご紹介しているZACA反応をかけます、これはプ
ラスZACA反応をかければこれができる、マイナ
スZACA反応をかければこのメチルは前に飛び出
す。そういうことが分かると思いますが、かけて
アルミがここに来たところでヨウ素にそれを変え
たものが、83%収率で、91%Sと。SとRとできる
わけですけれども、それはともかくとして、その純
度でできてくるわけですね。この1というのが非
常に便利なものだということがわかったんです。
これを作ればここを変えて、ここを変えてとい
うことで、いろんなものができてくるということ
をちょっと先ほどのThink bigじゃない、Think 
broadlyでもいいですけれども、そういうことに
なったのです。
ですから、例えばクロスカップリングが非常に
いいと言いましたが、パラジウムを触媒にしたク
ロスカップリングで、このビニル基を持ってきま
すと、これができるわけです。これができますと、
またこの末端のオレフィンができてきますから、
ここにまたZACA反応をかけますと、どんどん伸
びてくるということがお分かりになろうかと思い
ます。
リパーゼ、日本は発酵を使った産業が非常に
進んでいますので、リパーゼを使いますと、これ
がこのようなものでしたら、いかようにでも純度
を高くできるんです。99.9999%ぐらいまで私ども
は純度を上げます。それも数回の繰り返しででき
るわけです。そういう形で上げる。純度が上げや
すいものと上げにくいものがあります。
上げやすいものはどういうものかといいます
と、ここのところが光学活性点というか、ここに
炭素があるわけですが、その近くにこういったヘ
テロ原子、ヨウ素であるとか酸素ですね。こうい
うものが近くにあるものは精製しやすい。今、台
湾にもワンさんというような方が、酵素による生
合成で非常に成果を挙げておられます。こうい
うものができますと、純度を上げて、それからい
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ろんなものができるということを、みんなクロス
カップリングでやっているわけです。ですから、
クロスカップリングからもう離れられなくなって
しまっているわけです。
例えば、これは森謙治先生、東大の農学部にお
られたんですが、その森謙治先生が私どもよりも
十数年、20年ぐらい前に作られたものです。最初
の合成で私どもよりも20年前ですが、先生がつく
られたのは20ステップで、総収率1%でした。
ガンの羽の付け根にあるグリースは人間にも非
常に役に立つと思いますが、20ステップ通って総
収率1%ですと、作って売るというわけにはまい
りません。先ほど申しましたようにZACA反応、
メチルとアルミを付けてヨウ素にして、これをこ
れに変えてという、ZACA反応でこれまで、1、2、
3、4、5ステップでここまで来ました。、後5ステッ
プでここまで来ます。10ステップは20ステップ
とはまったく違う世界です。収率も12%。ここま
で来ると、どなたかこれがスーパーグリースであ
るということを確かめてから作ったほうがいいで
すけど。
そういう可能性も出てくるという話でござい
ますが、そういうことをきっかけにして、諸々な
ものができるようになっているというのが現在
です。ウィスコンシンにずっとおられたシャー
リー・シー先生という方がこの道の先駆者です。
やはりこの仕事で、この分野では、いい反応を
見つけることが重要だということが1つ。もう1つ
は、このEというのがあります。これはいいとい
う意味のEじゃないんです。これは、シー先生が
名付けたE－ファクターというんですが、このE
－ファクターは、このRによって、精製しやすい
か、しにくいかが決まる。E-ファクターが高いも
のであれば、最後の歩留まりも高い。その2つの
点が重要だということを先生がわれわれに教えて
くれたわけです。
1982年のJACSに出ていますが、どういうグルー
プがE－ファクターが高いかといいますと、先ほ
どからわれわれ使っております、ヨウ素は33。こ
れは非常に高いものです。それから、こベンゼン
環、ベンゼンリングですね。これがついてるのは
もっと高いです。
ところがそれがオレフィン類になりますと、
22とか12。これは使えるのですが、あまり高くな
いです。これが、私どもがよく使うものですね。
そういう二重結合とかヘテロ原子がないような
ものですと、E－ファクターが非常に低くなりま
して、実際、こういうものは非常によく使われる

けれど、なかなか精製しにくいということになる
わけです。ですから、こういうものはなるべく作
らないようにしようというのが狙いです。
さて、最近、ここ2～3年で上海の復旦大学から
おいでになった方など中国の方が半数ぐらいの私
の小さなグループがやった仕事があります。非常
に素晴らしい仕事をされております。
どういうことかといいますと、ZACA反応で
R1とアルミを入れて、アルミはヨウ素に変わりま
す。非常にE－ファクターが高いものですから、
精製がしやすい。精製できます。
実は、銅とかニッケルもいい場合があるという
ことがだんだん分かってきましたので、パラジウ
ム、銅、ニッケル、その3つぐらいを使ってこの部
分を修正してやりますと、こういうものが非常に
高収率で、高純度でできてくるということが分か
りました。
こういうものがどんどんできるようになったと
いうのは、もう本当にわれわれの研究以前にはな
かったことですね。全然なかったとは言いません
けども、一般的にはできなかった。特に、例えば、
ここがメチルでここがメチルというような簡単な
ものですと、そんな簡単なものは、混ぜ物を作っ
てそれを精製したらいいんじゃないか。そういう
方はいっぱいその前にいるんですが、作るのは簡
単、混ぜ物は。精製するところで、5回精製して
も駄目、10回精製しても駄目。90%eeぐらいのと
ころまでいって妥協していた。私どもは、99%以
下は妥協しません。そういうことができるように
なったということです。
そういうことをしっかり押さえておいて、ここ
でお見せしたいのは、非常に作るのが難しい化合
物だったものがこのトータル収率でこれを通し
て、もう本当にピュアにできるようになったとい
う例です。
例えば、こちら側はメチル、こちら側はCH2D
と。水素じゃなくて異性体のDを使ってるという
ところだけが違うんですね。
そういうものは、われわれの開発以前の方法で
すと、分けられません。だから、もっと回りくど
い、大変なことをしてここに到達している方法と
いうのは若干ありますけども、われわれの場合
は、ここで純度高く、もうこの中間体を作ってお
きまして、ここで、このDで還元してやるとこれ
ができるということです。全く純度を落とさずに
こういうものが容易にできるようになりました。
だいたいこういうものは光学活性を分光器で測
るわけです。どれだけ右側に傾くかとか、どれだ
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け左側に傾くかということで調べるのですが、そ
れはほとんどゼロに近いものが多いんです。そう
いうものまでできるようになっているというとこ
ろで、正直に言って、前代未聞。できるようになっ
たのがこの数年という話です。
この異性体の位置がこの活性点から遠くなれば
なるほど分けることは難しいだろうというのは、
常識で考えてお分かりだと思います。それがどん
どんどんどん遠くしていきますと、このローテー
ションが、右に回る、左に回るということがほ
とんど何も見えなくなってしまう。光学活性度が
ゼロに近くなるでんですが、ゼロでも、ここは水
素で、こちらがデューテリウムと違うわけですよ
ね。そういうものがほぼ100%の純度でできてく
るというところにまで行っております。

これで終わりますが、見ていただきますと、こ
こに1、2、3、4本、こちらに4本、この8本合わせ
たものが1つの異性体、1つの異性体です。これの
1つの異性体。RならRとしましょうか。真ん中に
2本ピューッと出ているのが、もう一方の異性体
です。この2本の面積と、それからこの8本の面
積が同じなんですね。これは1対1の混合物です。
これをなくしますと、ないものを99%ee以上とい
うふうにしてますけども、そういう高純度のもの
を作ります。NMRで見ます。この8本は同じよう
に出てますね。
ちょっとこの真ん中見てください。これ、われ
われが手で描いたんじゃないですよ。最近、何
かいろいろそういう問題が起きてますけれども、
まったく何かがあるという気配がない。一応、
99%以上ということで言ってますが、この場合
には、このクロマトグラフィでもわかるというこ
とですね。そういうものをいろいろ作りますと、
ローテーションがもうほとんどなくなっちゃうん
ですね。
最後まで行っちゃいましょう。NMRもやはり
一工夫がいるんですね。1970年代にスタンフォー
ドのハリー・モッシャー先生が、あの方はノーベ
ル賞に値するような方だと思うんですが、モッ
シャー法ということで、モーシャーエステルとい
うものを作れば分かれて見えるというふうに、こ

のものを言われたのです。この場合には、ここか
らα、β、γ、δ、ε、ここまで離れたところで、
こちらはエチル、こちらはプロピル、ちょっとし
か差がないわけです。こういうものは、分けて見
ることは非常に難しい。それで、モッシャー先生
の方法でやりますと、6本。3本、3本、分かれてな
いのです。
それで、さて困ったなということで、NMRも
駄目になったかと。そこまで来ちゃったかとい
うことで、私のところに帝人から来ておられる方
がいまして、その方がいいものを見つけてきまし
た。東京工業大学の先生がモッシャーエステル
を2カ所モディファイして、ベンゼンがαナフチ
ル、CF3はメチルでいいと。そういうものを使っ
て、この3本、3本のあれを見ますと、1対1の混じ
り物を調べてみますと、それが2本ずつになって、
12本になる。6本、6本。だから、これで見えたと。
ですから、この方法だけなんですね、今ここま
で行ったところで使える方法は。そういう方法
で、私どもの方法でここを純粋に作ったものを調
べてみますと、素晴らしいことに、この中の1本
だけ、この中の1本だけ、この中の1本だけという
ことで6本。ということは、こういうようなもの
で、これはずいぶん遠いところで、εですね。α、
β、γ、δ、εと。ここで、こちらはエチル、こち
らはプロピルですから、もう光学活性なんてい
うのはほとんどないはずなんです。それも、この
NMRの方法ではきれいに見えるばかりか、ちょっ
と何かありそうな気もしますけれども、この辺
なんか見ていると、まずほとんどないということ
ですね。
どうも長い話になりましたが、クロスカップ
リングでは最初の 5人の方のうち、トーニー・
キングさんは香港です。100人以上の方。先ほど
から名前が出てきているコンダコフさんの1995年
の発見につながった最初の仕事は、78年のDave 
van Horn。これにも数十人の方が関係していま
す。最近ですと中国の方ですね。SIOCの方が多
いんですが、それから復旦大学の方もおられま
す。ちょっと北京の方もおられます。というとこ
ろで今日に至っております。どうも長い話になり
まして申し訳ございません。
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

基調講演

ニーハオ。おはようございます。有馬朗人です。
ただいまは根岸先生の大変ロマンに満ちたお話の
後に、極めて即物的なお話をすることをお許しく
ださい。私も本当は原子核物理学者といたしまし
て原子核の面白い話をしたいんですけれども、今
日はそれではなくて、日中科学技術交流の重要性
についてお話をしたいと思います。
司会の方にお願いですが、25分たったら教えて
ください。私は1時間でも2時間、3時間までたっ
て何とも思わない人間ですので、話が長くなりま
す。25分たったことを教えていただいたら30分
で終わりますから。
私は、中国に来るのが本当にうれしいんです。
なぜかというと、本来、物理学者なんですけれど
も、ある理由で、つい最近、ある雑誌に、詩、ポエ
ム、西洋の詩と中国の詩、特に唐詩選の漢詩、そ
れから日本の詩、そういうものの違いがどこにあ
るかという長い歴史を書いていました。北京に
来ると、この詩はここで書かれたんだな。上海へ
行くと、この辺はこういう詩があった。至るとこ
ろにいろんな漢詩、中国の詩が書かれたり、中国
の文学が発展したところ、歴史が発展したところ
がありますので、それを見ることが大変楽しみで
す。そういう意味で、今日もここでお話をするこ
とを大変楽しみで参りました。
今日お話しいたしますことは、これまでの40年
間を振り返りまして、どんなふうに日本と中国の
科学技術の交流が行われてきたかということにつ
いてお話をしてみたいと思います。
1972年に日本、中国の国交の正常化が行われま
す。その後、1977年に文化大革命が終結し、そし

てその年から科学技術振興のために東京大学、私
は総長の地位になりましたけれども、東京大学に
戦後の最初の留学生が派遣される。1978年に中
国の平和友好条約が調印され、1979年に日中政府
で相互に留学生を派遣することが公式に決定し、
その後、留学生が極めて急激に増加してまいりま
す。この時代のことを考えますと、本当に感無量
の気持ちがあります。
1980年代になりますと、中国は改革開放政策へ
と舵を切っていきます。日中の学術交流は着々と
多くの心ある人たちによって推し進められていき
ました。1980年、日本と中国の間に科学技術協力
協定が締結され、その後、今日まで、もうこれは
ちょっと古いデータですから、14回以上の日中科
学技術協力委員会が政府間で開催されて、さまざ
まな日中協力プロジェクトが採択されていると思
います。
1981年11月に、中国教育部と日本の学術振興会
との学術交流に関する覚書が署名されます。私が
生まれて初めて中国。北京は通った。飛行場は通
りましたけども、その前に。中国に初めて足を踏
み出しましたのが1981年でありました。そのころ
は、この辺、自動車はほとんどなくて、自転車ばっ
かり。自転車をどうやってかき分けて通り抜ける
かというような大変な時代でありました。自動車
はまだ少なかった。そういう時代に参りました。
1981年の1月が最初であります。
1980年代の交流の例といたしまして、東大の総
長を辞めた後、理事長になりました理化学研究所
と中国科学院の交流のお話をいたしましょう。こ
れ以外に、大学間の交流とか、さまざまあります

有馬 朗人
■独立行政法人科学技術振興機構 中国総合研究交流センター長／元文部大臣・科学技術庁長官

1930年大阪生まれ。1953年東京大学理学部物理学科卒業。元東京大学総長。元理化学研究所理事長、
元文部大臣、元科学技術庁長官。理学博士。現、JST中国総合研究交流センター長、武蔵学園長、
静岡文化芸術大学理事長。
主な受賞歴は、1978年仁科記念賞、82年フンボルト賞、90年フランクリン・インステイテュート・
ウエザリル・メダル、93年アメリカ物理学会ボナー賞、日本学士院賞。2004年文化功労章、旭日
大綬章等。2009年1月、2009 International S&T cooperation Award（中国）、2010年、文化勲章。

PROFILE
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が、一例として、理研と中国科学院の交流につい
て申し上げます。
理化学研究所は、中国科学院より周培源副院長
をはじめとする多くの訪日団の訪問を受けて交流
を始めましたのが1980年の初めであります。理化
学研究所は、当時の理事長であった宮島先生等々
が一緒になって中国の方々をお迎えし、そして中
国の科学院と日本の理化学研究所の間に研究協定
が、協力協定が1982年に結ばれます。このことに
よって、特に原子核物理学だとかサイクロトロン
を造るとか、そういうふうなことが協同的に研究
開発をされていくわけです。
それ以来、理化学研究所の宮島理事長の後の
小田稔さん、それから私、それからその後の小林
さん、そして現在の野依さん、歴代の理事長が非
常に積極的に中国の科学院との交流を進めており
ます。そして、大変数多くの共同研究を実施する。
特に、先ほど申しましたように、加速器であると
か、あるいは例えば蘭州の加速器の手伝いをする
とか、いろいろなところで加速器のお手伝いをし、
また、さまざまな研究において共同研究をしてお
ります。約1,000人以上の人が中国から理化学研
究所に来て研究を一緒にやってくださいました。
これは宮島先生。調印しているところです。こ
れが周培源先生。1982年のことです。
1990年になりますと、鄧小平さんが南巡講話と
いうものをおっしゃって、飛躍的に進展が始まり
ます。多くの優秀な中国人の留学生が来日しま
す。彼らの多くが中国に戻って、現在、中国で大
変活躍しておられる要職に就いておられます。
1998年になりますと、中国国家教育委員会と、
すなわち教育部と日本学術振興会とが、拠点大学
方式によって大学間の交流を積極的に進める、そ
ういう覚書が作られます。これはちょうど私が理
研の理事長だった時に、中国の科学院の院長さん

であられた路先生と一緒に話をしているところで
す。これ見ると、私もけっこう若かったですね。
今、またハゲ頭の程度が進んじゃいましたけども。
2000年以降になり、これは驚くべきことであり
まして、2000年以降になりますと、中国は、後ほ
どデータをもって証明いたしますが、一気に急速
に発展していきます。世界の工場といわれていた
大量生産から、科教興国、自主創新、戦略的先端
産業へと舵を切っていきました。中国は多くの優
秀な学生を世界に送り出すようになりました。多
くの留学生が中国に戻り、ベンチャービジネスな
どを通じて中国の発展に貢献しています。中国へ
の日本からの留学生も、この時代に急増してまい
ります。
特に日本の大学と中国の大学の交流の例を申し
ますと、留学生が1990年代には非常に少なかっ
た。わずかだったのが、1万8,000人ぐらいだった
のが、9万人近くまで伸びている。こういう人々
が大変積極的に日本と中国の関係を良くし、かつ
また中国の研究の推進にも役立っているし、産業
の推進にも役に立っていると思います。
面白いことがあります。これは残念なことに少
し減っちゃったのですが、中国の学長さんたちの
留学歴。例えば、米国に留学したとか、ドイツと
かっていう、その表を作ってもらったのですが、
減って残念と申しましたが、日本で留学されて
戻って学長になられたのはもうちょっと多かっ
たんですけども、最近調べたところ、それでも13%
の学長さんが日本の大学で勉強されたというこ
とでありまして、私はこれをもっと増やしたいと
思っています。
逆に、私の夢がありまして、もっと日本の若者
が中国に来て、中国で勉強して、日本の大学の学
長でもいいし、政治家でもいいからなってほしい
と思っています。もうちょっと日本の若者たちを
中国に連れてきたいと思っているわけです。
ここで話を大きく変えまして、いかに中国が伸
びたかというお話をいたします。科学技術の上で
いかに伸びてきているか。2000年になってから急
激に伸びたというお話をいたします。
このデータはどういうことを意味しているかと
いうと、1982年からアメリカの論文がどう伸びて
いったか、日本の論文がどうだったかというよう
なことを示してます。今から7～8年前、私は大
変威張った。自慢したんです。日本は世界で2番
の論文産出国だぞと。がんばったねと大喜びしま
した。
そのころに日本は大変貧乏で、大学の人間が使
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える科学研究費は非常に少なかったんですが、私
は1990年に大学貧乏物語という運動を始めまし
て、「もっと日本の大学の研究者に研究費を寄越
せよ。施設良くしてくれよ」と、大学貧乏物語と
いうキャンペーンを始めた。そして、政治家を東
大に呼び、京都大学に呼び、いかに日本の国立大
学が貧乏かということを示し、それからまたマス
コミの人たちにも示して、そして外部から大変援
助をいただいて、日本の大学の研究費を増やしま
した。
今日も辻さんが朝日新聞から見えていると思い
ますが、辻さんなどが「日本の大学は棺桶だ、頭
脳の棺桶だ。ひどいところだ」というような記事
を書いてくれて、マスコミの上では、皆さん、心
配してくれて、そして急激に日本の大学人が使う
研究費が増えていった。それが1990年から2000年
にかけてでありまして、そのことを反映して、日
本は世界で2番目の科学技術論文の生産国になっ
たわけです。
2番だぞって威張っていたら、2000年になった
らたちまちガタガタガタガタと落っこちて、今
1番、2番、3番、4番、4番じゃない、5番ですが、
アメリカ、中国、ドイツ、フランス、それで日本に
なる。ともかく、日本が残念なことに地位を譲っ
てしまいました。しかし、私、同時に逆に大変喜ん
だ。私が初めて中国に来た1981年、82年のころは、
中国の論文は非常に少なかった。ゼロということ
ではないけれども、非常に少なかった。それが急
激に2000年に入ると上がっていって、日本を追い
越し、日本を追い越しただけでなくヨーロッパの
諸国も追い越して、今や世界の第2位になった。
素晴らしいですね。
一方で日本が2位から落っこちちゃって残念で
すけども、私は中国が2番になってくれたことを
大変喜んだ。
引用度の問題が多少ないわけではない。各論文
をどのくらい引用してくれるか。その論文総数を
調べてみますと、やはりアメリカが1番で、その
次がイギリス、そしてドイツ、カナダ、フランス
と来て、その次が日本。日本は結構引用度では頑
張っているのですが、それにしてもこの伸び方が
2000年になってから悪くなっている。逆にドイツ
とかカナダとかフランスは、2000年になってから
また力を復活してきている。
まだ中国の論文の総引用度に関していえは、ま
だそれほどヨーロッパを追い抜くところまでいっ
てはいないんですけれども、それでも非常に頑
張って急激に伸びてきて、現在は日本、韓国、中

国の順で大変もう頑張って、もうあと数年すれ
ば、これがさらに伸びていくだろうと、私は思っ
ているわけです。
ですから引用度の点でも、アジア諸国は大いに
頑張りつつある。ヨーロッパに競争しつつある。
アメリカに追いつこうとしているということを、
これでお示ししたわけでして、特に2000年に、こ
こで申し上げたいことは、2000年に入って中国の
論文の数が急激に増え、そしてまた相対的に被引
用度も急激に伸びてきているということを、ここ
でお示ししたわけです。
ところで、大変定量的に論文がどのくらい世界
で出ているか、各国で出ているかとか、それから
引用度がどういうふうになっているかというこ
とは、私が初めてこういうことに興味を持ったこ
ろ、1980年ごろはほとんどデータが計算機の中に
入ってなくて、手でもって調べるような時代であ
りました。その後計算機化が非常に進み、特にト
ムソン・ロイターなどではそういう調査が非常に
行き届いていて、トムソン・ロイターのデータを
見ますと、いっぺんにどこの国がどのくらい論文
を書いているかが分かるわけです。
被引用度、引用された数の総数でもって、各大
学、各研究所を調べるというようなことも簡単に
できる。驚いたことに、中国が9番に入りまして、
中国科学院が世界の9番目で頑張っています。東
京大学は、実は2012年は16番であって、まあ16番
ならいいかなんて言っていたら、1番がハーバー
ド、次にマックスプランクなどが来て、中国科学
院が7番、そして東京大学は残念なことに、私は
これ間違っているんじゃないかと思ったんです
よ。33に落っこちちゃった。京都大学が58番、そ
してJSTが75、大阪が82。ここに韓国が出てきて、
ソウル大学が120番、東北大学は127番、理研が
167番、北京大学が176。それから台湾の国立大学
が178、名古屋大学が188と。
それでもまあまあ200番の中に相当多数入って
いるということで、満足はしているんですけれど
も、ともかく中国の科学院の活躍ぶりは素晴らし
い。後でちょっとどこが弱いかということもお示
ししますけれども、こんなに素晴らしい力を今、
中国が持っているということをここでお示しし、
日本はもう一頑張りしないとせっかくいいところ
までいったのに落ちてきてしまったのはなぜで
しょうかということを、ひとつ今日ここに来てお
られる日本の大学の先生方に考えていただきたい
と思う。
あと300番台までずっとこういうふうに産総研
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とか、香港大学とか、九州大学とか、たくさんの
ところの名前が出ています。中国の大学もたく
さんここに出ているということをお示しして、次
にまいりたいと思います。
私の物理の分野は、残念なことに新しいデータ
がなくて、2012年、2年前のデータでありますが、
私は威張って、東京大学3番だぞと。この中に私
の論文もたくさん引用されているんだぞと威張っ
ていました。これも多分少し下がっているんじゃ
ないかと心配しているのですが、ここでお示し
したいのは、それ以上に中国科学院が物理の上で
2番である。3番が東京大学、そして12番が東北
大学ということを、ここでお示ししたかった。大
阪大学とか京都大学も24、255と活躍しています。
物理の上では、結構東大も京都大学も大阪大学も
東北大学も頑張っている。
その下に東京工業大学だとか理研とか、それか
ら中国の科学技術大学、名古屋大学、ルノ大学、
北京大学と、こういうふうなものが100番以内に
堂々とたくさん入っていることに注目していただ
きたいと思う。結構、アジアは物理が強いんです。
化学を見てみます。これは新しいデータがあり
ますので、2014年で見ることにいたします。
1番が中国科学院、8番が京都大学。この京都大
学の8番という順番も、多分2012年のころはも
うちょっと高かったと思うんですが、ちょっと下
がっている。それからJST。東京大学も下がって
12番、大阪大学22。そして30、32、33、35、この辺
にざっと中国の大学が入っていることをご覧くだ
さい。素晴らしいですね。物理も強いけれども、
化学も非常に中国は強いんです。
そして 100番まで見ますと、こういうふうな
国々、こういうふうな大学というのが頑張ってお
ります。韓国もソウル大学が62番にいるというこ
とで、大変頑張っています。それからシンガポー
ルの大学も頑張っているわけであります。
それから今度はまた古いデータ、2012年のデー
タに戻りますが、材料科学、マテリアルサイエン
スは中国の科学院が1番、3番が東北大学、9番が
清華、13番が韓国のソウル国立大学、15番が大
阪、19番が東京大学、22番がNANYANG、シンガ
ポールだと思います。それから23番が京都大学と
いうふうに、日本、中国がここでも活躍していま
す。それよりも下の大学にたくさん、日本も中国
も入ってきている。
私はこれを見てがくぜんとして、少し日本の大
学の先生にお願いをしたいと思っているんです。
工学というのは長い間、日本の大変なお家芸であ

りました。日本はずいぶん早い時に大学、特に総合
大学、東大をはじめ総合大学に工学部をつくった。
これは世界で先進的なものでありまして、工学部
を総合大学できちっと持っている国というのは今
から100年前くらいにはなかった、非常に少なかっ
た。その時に日本では工学部、農学部という実学を
大学に置いた。特に東京大学、京都大学という総
合大学に置いたということを、私は非常に自慢を
しているわけでありまして、例えばアメリカですと
ハーバードだとかプリンストンというのは工学部
がなかった。オックスフォードもケンブリッジもな
かった。その時に日本は置いたということを、大変
自信を持って宣伝をしていたんです。
したがって、工学は当然強いと思っていたので
すが、このトムソン・ロイターを見ますと、工学
で一番頑張っているのは中国科学院。その引用度
が一番高い。そして東京大学は20番ですよ。何を
やっているんだろう。あとの大学も何やってるん
ですかね。一番金使っているのは工学部なんです
よ。一番金使って、一番先生抱えていて、総長や
学長をほとんど出すのは工学部なんです。その工
学部のていたらく、残念でしょうがない。
今日はあえてお見せしませんが、もう1つ今度
は理学部に対して文句がある。私も理学部長を
やったりした理学部の人間です。理学部、東大の
理学部も何やっているのか。京都、何やっている
のか。数学、お見せしませんよ、恥ずかしいから。
あるいはお手元に配っている中に入っているん
じゃないかな。日本の数学は、こういうところ出
てこないんです、50番とか何か、もっと下で。そ
こいくと、中国のほうがはるかに数学も強い。今
や工学の強いところは中国ですよ。まず、中国科
学院。
清華とか、大変中国の大学がここに入っていま
すよ。
ここにもその後の大学、並べてあります。お手
元に配ってあるデータをご覧ください。そこで少
し、あんまり日本の悪口ばかり言っていると今日
帰れなくなるといけませんから、日本も褒めてお
きます。
日本の強いところはバイオ。特にバイオの化学
は強い。2012年のデータを見ますと、東京大学が
例えば3番に入っている。結構バイオが強いんで
すが。
ここで中国にいささかちょっと苦言を呈するこ
とをお許しください。中国はどうもここにも出て
きませんね。中国科学院といういつも1番くらい
にいるのが、バイオに関していうと40番というこ
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

とで、ちょっと下のほうである。特に免疫学は大
阪大学が4番、そしてJSTが14番、東京大学21番。
中国科学院が、257番。中国の方も非常に心の広
いところですから、あまりすべてを1番にしちゃ
まずいと思って遠慮されているのかもしれません
が、あえていえば、中国の方々は少しバイオを強
くなさったらいいと。もうすでに始めておられる
と思いますので。

私の中国との経験をごく簡単に申し上げて終わ
ることにいたしましょう。
私が最初に中国に来たのは、1981年の1月であ
りました。その年にもう1度、中国科学院から招
待を受けまして、2月ほど中国の原子力研究所、当
時の原子力研究所は今は独立していますが、中国
科学院に属していました。そこで2月ほど、朝晩、
朝昼、連続的に原子核の構造や反応の講義をずっ
といたしました。そのころ中国の方たちは大変気
の毒だった。すなわち、文化大革命でみんな地方
に行って、勉強する時間がなかったので、ほとん
ど新しいことについての知識がなかった。という
わけで、私の講義も大変新鮮に聞いてくださいま
した。そこで若手が、あるいは古手もブラッシュ
アップなさって、新しく原子核構造、原子核反応
がどこまで進んだかの勉強をされたということが
ありまして、私も講義のし甲斐がありました。
それ以後、その時にも蘭州に行って講義をした
り、蘇州の大学で講義をしたりして、大変楽しん
で帰りましたが、その後もずっと毎年のようにセ
ミナーだとかワークショップで講義をする。そ
してついに北京大学と共同研究をするとかとい
うことをいたしまして、特に天安門事件に西洋の
人が大変不満を持って議論をしている時に、私は
1990年、ちょうど天安門事件の翌年から1998年
にかけまして、世界のIUPAPという物理学連合
のC12という原子核関係のチェアマンをしてまし
たので、フランスやドイツやイギリス、ヨーロッ
パの人たちが大変反対したんですが、何とかして
中国に国際会議を持ってこようという努力をいた
しまして、1995年に中国で原子核の国際会議を開
くことができました。そして中国がいかに伸びて
きているかということを、そこで皆さんに国際的

に原子核の上でどのくらい伸びてきたかを示すこ
とができたわけです。私はその国際会議で、サマ
リートークをするという栄誉を与えられました。
そして現在、中国の北京大学だとか上海交通大
学とかの若者と、若い教授たちと一緒に論文をた
くさん書いていまして、この20年、東京大学を辞
めた後、日本の大学の関係の人とほとんど共同研
究をすることができませんけれども、中国の方々
と論文をたくさん書いてます。
結論。中国の素晴らしいことを申します。中国
では大気汚染も大変な努力をしておられて、ずい
ぶん成功しておられるということもここに書いて
ありますので、後で資料をご覧ください。
そして現在、中国はPM.2.5を何とか取り除き
たいという努力をしておられますが、私は日本と
中国が協力して大気汚染などを解決しようではな
いかと思ってます。そして、そのために先日、ア
モイでもって中村理事長が提案をし、中心になっ
て、中国と一緒に公害問題についての研究会を行
うということになりました。先月中国に私もまい
りましたが、こういう会を今やって、みんなで一
緒に公害を除こうと努力しているわけです。
結論。これからはアジアの時代です。先ほど
お示ししたように、論文の数も、今日お示ししま
せんでしたけれども、特許の数とか、そういうす
べてにおいて中国、韓国、日本、シンガポール、ベ
トナム、インド、こういうアジアの国々がアメリ
カ、ドイツ、フランス等々のヨーロッパ、アメリ
カと肩を並べる時代が来た。
そこで私は、中国、韓国、ベトナム、シンガポー
ル、インド、そして日本、こういうところに、アジ
アに科学技術共同体をつくろうではないかという
ことを提案いたしまして、私の結論にいたします。
中国とともに、利益となる大局に立った交流を
今後も進めていくべきである。ともかく、せっか
くいよいよアジアの世紀が来ているわけですか
ら、ここで大いにアジアの諸国が協力して科学技
術を進めようではありませんか。
中国と日本の間の科学技術の協力、友情がさら
に高まることを心から祈念いたしまして、私の講
演を終わらせていただきます。ありがとうござい
ました。謝謝。
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基調講演

尊敬する主催者の皆様、ご来場の皆様、学長の
皆様、教授の皆様、おはようございます。このよ
うなチャンスを与えていただいて、この重要な
フォーラムに参加させていただきました。そし
て、産学連携という重要な問題について私見を述
べさせていただきます。
午前中、これまでのところ大変すばらしいご講
演がありました。技術、サイエンスの経済社会発
展における重要な役割を改めて認識させられまし
た。とりわけ、根岸先生にこの場で再びお目にか
かれることだけでも大変光栄に存じます。2011年
9月にアモイ大学までお越しくださいました。ア
モイ大学の化学の学者の皆さんと大変すばらしい
ご交流をなさいました。
本日のわれわれのテーマでありますが、本当に
現在、世界発展のトレンド、ニーズにかなうもので
あります。とりわけアジアは今後世界を前進させ、
繁栄させるための重要なドライビングフォースと
なるというふうに認識されております。その中で、
中国と日本の大学はどのようにこのようなチャ
レンジに立ち向かうかが注目されております。
皆さんご承知のとおり、産学連携は科学技術を
進歩させ、ハイテク技術をどんどん生ませる重要
な施策であります。また、技術の移転、そして、生
産力などを向上させていくための重要な手段であ
ります。さらには、自国の知的財産権を形成する
ための重要なルートでもあります。国の総合的な
構想力ないし人類社会の繁栄と発展を推進する上
で、重要な役割があります。ハイテクが日進月歩
に進化していく中で、産学連携は社会の資源を動
員し、貴重な社会資源を最大限有効利用させるた

めの最も有効な手法であります。
このような社会資源を統合するやり方の中で
は、重要な役割を示しているのは大学でありま
す。コアとなるものでもあります。大学はいかに
してより積極的、より自覚を持って自主的に自分
の機能と役割を果たすか、そして産学連携をより
密接に、また有機的に結合させるかは、現在大学
に突きつけられた重要な挑戦であります。
わが中国と日本の大学間の産学連携にどのよう
な現状があるのか、また、どのような問題点、チャ
レンジを抱えているのか。これが今回のフォーラ
ムのメーンテーマかと思います。私の私見を述べ
させてください。
本日の目次になります。4つぐらいお話をいたし
ます。産学連携は大学発展のための必然的な選択、
中国における産学連携の現状と問題点、中国と日
本の産学連携、協力の現状と問題、そして今後そ
のような連携を強化するためにどうすればいいの
か、幾つかの見解を述べさせていただきます。
正直なところ、大学は果たして自分の役割を発
揮できるかどうかは、昨今の社会においては産学
連携にかかっているかと思います。非常に重要な
指標であると言えます。人材の養成、研究、そし
て社会への還元、これは大学に求められている最
も基本的な三大機能と思われております。広い意
味においては、人材の養成、研究開発が社会への
還元でもありますが、しかし狭い意味で申し上げ
ますと、この社会への還元サービスは、人材の養
成、研究と並んで大学の重要な機能と言っても過
言ではありません。
ということは、大学はいかにして自分の持って

朱 崇実

1978年2月、厦 大学経済学科に入学。1982年2月に卒業後、同大学に教職に就く。1985年9月、
ユーゴスラビアに留学し、1990年5月、ユーゴスラビアベオグラード大学国際経済学科経済学博
士学位を取得。現在、厦 大学法学院教授を務める。1999年8月から2000年8月、フルブライト
プログラムの援助を受け、米国ボストン大学とハーバード大学の法学部のシニア客員訪問員とな
る。1995年5月から2003年6月まで厦 大学の副学長、2003年6から現在まで学長を務め、厦
市社会科学連合会主席と孔子学院本部理事会理事も担当。2004年7月、国務院を経て厦 大学
学長（副部長級）に任命される。

PROFILE
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

いる技術、強み、ナレッジの強み、人材の強みを
社会の経済発展に役立たせるかということであり
ます。例えばさまざまな技術の普及活動、大学発
のサイエンスパークを設立すること、また大学と
企業が直接研究の協力関係を持ち、企業に委託さ
れた研究の仕事を実施することなどが挙げられま
す。大学の社会への還元サービスの中においては、
産学連携は重要性を増しつつあると言えます。
産学の連携・協力はなぜ大学の社会の還元の重
要なルートになるかと言いますと、やはり産学連
携は社会の経済発展を強力に進めることができ、
また大学自身の急速な発展につながり、さらに大
学がハイクオリティのイノベーティブな人材づく
りに寄与するからであります。また、大学のハイ
クオリティの研究が行われるからであります。
産学連携をいち早く始めたのはアメリカです。
これまでのところ、アメリカは産学連携を深める
上においては、150年の歴史を歩んでおります。
その発展の中で、ただ単にアメリカ経済社会の発
展、その繁栄を推し進めただけではなく、今でも
世界の経済と技術の最先端の国に位置し、また大
学の急速な発展を大いに追い風に乗って推し進め
たことであります。例えばボストンの128道路、
さらにはシリコンバレー、これはカリフォルニア
州にありますけれども、いずれも産学連携の成功
したお手本であると言えます。
オリヴィエ・ザンズさんは、「なぜ20世紀はア
メリカの世紀であるか」という本を出しまして、
その中にこのように書いてあります。こうした会
社、企業、研究型大学と研究施設、政府系の機関、
またはさまざまなファウンデーションによって
つくられる真新しい研究システムにおいては、ナ
レッジの創造者、推進者と使用者は10年の歴史を
初めて一緒に十分な交流を行い、さまざまなこの
センスを得ることができたというふうに指摘をし
ております。これが20世紀をアメリカの世紀であ
ると判断した先決条件であり、また、このような
ナレッジへの新しい組み合わせによって、資本の
蓄積をしただけではなく、アメリカが国内の繁栄
をつくり上げると同時に、影響力を拡大すること
ができるわけであります。
日本の進歩も産学連携と密接な関係があります。
明治維新をきっかけに日本は欧米の大学のモデル
を学ぶと同時に、実学を中心とした官産学の協力
システムを構築しました。このような官産学の協
力システムは、日本の経済発展のためにしっかり
した基盤を築き上げたとも言えます。また同様に、
この産官学の協力は、日本が大学の発展を大いに

促進しました。日本の政府は相次いで科学技術基
本法、TLO法、産学活力再生特別措置法などの法
律を制定しました。これらは産官学の協力を推進
すると同時に、日本の数多くの大学を世界トップ
レベルの大学に押し上げたわけであります。
2番目に、産官学の中国における現状と問題点
について話をしたいと思います。
中国の産学連携がスタートしたのは、割と遅
かったです。中国の近代的産業体系は1949年、
新中国ができてから初めて築き上げられました。
30年にわたる計画経済の体制の下では、企業の
技術は、主として政府が業界向けの研究施設、例
えば鉄鋼研究所、石炭研究所、紡績研究所などに
よって提供されています。大学との直接的な協力
は極めてまれであります。もちろん例外がないわ
けではありません。それは中国の国防産業と宇宙
産業です。49年の後、数十年間にわたりましては、
かなりの発展を遂げました。例えば原子爆弾、水
素爆弾と衛星、これらのものはいずれも産学連携
のたまものであるというふうに認識しておりま
す。これは中国の原子爆弾、水素爆弾、衛星技術
が成功したかなめのものでもあります。
1979年、鄧小平は改革開放の路線を実施しまし
た。中国は新しい道に入りました。しかし、最初
の20年間においては、中国政府は外資を導入し、
市場をもって技術をかえるというような戦略を実
施しようと思っていました。こういう方法でいち
早く中国の経済を浮揚させようとしたわけです。
このような背景の下では、自国のイノベー
ションに関してあまり注目されません。おのずか
ら、その結果として数多くの産学連携は生まれな
いわけです。20年間発展してきました。中国の
社会は経済を健全かつ秩序ある形で発展してい
くためには、やはり自国が主導する自主イノベー
ションの道を歩まなければならないということを
認識させられました。
2002年11月に開催された中国共産党第16回党
大会において、経済建設と改革の8つの任務が掲
げられました。最初の任務として上げられたのは、
新しいタイプの産業化の道を歩み、力を入れて科
学技術による振興策、さらには持続可能な発展戦
略を実施するというふうにうたっております。
先ほど根岸先生、有馬先生は、いずれも中国経
済は90年代の後期に入って、とりわけ21世紀に
入ってから非常に大きな成長、発展を遂げたとご
指摘をされました。これは中国政府の意思決定と
大きな関係があります。
2007年10月に開催された中国共産党17回党大
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会の報告書の中には、さらに明確に自主イノベー
ション能力を高め、イノベーティブな国づくりを
する、これが中国の発展戦略のコアであり、総合
的国力を高めるためのキーポイントであるという
ふうに指摘しております。しかも、初めて党大会
の報告書の中で、企業を主体とし、市場志向で、
産学連携による技術イノベーションシステムの整
備を速め、イノベーションに必要な要素を企業に
集積するよう誘導し、指示し、科学技術の生産力
への移転、実用化を促進すると初めて明確に掲げ
ました。繰り返しになりますけれども、企業を主
体とし、市場志向で産学連携による技術イノベー
ションシステムであります。
そして、2012年11月に開催された党の18回党大
会の報告の中では、このような思想がさらにエン
ファサイズされました。すなわち、自主的イノベー
ションの向上、そして国民全体のイノベーション
に対する意識、能力を高めることを非常に重要な
位置につけたわけであります。十数年間の模索、
整備、発展を通じまして、理念、体制、関連政策な
どさまざまな面において、割とフルセットの産学
連携を促進する環境と条件を整備しました。
産学連携は一定の進展を見せてくれる。例えば、
産学連携を主な機能とする国家レベルの大学発サ
イエンスパークは86カ所もあります。全国20以
上の省・市・自治区に分散しております。大学の
研究予算の約30%が企業からの資金になります。
産学連携は一定の発展があったと言えます。
繰り返しになります。大学の研究予算の約30%
が企業から来ています。例えば浙江大学のような
重要な大学ですと、もっと比率が高い。研究能力
は非常に高いですので、私の存じ上げているとこ
ろ、企業との協力の面においては、中国全土の全
ての大学をリードしています。企業から得られた
研究予算は30%を上回っているというふうに考え

ます。
まだ、産学連携は中国において一定の発展が
あったとはいえ、まだまだ脆

ぜい

弱
じゃく

なものがございま
す。多数の問題点も抱えております。
幾つかご指摘いたしますと、まず、大学の技術
資源の使用効率とそれによる効果はまだそう高く
ありません。そして、大学と企業の連携の緊密度
が高くなく、制度化されてなく、研究活動のテー
マ選定、研究の方向性と産業の実需からかけ離れ
ている。4番目、大学と研究施設との連携は、まだ
まだ緩やかなものであります。なぜかというと、
中国のアカデミー、科学院でありますが、研究所
はそれぞれ人材養成とする条件、能力を持ってお
ります。学生を募集しております。ですから、中
国の大学と研究機関との結びつきは非常に緩やか
なものであります。5番目、現在の大学の科学学
術研究の評価システムは、大学の研究者の産学連
携への参加にとって不利であります。それを妨げ
ています。すなわち、大学の評価システムを見て
みますと、論文発表に主観が置かれ、また、研究
所、研究室が成果を生み出せばいいと。これらの
成果は果たして社会に役に立つかということにつ
いては、またそれを積極的に社会の役に立つよう
推進する場合においては、力がまだ足りません。
そして、企業のイノベーションの体力はまだ足り
ない。これがまた大学と研究施設との協力を妨げ
ているわけであります。
3番目、日中大学の産学官連携の現状および問
題です。日本と中国は隣国であります。1000年に
わたり友好の歴史があります。近代において悲し
い歴史がありましたけれども、しかし両国の国民
の往来や人材の交流はほかの国よりも頻繁であり
ます。これは認めなくてはならないと思います。
中国にとっては、日本は最も大きい外国投資の国
の一つであります。午前中、木寺大使もご挨拶の中
でこの話に触れました。木寺大使の話では、日本は
中国の最大の貿易相手国とおっしゃいました。
13年のデータを見てみます。中国における日本
の投資総額は70億6,400ドルであります。シンガ
ポールに続いて2番目となっております。79年か
ら今日に至るまで、日本の中国における投資総額
ですが、ほかの国よりも累積額になると最大の国
になると思います。
しかし、ここで皆さんに申し上げたいのは、や
はり中国における投資はどっちかというと製造業
がメーンであります。これは中国にとって非常に
大事なことです。3割以上のプロジェクトは製造
業に関する案件にあって、そして6割以上の資金
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が製造業に投入されております。中にはトヨタ、
三菱、伊藤忠、住友、丸紅、パナソニック、東芝、
NEC、富士通などの大手企業のほとんどの企業が
中国に投資しております。
こういった両国の経済、貿易、投資における密
接な連携が、両国の産学連携にそういった土壌づ
くりをしてくれました。そして中国の一部の大学
は日本の企業、日本の大学、研究機関と密接な協
力関係を構築しています。
例を挙げますと、清華大学、日立、トヨタ、三菱
重工などの企業と共同研究を進めております。ま
た、復旦大学も日立と一緒にソフトウエア関連の
共同実験室をつくっております。本日はデータは
少ないんですけれども、ご在席の林学長がいらっ
しゃる浙江大学もそうですし、中国の科学技術大
学もそうですけれども、日系企業と非常に密接な
関係をつくっています。
私どものアモイ大学ですけれども、電子機器、
化学工業、新材料などの分野において、TDKなど
の企業と協力、アライアンスを結んでおります。
しかし一方、アメリカ、欧州の企業や大学、研究
機関との関係に比べますと、日中両国間の協力関
係は、その広さにしても深さにしてもまだまだ遅
れております。さらに引き上げる余地があると思
います。なぜそういうふうに言えるかと言います
と、その主な理由といたしまして以下のものがご
ざいます。
まず 1つ目に、日本政府の誘導力が不足して
おります。アメリカ、欧州各国の政府、あるいは
NGO組織がそういったファンドをつくっており
ます。自国の企業、大学、科学研究機構の中国の
大学の企業との交流に使うファンドですけれど
も、日本よりはるかに上回っています。
先週ですが、英国のコリン先生とお会いしたと
ころです。そのコリン先生の話によりますと、イ
ギリス政府が英中科学技術交流を促進するため
のファンドをつくりました。このファンドが2億
ポンドに達しています。そしてさらに追加をする
予定で、英中両国の科学技術交流と協力を促進す
るためにさらに追加する予定ですという話があり
ました。
私はフォーラムの前に中村先生にお会いしまし
た。感謝の言葉を述べさせていただきました。日
本の科学技術振興機構が、これに関し本当に多大
な努力を尽くしてくださいました。中村先生の話
によりますと、今年の9月に産学連携を促進する
ための展示会があるというふうにおっしゃいまし
た。アモイ大学もぜひ参加していただきたいとい

う話がございました。私は中村先生に約束しまし
た。アモイ大学は必ずミッションを派遣し、日本
の同業の皆様に学び、どのように企業とこの研究
機関と協力すればよいか、ぜひ日本の経験を学び
たいと申し上げました。しかし一方、日本政府は
力がまだ足りないというふうに思っております。
2つ目の問題点といたしまして、両国の大学の
学長先生はどちらかというとアメリカ、ヨーロッ
パのほうに目を向けています。そして、隣国をな
いがしろにしているのではないかと思います。そ
の結果、やはり学校の生徒さんの海外の企業との
協力の促進に関しては、やはり力が足りない、そ
の取り込みがまだ不足しているのではないかとい
うふうに思います。
3番目のバリア、問題というのは、やはり言語の
問題ではないかと思います。両国の文化は大変似
通っています。言葉に関しても非常に類似してい
ます。ですので、中国人あるいは日本人にとって、
相手国の言葉を勉強するのは容易なことではない
かと思います。しかしおかしいことに、中国にお
いて日本語を学ぶ学生さんが、あるいは日本での
中国語を学ぶ学生さんが少ないのではないかと思
います。それは学生の問題ではなく、学校として
どれほど重要視しているかにかかっていると思い
ます。
アモイというのは福建省の南に位置しており
ます。私が聞くところによりますと、閩南の言
葉、福建省の南の言葉、方言ですけれども、日本
語に似ているというふうに聞いております。です
ので、福建省の南の人は日本語を学びやすいとい
うふうに聞いております。なぜならば、発音が似
通っているということです。ほぼ同じということ
です。
両国の文化は大変似通っていて、言語も近いで
す。では、なぜ日本人とのコミュニケーション、
日本の友人あるいは同業者とのコミュニケー
ションは英語を使わざるを得ないのでしょうか。
それはなぜでしょうか。
最後ですけれども、両国の大学間の産学連携を
強化するために幾つかの考えをここで皆さんにご
紹介したいと思います。
まず1つ目に、自信を持って推進するというこ
とです。両国は隣国であって一衣帯水です。文化、
経済においても切っても切れない関係にありま
す。そのため、両国の大学が産学連携をしやすい
土台が既にできていると思います。
2つ目に、政府がそういった政府の力をさらに
強化し、両国の大学におけるより広い、より深い、
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そして、より強い連携を誘導していく必要がある
と思います。両国の大学が、企業が研究開発に参
画できるよう奨励する必要があると思います。
とりわけ両国の共通の問題として環境問題、エ
コ問題、海洋問題、あるいはエネルギーなどの問
題がございます。本当に一衣帯水の両国ですか
ら、日本の福島原子力発電所の事故が起きてか
ら、日本人は大変ぴりぴりしていました。そして、
中国も同じです。海を隔てて、それはアモイに来
るのではないかという心配があります。同じく北
京のPM2.5スモッグですけれども、やはり日本人
も同じく心配しているのではないでしょうか。そ
れは海を越えて日本に来るのではないかというこ
とで。そういう意味でも、やはり両国がそういっ
た解決策をともに考え、解決していく必要があ
ると思います。その中で、政府が強力なリーダー
シップを発揮する必要があると思います。 
3番目に、大学としてやはり両国の協力と交流
を重要視しなくてはならないと思います。なぜ
両国が地理的においてこんなに便利なのに、交流
と協力が不足しているのか、それはなぜでしょう
か。そして、地理的なアクセスに関しまして、ア
モイから週に複数の飛行機、複数の定期便が日本
との間で飛んでいるわけですね。時差も1時間し
かありません。こんなに近いのに、文化、経済に

おいてもこんなに密接な関係にあるのに、では、
両国の政府、両国の大学の間の協力と交流がなぜ
不足しているのか、理由はどこにあるのか、どの
ように解決すべきなのか。これは両国の学長先生
が考えなくてはならない問題だと思います。とも
に考えていきたいと思います。
そしてもう一つのポイントといたしまして、言
語の問題を克服しなければなりません。両国の学
生が、英語ができれば日本語もちゃんと勉強でき
る、中国語もちゃんと勉強できるはずです。要す
るに、われわれの大学、政府、あるいは社会の各
界の関係者が、こういった学生をきちんと助けて
誘導しているかにかかっていると思います。
私どもアモイ大学の外国語学院において、通
訳・翻訳センターをつくっております。以前は英
語の人材しか養成しておりません。しかし、今年
から日本語を増やしました。ですので、日本語の
ハイレベルの通訳者、翻訳者を養成していく所存
です。
ですので、われわれは手を携え努力していけば、
両国の大学は両国の友好、発展、そして繁栄のた
めに、新しい、そしてより大きい貢献をできると
信じてお話を終わります。ご清聴ありがとうござ
いました。



パネルディスカッション1
─ 日中における産学連携の現状と課題 ─
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小原 満穂　■独立行政法人科学技術振興機構 理事（企業化開発担当）

能見 利彦　■経済産業省産業技術環境局 産学官連携推進研究官

伊藤 宗太郎　■文部科学省 科学技術・学術政策局 次長

王 元　■中国科学技術発展戦略研究院 常務副院長

陳 文開　■中国科学院科技促進発展局 副局長

1974年3月関東学院大学・工学部機械工学科を卒業。同年4月に日本科学技術情報センター（JICST）に入
社し文献情報部に配属される。その後、業務部・調査検索部門、企画室、電子計算機システムセンター、研
究基盤情報部・物質・材料部門・主任情報員といったデータベース構築業務に携わる。科学技術振興事業
団（JST）では知的所有権戦略室長、独立行政法人科学技術振興機構（JST）では地域事業推進部長などを歴
任する。2005年10月より審議役を経て、2010年4月から現職。担当している業務は、産学官連携、技術移
転、震災復興、知的財産管理・活用など。この間、1982年から1986年にかけて動力炉・核燃料開発事業団
(PNC)・核燃料部に出向。また、現職の他、徳島大学客員教授も務める。

1979年3月に京都大学工学部機械工学科を卒業し、1981年3月に京都大学大学院工学研究科修士課程を
修了。同年4月に通商産業省入省し、1999年に科学技術庁 科学技術振興局 国際交流推進室長、2001年に
経済産業省 産業技術環境局技術調査室長、2006年に神戸大学工学部教授などを歴任。2010年10月より、
現職の経済産業省産業技術環境局産学官連携推進研究官に着任。この間、2005年3月に東北大学大学院工
学研究科（技術社会システム専攻）博士課程を修了して、博士（工学）を取得。

神奈川県出身。1982年横浜国立大学大学院情報工学専攻修了後、科学技術庁に入庁。科学技術庁原子力
安全局防災環境対策室長（2000年）、国立極地研究所事業部長（2001年）、農林水産省生産局種苗課長
（2006年）、独立行政法人放射線医学総合研究所総務部長（2008年）、文部科学省科学技術政策研究所総務
研究官（2010年）を経て、2013年より文部科学省科学技術・学術政策局次長に就任。また、この間に動力炉・
核燃料開発事業団北京事務所副所長（1991年）、在中華人民共和国日本国大使館一等書記官（1995年）、宇
宙開発事業団バンコク駐在員事務所長（2002年）として、三度にわたり海外での勤務を経験。

清華大学機械学部卒。中国社会科学院大学院、ドイツデュースブルク・エッセン大学およびダルムシュタット工科大学で学び、経
済学博士号を取得。1980年より1995年まで中国社会科学院工業経済研究所において企業改革、産業経済に関する研究に従事し、
1995年より1999年まで国務院発展研究センター企業研究部、市場経済研究所、社会発展研究部に勤務。1990年に研究員となり、
1993年より国務院政府補助金を受領。現在、中国科学技術発展研究院常務副院長。
■主要研究領域：産業経済、科学技術政策・戦略。国家中長期科学技術発展計画総合戦略グループ副リーダー、中長期計画要綱・
関連施策作成グループメンバー、国家第11次5か年計画策定グループリーダーを歴任し、現在、国家第12次5か年計画戦略研究グ
ループリーダー、国家中長期人材発展計画要綱専門家グループ首席専門家。■その他の役職：中国科学研究機関連合会副会長、中
国科学技術指標研究会副理事長、中国科学技術大学、遼寧大学博士指導教官、南開大学・蘭州大学特別教授、『中国科学技術フォー
ラム』編集委員長、『科学技術中国』雑誌社社長。北京市・上海市・重慶市・成都市・アモイ市政府特別顧問。

1988年に北京大学経済学科を卒業し、銀行と企業での職に就く。1994年、中国科学院院部機関に入り、
経営性国有資産管理や科技成果転化促進などの事業に長期にわたって従事し、ハイテク産業発展局副処長、
処長（シニアエンジニア）、科学院・地方協力局処長、副局長を歴任。現在は、科学技術促進発展局の副局長、
中国産学研協力促進会の常務理事を務める。

■ 講師PROFILE

● パネルディスカッション1 ● 日中における産学連携の現状と課題

産学連携における国の施策と
支援制度について ─ 政策を中心に ─
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セッション1 • 産学連携における国の施策と支援制度について  ー政策を中心にー

小 原　 そ れ で は セ ッ
ション1「産学連携におけ
る国の施策と支援制度に
ついて」は政策を中心とし
てということで開催した
いと思います。

13時30分から15時20分、
1 時間 50 分という時間で

はありますけれども、会場の皆様もぜひディス
カッションに参加していただきたく機会をとらえ
まして皆様に呼びかけますので、ぜひ遠慮なく手
を挙げてください。所属機関等を述べてご意見を
いただければと思いますので、よろしくお願いし
ます。

資料等にありますように、日中両政府は共に科
学技術を国の基本戦略という位置づけをしており
ます。すなわち、大学の研究開発力を強化し、そ
の成果を積極的に技術移転ないしは産業化に結び
つけるということで、競争力の強化を図る政策と
支援制度を積極的に打ち出しております。日中両
国、まさに双方とも行っているということです。

それでは日中の政策立案者からそれぞれの産学
連携の政策策定のプロセス、それから成果と課題
を紹介していただき、今後の産学連携のあり方と
日中産学連携について議論していきたいと思って
おります。

この後、4名の方にプレゼンテーションを行っ
ていただきますが、1名1名のプレゼンテーション
が終わった後に、私の方からも質問させていただ
きます。それから、さらに会場の皆様からも全部
まとめるのではなく、各人が終えた後に質問を受
け付けますので、ぜひ準備をお願いいたします。

第1番目に日本の経済産業省産学官連携推進研
究官であります、能見様よりプレゼンテーション
をお願います。

能見　本日はこの場に招
待いただき、どうもありが
とうございました。

ただいま紹介いただき
ました能見でございます
が、私の方からは日本の産
学連携の背景、政策立案プ
ロセスとして、産業界の動

向でありますとか、経済産業の政策を中心にお話
させていただきます。

本日私がお話しする内容は、大きく4つの項目

です。
最初に日本の研究開発の特徴ですが、日本の研

究開発というのはGDPに比べて、非常に大きなウ
エイトを占めています。3.67%というのは、国際
的に見ても世界トップの水準だと思います。2番
目の特徴は、その研究開発の中心は産業界が担っ
ていて、約70%を占めている。3番目の特徴は、産
業界の中でも特に大企業のウエイトが高い。4番
目の特徴は、研究の中身というのは実用化研究の
ウエイトが高い。

産業界では応用研究であるとか開発という割に
短期間の研究開発が中心になるので、そういうこ
とになるわけですが、そのために基礎研究のとこ
ろをどうするのかということが、非常に大切にな
ります。基礎研究あるいは長期的な研究は大学を
中心に行われているので、現在日本企業は大学と
の産学連携が非常に重要であるという仕組みに
なっております。つまり、産学連携によってオー
プンイノベーションをやっていこうというのが、
現在の産業界の状況です。

ただし、こういう状況というのは、昔からでは
ありません。むしろ、歴史的には日本の産学連携
は低水準の時代というのが結構ありました。80年
代から90年代の初めにかけては、日本経済が大変
好調だったんですが、その時企業の人たちはどう
いうことを言っていたかです。「基礎研究を含め
て自分たちでやりましょう。従って別に大学と産
学連携をする必要はありません」と言っていまし
た。

その後、90年代の半ば以降、日本経済が非常に
悪くなります。そうすると産業界の研究開発は、
製品開発を中心、非常に短期間のものに重点を置
く。そうすると今度は企業の人が何と言ったで
しょう。「大学の研究は長期のことばかりやって
いて実用の役に立たたない。産学連携の役に立た
ない」と言っております。このように2000年以前
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というのは、2つの時期で理由がまったく逆です
けれども、産学連携は非常に低水準、非常に少な
い量しか行われておりません。

じゃあそのころ、国の政策はどうだったかと
言いますと、非常に大きな変化があったのは、
1995年の科学技術基本法の制定、それに伴う96年
の第1次科学技術基本計画の策定でした。この計
画によって、日本の政策というのは産学連携の強
化にシフトいたしました。そのために技術移転の
ためのTLOを整備するとか、バイドール法を制定
するとかで、制度面では非常に整備されました。

しかしながらこの90年代後半というのは、先
ほど言ったように、国が産学連携を進めようとし
たけれども、実際にはなかなか進まなかったので
す。

ではなぜ変わったのかということになります
が、2001年に第2次科学技術基本計画ができまし
た。この時、同時に総合科学技術会議ができたわ
けですけれども、そこで2001年11月に産学官連
携サミットというのを開いて、100くらいの大学
の学長さんと、やはり同じ100社くらいの大会社
の経営者を集めて、政府の幹部も加わって産学官
のトップレベルの会議をやった。それ以外に京都
でも会議をしたりということが続き、政府が旗を
振ることによって、産学がもっと連携するように
とトップレベルで働きかけた。それで、ようやく
産学の間での信頼関係が少しずつ芽生えてきて、
産学連携というものが進んでいるというのが大き
な流れです。

その変化として、様々な産学連携の成果という
ものが出ています。この表に示しておりますの
は、政府が表彰したものです。毎年、産学官連携
功労者表彰ということで多くの案件を表彰してま
すが、各年の一番大きな賞を取った案件を並べて
います。

1番目のものは、半導体の関係でプラズマ処理
装置を開発した、東北大の大見先生。2番目のも
のは光触媒の研究。そのほかIT関係、材料関係な
どなど、非常に多くの成果が生まれてきて、実際
日本の産業の中で貢献しております。

あるいは別の事例でいいますと、青色発光ダイ
オードというのも、名古屋大学の赤崎先生が非常
に大きな貢献をして、これが実用化されたのでは
なかったでしょうか。それからハードディスクド
ライブで垂直磁気記録方式というのが生れてきた
が、これも東北大の先生が大変貢献した。それか
ら、それ以外に医療機器の分野でも非常に多くの

結果が生まれています。
90年代までは非常に少ない産学連携だったと言

いましたけれども、限られた案件で非常に期待に
応える産学連携の成果が、このような形に結び付
いたわけです。

産学連携というのは、経済産業省やNEDOが行
う国家プロジェクトの研究開発においても行われ
ています。現在、経済産業省やNEDOの国家プロ
ジェクトは、ほとんどが産業界と大学とが一緒に
なって実施しているという形になっています。

さて、共同研究とか産学の共同研究というのは、
2001年とか2002年ぐらいから急激に伸びたとい
う大事なグラフが抜けていました。もう1つの特
徴は、ただしそれがこの数年間伸び悩んでいるこ
とを示していることです。

これがその次の表になるわけですけれども、大
学発ベンチャーの設立が2004年をピークに、その
後またちょっと停滞しているということがありま
す。それから共同研究の件数は増えたものの、そ
の金額が日本円で100万円以内というものが半分
で、非常に1件当たりの金額が少ないということ
です。大学の中で産学連携をしている先生は、ご
く一部にすぎないという問題もあります。

というように、2000年以降、日本の産学連携は
件数としては非常に増えたものの、まだまだ多く
の課題を抱えているという状況です。

国際比較をしてみますと、1つは知的財産権。特
許権などの対価というのがまだまだ低い。全体と
して大学に入ってくる金額が少ないということで
す。2番目が、1件当たりの共同研究費の額が少な
いこと。それから、3番目が大学発ベンチャーの
少なさ。こういう問題を抱えているわけです。

現在の産学連携の課題としては、大産学連携に
頑張っている大学や先生の正当な評価をしなくて
はいけないということ。それから、大企業中心の
研究開発が現在ちょっと伸び悩んでいるので、さ
らに中小企業にもそれを広げていかないといけな
いということ。それからずっと少なかった大学発
ベンチャーを、今後拡大できないかということ。
さらに新しい課題として、人材育成の面での産学
連携。具体的にはインターンシップの拡大、つま
り、大学の大学院生を企業のインターンシップで
1年、実際のイノベーションの現場で教育を行う
ということを思っています。

現在、経済産業省が考えている産学連携の1つ
が、産学連携拠点の整備です。これは大学の中で
非常に頑張っている先生を応援するために、研究
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

セッション1 • 産学連携における国の施策と支援制度について  ー政策を中心にー

資金あるいは共同研究するための建物のようなも
のを整備していこうということで、全国で30カ所
の拠点に対して応援しています。

2番目が、中小企業の産学連携を増やすため、中
小企業が大学と行う産学連携の研究開発費に対し
て補助金を出していこうということです。

それから3番目は、産学連携を正当に評価する
ための評価モデルを作っていきたいということで
す。大学の先生で評価すると、どうしても論文数
だけに偏りがちですので、どのように産学連携を
評価したらいいのか。2013年度から2015年度ま
での3年間で評価モデルを作っていこうと、現在
検討中です。

それから4番目がインターンシップの関係です。
これは全国の複数の大学と複数の企業をマッチン
グするということで、インターンシップをする場
というのを拡大する。いいシステムを構築してい
こうということです。

5番目が大学発ベンチャーの支援。現在法律を
国会に出すべく努力しているところです。今の国
立大学は自由に出資ができない。出資に対しては
制限をかけているわけですが、大学発ベンチャー
を育成するためのベンチャーファンドに対して出
資するという時には、文部科学省と経済産業省が
連携してそれを認めていこうということを現在準
備しているところです。

最後に、政策の立案プロセスについて紹介しま
す。日本の政策立案というのは、中最初に課のレ
ベルで新政策を検討し、8月ぐらいに省全体の政
策として議論する。それを12月に政府全体の予算
案というかたちで、政府全体で政策を決める。1月
からそれを国会にかけることで、国全体の政策と
してオーソライズしていく。こういう流れになっ
ていくわけだが、一番大切なのは1番目の新政策
を企画するところになります。

産学連携は、実施機関としては産業界と大学、
これが中心的なプレーヤーで、その間にTLOな
どの仲介機関や、学会があります。この産に対す
るサポートというのは、役所の中では経済産業省
が、大学に対するサポートは文部科学省がという
役割になっているわけです。

しかしながら、経済産業省の中で産学連携施策
を行う大学連携推進課というところは、産業界か
らも大学からも意見を聞いて、そういう現場から
の意見を吸い上げる。それに自ら行う調査分析や
政策評価を踏まえて、さらに政府全体の大きな政
策の中にそういう産学連携施策というものを位置

づける形になっています。
その時に一番大切なことは、経済産業省の大学

連携推進課と、カウンターパートである文部科学
省の産業連携・地域支援課との間に非常に強いパ
イプがあります。普段からこの2つの課の間で十
分な意見を交換することによって、それぞれが産
学連携の施策を講じるという動きが特徴となって
います。

小原　ここで皆様からのご質問等を受けたいと思
います。その前に1つ私の方から確認させていた
だきたい項目がいくつかございます。1つは、ま
ず国全体の研究費17.4兆円。GDPの3.67%に相当
する内訳をみると産業界の研究開発が、全体の約
70%を占めている。残りの30%のうち大学との研
究開発費が20.4%。それからもう1つ非営利団体
公的機関が9.0%とあります。産総研のような独
法はどちらに入っているのでしょうか。

能見　いろいろな統計があり、研究開発の実施機
関で産学を分ける時と、資金別に分ける時があり
ます。10%ぐらいは私立の大学が出していて、国
が出しているお金はだいたい20%になるというこ
とだろうと思います。その国が出している資金の
中のかなり大きな部分が大学に行っているけれど
も、理研や産総研というのは、その中から出てき
ているとなります。

小原　産学連携に大きな影響を与えたものとし
て、1995年の科学技術基本法の制定、1996年の第
1次科学技術基本計画、1998年の技術移転促進法、
それから1999年のバイドール法があります。バイ
ドール法というのは、アメリカの制度を日本が取
り入れた形になってますけれども、研究開発等を
委託する際、権利等は、希望する場合には研究開
発の受託者が獲得できるという今までの考え方と
違った制度になっています。

それから私は結構大きなインパクトがあったの
は、2001年の文部科学省発足と2004年の国立大
学の法人化がかなり大きな影響を与えたのではな
いのかと思ってます。教育と研究が日本の国立大
学の大きなミッションだったわけですけれども、
それに社会貢献、社会還元が新しく加わったとい
うのが大きな要素かと思っております。今は科学
技術イノベーション戦略ということで、科学技術
政策というよりイノベーション政策というような
名前になっているということも特徴かと思ってい
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ます。
ここで会場の方でご質問等ございましたらお願

いします。

質問者　私は浙江大学の林建華と申します。先ほ
ど紹介していただいた日本の産学官連携の国家政
策の情報について2つ質問があります。まず1つ
目は先ほどおっしゃった政府が大学と企業の連
携を奨励している点です。これは産学官連携の重
要分野を共同で研究することに対応したもので
すが、政府はその中でどういった役割を果たして
いるのでしょうか?それは、つまり政府が補助す
る共同研究費は、主に企業側に渡しているのか?
それとも大学側でしょうか?現在中国でもこの問
題が議論されていますが、いったい主体となるの
は、企業なのか、それとも大学側なのか?これが
問題です。 

2つ目の質問は、日本の大学が法人化される前、
大学は公務員によって管理されていたことは知っ
ています。そして、大学が法人化された後、大学
はこれまで以上に自主権が拡大されました。で
は、現在日本政府が大学により一層産学官連携を
推進し、技術の革新や大学発のベンチャー設立を
奨励しているのは法人化とどのような関係がある
のでしょうか?これもつまり法人化が果たした何
らかの役割によるものなのでしょうか?

能見　経済産業省の場合は、企業に対して支援す
るのが原則です。それに対して、文部科学省は大
学に対して支援をする。どちらも産学連携を奨励
しているという制度です。一部例外的に経済産業
省から大学に支援することもある。例えば共同研
究の拠点整備みたいな時には、直接大学に支援す
ることもあるということです。

質問者　政府の仲介機関に対する位置づけや奨励
の状況ですが、どのような政策を行い、どのよう
に支援しているのか?仲介機関は民間でしょうか?
それとも公的機関でしょうか? 

能見　仲介機関については、ある意味で2種類あ
ります。1つは大学の中の機関として、それぞれ
の大学の中に産学連携推進本部というものが置
かれています。国立大学に置かれた産学連携推進
本部については、文部科学省からの支援がありま
す。

それ以外に大学の外に置かれたTLOというの

もあります。最初、98年にTLOを設置する政策
を2つの省庁が協力してやった時から、このTLO
に対して国が補助金を出しておりました。最初の
5年は割と手厚かったんですが、その次の5年は
少し少なくなって、その後の5年は非常に少ない。
文部科学省からもコーディネーターの人件費など
が出されていたけれども、これもだんだん減って
きた。

財務当局の考え方は、産学連携というのは基本
的には、お金がもうかる話でしょうということで
す。それなら自立してやりなさいよという圧力が
常にかかってきて、経済産業省も文部科学省も、
この仲介機関を一生懸命サポートしたいけれど
も、予算は時間を追って減らされてきたというの
が実態です。

小原　続きまして、伊藤様の方からプレゼンテー
ションをお願いしたいと思います。

伊藤　ご紹介にあずかり
ました伊藤と申します。こ
のような場で産学官連携
の状況につきましてご説
明できることを、大変うれ
しく思います。

私の方からは、産官学連
携に関する国の基本的な

政策、あるいはその現状と課題、さらにいくつか
の取り組みについてご紹介させていただきます。

まずは特に中国の皆様方のご理解のために、研
究開発に関する産学官の全体像、これをご説明さ
せていただきます。　内閣の中に、内閣総理大臣
を議長といたします総合科学技術会議とが科学技
術に関する基本的な政策を定めております。そし
てこの政策に基づきまして、今お話のありました
経済産業省、あるいは私の所属しております文部
科学省など、各省庁が科学技術イノベーションに
関するいろいろな政策を行っているということで
す。

具体的に研究開発を担っているのが日本にお
きましては、先ほど年間17.4兆円の研究開発費の
70%はいわゆる企業の研究開発で使用されている
というお話がありましたように、企業がその研究
開発活動の中心になっています。

それに加えまして、日本の場合に国立大学86を
含め全体で約800ある大学が、主に基礎研究や人
材養成をやっております。
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また、それに加えて公的なセクションというこ
とで、研究開発を主として行う37の独立行政法人
と地方自治体などが経営する400余りの公設の試
験研究機関があり、そういったようなところが日
本におけるイノベーション全体を推進していると
いうことです。

歴史的な流れを少し整理してみたいと思いま
す。

先ほど来お話が出ています1995年に科学技術
基本法というのが定まり、現在の科学技術に関す
る施策はこれを基にしています。この法律に基づ
いて、5年ごとに科学技術基本計画が定められて
います。この中に産学官の連携の進め方について
も触れてあり、特に当初の第1期計画、第2期計画
とも産学連携の仕組みを作ることが中心に行われ
てきています。

具体的には先ほどのTLOといわれる、技術を移
転する機関の制度の整備であるとか、日本版のバ
イドール法等が行われました。また、その間に国
立大学法人化が行われました。この意味は、従来
その運営といったものもかなり国が前に出て、い
ろいろな管理を行っていたけれども、それぞれの
法人が独自に大学の運営をしっかりやっていくと
性格が変わったわけです。ただ、国から大きな資
金的な支援があるという構造には変わりはありま
せん。

さらにその独法化を受けて、2006年に教育に関
する基本的な法律が改正されています。この中で
大学のミッションとして新たに社会に対する貢献
というものが加えられました。これは産官学連携
という中で言うと、大学の持っている研究成果な
どをもっと社会に出し、そして社会に貢献してい
くということを、大学のミッションの大きな柱の
1つとして明確にしたというものです。

そして現在は第4期の基本計画の下にあります。
第4期の科学技術基本計画では実は科学技術に関
する大きな方針が変わってきています。それは従
来の技術シーズを先行する形から、社会や経済が
抱える問題を解決するために科学技術をどのよう
に開発し、研究していかなくてはいけないか、と
いった課題解決型に移ってきたわけです。

また同時にその研究成果を社会の中で実用化す
るという出口志向のイノベーションを重視してい
るということに大きくシフトしております。

またその中で今日のテーマの産官学につきまし
ては、科学技術イノベーションシステムの大きな
改革の中で4つほどあります。1つは知識のネッ

トワークを構築していくということ。それから産
官学が集まって研究開発を行うような共創の場を
設定するということ。それからベンチャーの起業
を支援する。さらには地域のイノベーションを支
援していく。こういったことが、大きな方針とし
て現在進んでいる基本計画の中では位置づけられ
ています。

次に先ほど来お話がありましたが、具体的にい
くつかのデータを少し振り返ってみたいと思いま
す。

大学と民間企業における共同研究の実施件数と
金額は近年、増加傾向にあります。ただ、1件当た
りの受け入れ額ということで計算しますと、実は
2008年のところでリーマンショックがあり、大き
くへこんでいます。ただ200万円と極めて小規模
にとどまっており、欧米などに比べて産官学の連
携というものは、必ずしも多くないという状況で
す。

この原因はいくつかありますが、その1つはや
はり民間企業には基礎研究から始まって、実際の
商業化、実用化まで、すべて1つの企業の中でやっ
てしまう傾向がまだまだ強く、必ずしも外部の、
例えば大学のようなところにその知識の基を求め
るオープンイノベーションの姿勢というものが欧
米に比べて弱いのではないかと考えています。

大学の方は先ほど述べましたようにいろいろな
研究成果をもとに社会に貢献していくというのが
大学のミッションですので、特に知識の特許化と
いうのを進めています。

2008年以降急増しており、大体2008年ごろ保有
特許の件数は5倍以上に膨れ上がっています。た
だ、問題はこれらの特許は実際にうまく使われて
いるかということです。

大学の特許から得られる実施の際の収入は極め
て伸びてはいますが、特許の件数の伸びほどには
伸びていません。

これも先ほど言いました企業の自前主義に加
え、なかなか日本経済がここのところぐっと厳し
くて、どうしても企業においては短期的な成果を
求めることが多く、必ずしも長期的な、あるいは
基礎的な研究の成果にまでは目が行き届いていな
いのではないかいったようなことが考えられま
す。また大学の側にも、企業が抱えるような問題
に直結するような、あるいは将来の社会とか経済
のニーズを先取りするような成果や特許といった
ものが必ずしも多くないため、使われているもの
がそう急増していないという状況です。
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では大学で実際持っている特許などを使って、
自ら起業家、ベンチャーを起こすといったよう
な状況はどうでしょう。大学発のいわゆるベン
チャーの創設数では2005年辺りが年間で250件ほ
どでありますけれども、この辺りをピークにして
急に減ってきています。これは経済の状況とかい
ろいろな背景がありますが、中国とは大分状況が
違い、必ずしもベンチャーもうまく育っていない
という日本の問題があります。

ここで少し産官学連携の取り組みについて、少
し整理をしてみます。

まずはいわゆる産官学の知識のネットワーク
の取り組みです。これには情報の交流、あるいは
マッチングのための機会づくり、あるいは博士や
博士を終わった方々の人材の流動さらには共同研
究や特許を通じた交流があります。

文部科学省としては、こういったようなことを
担う、特に人材面での支援に力を入れています、
例えば産官学のコーディネート、産官学連携の
コーディネートを行う者を現在約200の大学に、
全体で800人ほど配置し、産官学連携をそれぞれ
の大学の中で進めていただいています。また先に
述べたTLOであるとか、あるいは大学の知財保
護といったようなものをつくることを支援してお
ります。

さらに、共創の場、共に創る場の構築というの
があります。これは例えば筑波の研究学園都市で
あるとか、あるいは地方におきますオープンイノ
ベーションの拠点をつくるということも支援して
います。

また次の段階、大学の持っている先ほどの特許
であるとか知的財産を国が自ら乗り出し、特に優
れた成果については、国自らが資金を提供するよ
うな形で、事業化を行うという制度も持っていま
す。

さらに大学企業共創、これは産官学のさらに広
い広域、あるいは長期的な視点に立った取り組み
で、将来の社会とか経済のビジョンの実現に向け
た総合的な取り組みを産官学が連携し、かつその
力を挙げて行うというものです。

特に企業のみでは実現できないような革新的な
イノベーションを起こすような取り組み、これも
ここ1～2年のところで始まってきています。

では、最後にいくつかその政策についてご紹介
をしたいと思います。

まず1つが、先ほど言いました、国自身がその
具体的な優れた大学の成果、これを使うプロジェ

クトです。皆様方ご存じのように、大学に蓄積さ
れた研究成果とかシーズといったもの、これを活
かしていくためにはその有望な成果をきちっと見
分ける。どれがいいものなのかという目利きの力
と、それを活用していただけるような企業にこれ
をつないでいくマッチング、これが極めて重要で
す。

これはなかなかわれわれ行政官もできません
し、一般の大学の方でも得手不得手があるという
ようなこともあり、国としては、目利きの力です
とか事業化の力強いこの事業プロモーター、これ
はベンチャーキャピタルとか金融機関の方々が多
いわけですけれども、これを選びます。この事業
プロモーターの方が実際に大学の中から有望ない
わゆる成果、シーズを発掘する。さらに研究者の
方々と一緒になってこのビジネスモデルをつく
り、その事業化まで伸ばす。国としてはこういっ
た一連の活動に対して支援を行うプログラム、こ
れはもう既に始めています。

また、A-STEPと言っていますが、すぐに事業
化できるものから極めて基礎的な段階のものま
でいろいろ分かれている大学の成果の特性に応じ
て、国による総合的かつ切れ目のない実用化支援
を行うというものです。

例えば、シーズの段階にあるものについては、
フィージビリティスタディというものを1年間程
度行う。少し実用化に近いものについては、企業
と一緒になって、3年から4年かけて、実証化のた
めの研究なり実験を行う。さらにほとんど実用化
に近いような技術については、むしろ企業に対し
て委託開発をお願いして、実際に事業化されて、
もうかってきたらお金を返していただくというこ
とです。

それぞれの段階で、国としてプロジェクトを行
うプロモーターおよび大学の研究者に対して、こ
のような資金的な支援を行うスキームを持ってお
ります。

それからもう1つが地域に対する広がり、産官
学連携の地域への広がりということです。これに
ついては、できるだけ地域の自主性といったもの
を重視しています。地域の特色であるとか強みを
活かした地域イノベーションを起こしていくとい
うことで、これが国全体の均衡ある発展にとって
も極めて重大と認識をしています。

このために、まずはその地方の自治体が独自に
イノベーション、あるいは研究開発戦略を立てる
ということが、まずは重要です。これに基づき、
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その地方の大学あるいは金融機関、あるいはいろ
いろな公設の試験研究機関が連携して、事業に取
り組むということであり、国としては、こういっ
た一連の取り組みに大学の研究開発段階のものか
ら最後の事業化に至るまで、切れ目のない支援を
行うということです。

これは特に国際的な展開を意識した地域もあり
ますけれども、全部含め大体40ぐらいのクラス
ターが出来上がって、実施中です。

最後になりますけれども、先ほど述べました企
業のみでは実施し得ない、いわゆる革新的なイノ
ベーション、これを起こすために産官学の結集し
た取り組みも始めています。その1つがセンター・
オブ・イノベーションという新しいプロジェクト
で、今年から始まっています。

これは10年後の目指すべき社会とか経済の姿、
あるいは暮らしのあり方というものを、将来ビ
ジョンとして設定をしているということです。こ
の将来ビジョンを実現するために、産官学が一緒
になって1つの研究開発拠点を結成する。そして、
そこがいわゆるハイリスク、かつうまくいけばハ
イリターンのチャレンジングな研究に一緒になっ
て取り組んでいくということで、今年度はもう既
にスタートしています。全体で12の拠点、年間最
大10億円ぐらいが、9年間ぐらいにわたって支援
されるということですので、1拠点当たり90億円
から100億円近くになります。

産官学連携と言いましてもいろいろなレベルが
ありますが、今後はやはり産官学連携もグローバ
ルな視点で、もっと外部との協力といったような
ものが必要だと認識しています。
小原　私から1点、まず最初に伊藤様に質問させ
ていただきます。このCOI（センター・オブ・イ
ノベーション）の構想ですけれども、これは今ま
で文部科学省の方で進めてきた例えばクラスター
制度、先端融合、WPI（世界トップレベル研究拠
点プログラム）といったイノベーションを起こす
ための拠点型の事業との違いはどこにあるので
しょうか。

伊藤　一番の違いは、ただ単に企業だけではでき
ないような革新的なイノベーションを起こすとい
うことが日本にとり極めて大きな課題になってい
ます。これには企業だけでも、大学だけでも駄目
で三者が一緒になって取り組んでいかなくてはい
けない。

かつまた、そのターゲットが、今後10年間とか

もっと先を見据えたものをビジョンとして置き、
極めて総合的かつ大規模の取り組みでなければ
ならないということ。今までの今おっしゃられた
プロジェクトでは、まだ基礎的な研究を中心とす
る、あるいは地域限定型のものになっています。
そういったある種の限定されたものとは違って、
チャレンジングな課題、総合的な課題ということ
になっています。

小原　はい、ありがとうございました。それでは、
会場の方からご質問等ございましたら、お願いし
たいと思います。

質問者　私は浙江大学の林建華と申します。素晴
らしい報告をありがとうございます。全体的なシ
ステムを考えると、日本政府も大学側も多くのこ
とを行っていることと思います。私が思ったの
は、中国の大学の角度から見たときに、ずっと私
を困惑させてきた1つの問題です。それは、米国
の創業・イノベーションシステムを見ると、米国
はより市場に依存し、市場の角度から指導を行っ
ているように感じます。現在、中国政府は我々の
中国の大学と日本の大学の状況は多くの特許を申
請しているという点で非常に似通っていると考え
ています。しかし、これらの特許は、実際には実
用化や産業化されていません。そのため政府は大
学の技術を産業化に転化させようと非常に努力を
重ねています。私は中国政府と日本政府が行って
いる政策や想定している事情も比較的似ていると
思います。私はこれまでずっとある疑問を持って
いたのですが、それは、日本政府の角度から見て、
米国型モデルと日本や中国型モデルにおける違い
を比較したことはありますか?将来我々が歩む道
はどのようなものになるでしょうか?

伊藤　はい、極めて難しいご質問ですけれども、
我々もアメリカ型のいわゆる大学の成果が、例え
ばベンチャーのような形で、大学の先生あるいは
大学の優秀な研究者が自ら企業化をして、そして
事業を立ち上げるといったようなこと、これも以
前から志向はしています。望んではおります。

ただ、なかなか日本全体の経済の今までの仕組
みの状況、あるいは日本の、日本人のというか若
者の資質として、自ら企業を起こして、そして独
立していくといったようなことはなかなか進んで
いないという問題があります。どうしても今言っ
たような施策、つまりは大学が持っている成果と
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いったものをある種のシステムをつくってうまく
引き出してきて、それで企業に使っていただくと
いったような施策も打っていく必要があるという
ことで、ちょうどミックスしたような形が今の施
策の状況になっています。

中国との比較というのは、実はあまりしてはお
りません。ただ、今日の午前中にご説明がアモイ
大学の先生からありましたように、中国において
は大学の研究費の30%が企業の方から来るという
お話がありました。

日本の場合には、大学に企業からの研究費がわ
ずかに2.5%しかありません。よって、大学と企業
の間はまだまだ非常に連携としては弱いというこ
とがあります。

研究開発の主体がどこにあるのかというような
違いもあり、一概には少し比較しにくいというこ
とがあります。

小原　日本のベンチャーキャピタルですけれど
も、これはなかなかリスクを取れないと言います
か、取りたがらないという傾向もまたあります。

それから、どうしても横並びと言いますか、A
社がある金額を出しますとB社、C社も大体同じ
ような金額を取っているという横並びの考え方が
結構広まっています。

それからもう1つはやはり大学発ベンチャーを
つくるよりは大きな会社に行ってしっかり研究開
発をしたい、ないしは中で仕事をしたいというマ
インドになりがちで、自分の人生にリスクを取っ
てというところまではなかなか広がっていないと
いうのも事実だと思います。

ただ、状況がかなり変わってきています。チャ
レンジしたいというような研究者や大学の先生
を積極的に支援していくという制度は立ち上がり
つつあります。少しは変わっていくのかなと思っ
ていますが、いずれにしても基本的にはコンサバ
ティブです。

では、次に進みたいと思います。今までは日本
の産学連携の計画、現状、それから課題につきま
してご説明いただきましたけれども、これからは
中国側の産学連携の現状と課題につきまして、お
2方にご説明をお願いします。

まず、中国科学技術発展戦略研究院常務副院長
の王元さんからお願いします。

王　初めて参加できること、幾度となく開催され
た中日の大学交流活動で、産学の連携という、長

期にわたって中国で討論
が交わされてきた課題を
テーマに、講演ができるこ
とを非常に光栄に感じて
います。私の講演の主題
は、「大学と産業界の連携
における架け橋を作る」で
す。きちんとした PPT を
用意していないことをおわびします。 しかし、文
字原稿は準備していますので、興味を持たれる方
は、会場で受け取ることができます。

私は、3つの分野について話したいと思ってい
ます。1つ目は、簡単ながらもデータから大学を
分析したいと思います。2つ目は、問題という観
点から、大学を分析したいと思います。3つ目は、
政策の要点を基に、産学連携という課題を語りた
いと思います。

まず、データから大学を見ることに関してです。
皆さんは中国の大学の状況を多少なりとも理解し
ておられると思います。中国には、高等職業学院
を含む、普通高等院校（大学）が計2,300校以上あ
ります。うち、われわれの統計では、視野に入っ
ている研究型の大学が約100校あります。研究型
大学と、普通大学の違いは、研究型大学は、新た
な知識を創造すると同時に、その知識を使って社
会に貢献する人材を育てることを主とし、一方の
普通大学は新たな知識を伝授することを主として
いると、私は考えています。

中国全体、または社会全体の研究開発への資金
投入を見てみると、2013年、中国社会は1兆2,000億
元（約20兆円）近くを研究開発に投入したこと
は、皆さんもご存じかと思います。日本円に換算
すると、どのような概念になるのか私には分かり
ませんが、国内総生産（GDP）に対する比重は約
1.98に達しています。政府や企業の研究開発への
資金投入のうち、中国の研究型大学約100校が得
ている経費が、中国全土の大学が得ている研究開
発経費の70%以上を占めています。政府の重要な
科学技術計画や優秀な人材を育成するプロジェク
トのうち、研究型大学が得ている経費が最も多く
なっています。成果を見ると、中国の研究型大学
が発表している論文は、大学全体の55% 以上を占
めているほか、取得した特許も約30%を占め、企
業の特許ライセンス総数で2位に位置しています。
これらのデータを見ると、中国の大学は人材が集
結する場所であることが明らかです。中国では毎
年、700万人以上が大学の本科（4年制）や大学院
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を卒業しています。また、政府の重要な実験室や
プロジェクト記録センターのほとんどが大学に設
立されています。そのため、大学が非常に大きな
優位性を誇るようになり、科学技術資源や人材が
集結する場所となっているだけでなく、多くの学
科が入り混じるというメリットも備えるように
なっています。ですから、大学のイノベーション
エネルギーは巨大であると言えます。

続いて、2つ目の問題から大学を分析するとい
う点です。われわれが国家技術予測業務を行って
いることを、皆さんはあまり知っておられないか
もしれません。12の分野の今後5年から10年の発
展に対する技術予測を行っています。2013年、中
国と海外の技術の比較を行い、12の分野の技術発
展について、米国を基準に指数を出して試算を実
施しました。このような、中国と海外の技術を比
較する過程で、重要な問題、重要な現象を発見し
ました。

1つ目に、中国の科学技術全体を見ると、確かに
追走、並走、先進という段階を経てきました。10年
前、中国は多くの分野で、海外の技術に追走した
り、それを模倣したりすることを主としていまし
た。しかし、2013年、中国のかなり多くの技術の
分野において、先端技術や海外の技術に並走する
技術の比率が増加の一途をたどるようになってい
ます。2つ目に、12の分野の評価において、米国を
基準にすると、中国の技術水準全体の評価は、平
衡指数は70でした。つまり、中国と米国やその他
の先進国とは、約30－20の指数における差があ
るということです。3つ目に、全ての分野におい
て、実験室技術や中国式技術、産業化技術などの
共存という構造が存在するものの、中国の技術の
産業化の速度や総量は、米国を大きく下回ってい
ることが分かりました。先ほど2人の講演者が言
及された技術の成熟度という問題があるのです。

このような現象が起きている原因はたくさん
あると思います。しかし、大学という観点からし
て、産学連携を語るために、5つの問題があると
私は思います。その1つ目は、中国の大学はなぜ、
原始的なイノベーション能力に欠けているのかと
いう点です。星空を見るかのように、われわれは
大胆な探求を行ってきました。しかし、ここ数十
年、中国は科学界や技術分野において、本当の意
味でオリジナル性のある成果や科学的構想を、ほ
とんど生みだして来ませんでした。2つ目は、大
学の科学技術成果が、中国全土の技術交易市場に
占める割合が、なぜ年々減少しているかという点

です。2013年、中国全土の技術市場の総交易額は
7,400億元（約12兆2,100億円）に達しました。うち、
大学が占める比重は19%以下で、減少の一途をた
どっています。3つ目に、中国の多くの大学が科
学技術パークを設置していますが、中国の大学の
科学技術パークはなぜ大きな会社、大企業を生み
出していないのかという点です。われわれは、数
多くの小さな企業を目にしていますが、なぜ「方
正」や「聯想」、「四通」のような大企業が、再び生
まれないのでしょうか。4つ目の問題は、なぜ、大
学の科学技術成果の転化の力が不足しているのか
という点です。本来、多くの成果を、実験室で生
み出すことができます。しかし、中国の大学で行
われている一般的な調査研究において、その成果
を転化するという熱意が、教師らの間で欠けてい
ます。5つ目の問題は、中国の科学技術人材の流
動において、大学を選ぶ人が多いのに対して、企
業を選ぶ人が少ないのはなぜかという点です。

以上が、私が考える5つの問題で、これらの問
題をめぐり、私は政策の制定という観点から、い
かに産学連携を促進するかを考えたいと思いま
す。中国は言語環境において、多くの誤解がこれ
までずっとあると、私は思います。誤解の1つに、

「科学技術」を「科技」と略しており、「科学と技
術」とは読んできませんでした。この呼び方が多
くの誤導と謝った政策設立を産んできました。実
際には、この略称の使い方が、われわれの政策設
計の理念上における、科学技術の構築に対する一
種の機械化された線形関係を表面化させ、科学も
同じように功利主義という一種の理念を構築し
てきました。そのため、長期にわたる基礎的研究
や好奇心に駆りたてられた探究は、支持を得るこ
とができず、探求が失敗すると寛容な態度を示し
てもらうこともできません。ですから、われわれ
は政策上で、科学的活動と技術発明の活動をはっ
きり区別することが必要です。科学が発見した規
律や科学が探求している規律、技術により発見し
た規律、技術転換の規律、イノベーション規律全
体などに基づいて、政策を制定しなければなりま
せん。今日の講演の中で、日本の政府関係者が大
学の科学技術成果の転化に対する評価核心を構築
しなければならない、と話されていることに、私
は注目しました。このような政策の方向性に、私
は賛同します。しかし科学技術成果の転化を、大
学を考察する重要な指標にすることには賛同しま
せん。大学が科学技術成果の転化を進めるよう促
進、鼓舞するための指標にすべきだと思います。
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私は、中国の大学が功利主義に陥ったり、大学が、
事業単位（国家が社会公益目的のため、国家機関
により運営あるいはその他組織が国有資産を利用
し運営するもので、教育、科学技術、文化、衛生な
どの活動に従事する社会サービス組織）から得ら
れる「横向経費」や、企業から得られる経費上の
支持が増加すれば、自分の大学は上手くいき、大
学が大学の基本機能を再建しなければならないと
いう考えに陥ったりしてしまうことを、どうして
も防がなければならないと思います。 

2つ目に、イノベーションの成功転化に適応し
た制度を構築しなければなりません。われわれ
は現在、中国科学技術成果転化法を改正していま
す。日本では科学技術基本法が1995年に施行さ
れ、中国でも、1995年に科学技術進歩法が施行さ
れました。また、中国では1997年にも、中国科学
技術成果転化法が施行されました。しかし、それ
から10年以上がたち、この法律の実施対象や実施
条件は大きく変化しています。そのため、現在、
科学技術成果転化法の改正を行っているのです。
私はその業務を担当しています。私は、われわれ
の政策の要点を伝えたいと思います。1つ目は、
財政援助が生み出した科学技術成果による所得、
收益は、該当大学や科学研究機構が全て処理し、
現在の科学技術成果收益の処理の仕方が変わった
場合は、それを関連の部門に報告しなければなり
ません。2つ目は、科学技術を持っている人が得
られる成果転化による收益は、20%以上でなけれ
ばなりません。3つ目は、科学技術成果を株式に
し設立した会社は、経営性の收入が生まれる前、
個人の所得税を納める必要がありません。4つ目
は、各大学が設立した技術転移機構をサポート
し、技術転移に従事している業務スタッフに対す
る、肩書などの面における待遇を同等にします。
これは中国ではとても大切なことです。皆さんも
ご存じだと思いますが、中国の大学では、2種類
の文化があります。1つは、教授が最も尊敬され
る立場である文化です。しかし、多くの理科大学
や工科大学で、技術転移に従事している教師たち
は、教授より1ランク低い立場になります。能力
の点で1ランク低いわけではなく、声望や名誉の
点で1ランク低いのです。もし、同等の待遇がな
ければ、技術転移の仕事に就きたいとは誰も思い
ません。最後の政策は、大学と科学研究メンバー、
企業間の人員の流動を鼓舞することです。私は、
日本の政府関係者が話された、産学連携の人員育
成は非常に重要であるという考えに、心から賛同

しています。われわれも、大学同士、大学の科学
研究機構同士、大学の科学研究機構と企業間の交
流を特に重視しています。私は、ドイツに留学し
た経験があり、特に印象深いのは、メーカーの管
理の授業を、シーメンス管理学院のエンジニアが
担当していたことです。私が通っていた大学の教
授として招聘されていたのです。そのため、彼が
語ることはタイムリーなものばかりでした。一方
の中国の大学や企業とは、自然と隔たりができて
います。

政策の3つ目の要点は、国家科学技術計画の立
案と支持の方法を調整しなければならないという
点です。特に重要なのは、産業や市場の科学研究
計画を対象にした、企業の役割を突出化させなけ
ればならない点です。計画を立案する上で、われ
われは専門家が出題し、専門家が評価、審査する
という内部循環を、絶対に変えなければならない
と、私は思います。産業界と企業が問題を提起し、
大学や科学研究院が問題を解決するという、シス
テムを構築しなければなりません。しかし、先ほ
ど伊藤さんがおっしゃったように、産学連携は、
10年後の技術を念頭におかなければなりません。
そこで、非常に大切なのは、われわれ企業が問題
を提起する能力を備えていなければならない点で
す。これは非常に重要です。

4つ目に、人材の教育や育成の観念を変えなけ
ればなりません。中国の人材やリーダ型人材は不
足してない、と私はずっと感じています。私と多
くの方の見方は少し違っています。中国の人材
問題は実力の問題だと私は思います。誰かが、制
度や管理制度、分配制度を根本的に改革しなけれ
ば、人材の問題は永遠に解決しません。

最後の問題は、中国の革新体系の開放のあり方
を見直さなければならないことです。中国には現
在、多国籍企業が設立した研究開発機構が1,500機
構以上あることは、皆さんもご存じだと思いま
す。しかし、中国の革新体系は、多国籍企業の研
究開発機構を、中国の革新体系の有機的な部分を
成しているとは見なしてきませんでした。中国は
開放を進めてきましたが、科学研究体系の分野で
は、さらなる開放が必要であると私は常に感じて
います。うち、世界の多くの資源を一層利用し、
先端技術を学ぶと同時に、中国の大学や科学研究
院所自体を変えることで、大学や科学研究院所自
身のグローバル化水準を向上させることが必要で
す。そのため、各大学、特に研究型大学は、固定の
教授ポストを、国外の科学者やエンジニアに与え
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るべきだ、と私は強く提案します。これが、私の
講演の主な要点です。皆さん、ありがとうござい
ました。

小原　皆さん、ご質問がおありかと思いますけれ
ども、私から1つか2つ、ちょっと確認したいこ
とがあります。1つは先ほどお話ありました、米
国を100とした場合、中国の科学技術発展水準は
約70%であるということでしたけれども、これは
12分野ですので、これは全体的な12分野を平均
しての数字なのか、それともある分野に焦点を当
てたものなのか、そこを少しご説明いただければ
と思います。

王　はい、（12分野を）平均した数字です。

小原　はい。わかりました。それからもう1点で
すが、中国の研究開発費予算ですが、1兆2,000億
元というお言葉だったんですが、これは日本円で
17か18兆円になりまして、ほぼ同じという数字
になるんですが、これでよろしいのでしょうか。

王　はい、そうです。全世界が投資した研究開発
費です。中国のここ数年の研究開発投資額は年平
均20%増加しています。そのため、たとえRNB
の強度において、日本や他の先進諸国を超えるこ
とは非常に難しいとしても、研究開発当時の投資
総額では、中国はまもなく日本を追い抜くでしょ
う。全研究開発投資の過程で、中国の企業は74.3%
を占めており、政府の比率は徐々に減少していま
す。

小原　はい、ありがとうございました。それでは
会場のほうから、ご質問等ございましたらお願い
します。
伊藤　先ほどアメリカを100とした時、中国は70。
では、日本はどうなんでしょうか。

王　我々は日本の研究を行っていないのでわか
りません。日本も同様の研究をされることを希望
します。この評価は韓国と共同で行っている独自
評価であり、数字においては非常に近いです。し
かし、我々日中間ではこの件に関してはコミュニ
ケーションをとっていません。これは独自の評価
で、とても近いものです。具体的な回答ができず
申し訳ありません。

小原　会場から、どうぞ。お願いいたします。
　
質問者　私が考えているのもこの問題です。この
問題は非常に興味深いです。あなたが先ほど述べ
られた、科学と技術という2つの概念を適切に分
けるべきだという意見に全面的に賛同します。先
ほどおっしゃられたこの科学技術の評価がおよそ
70%だという話ですが、これは科学面でしょうか?
それとも技術面でしょうか?

王　これは技術面です。国家ハイテク研究発展計
画（863計画）に沿った12の分野で、約2000人の
専門家が各専門分野で自己採点した評価です。

小原　よろしいでしょうか。　それでは、中国科
学技術院促進発展局副局長の陳文開さんに、最後
のプレゼンテーションをお願いいたします。

陳　皆さん、こんにちは。
今日、ここで皆さんと産学
研究の連携について話し
合える機会があることを、
うれしく思っています。本
題に入る前に、いくつかの
点を説明させていただき
ます。まず、当初は中国科

学院政策研究所の穆栄平・所長がこの講演を担当
する予定でしたが、穆所長が外国に出張しなけれ
ばならなくなったため、私が担当させていただく
ことになりました。次に、当中国科学院は国立の
科学研究機構で、政策を実施する部門です。先ほ
ど、ゲスト3人が主に政策について話してくださ
いましたので、私は、当院の政産学研の連携の具
体的な方法について紹介します。3つ目に、動画
資料をたくさん準備し、皆さんの手元にそれに関
連した資料があると思います。講演の中で、全て
を話すことができなかったり、ほとんど触れるこ
とができなかったりする部分があると思います。
あらかじめご了承ください。

では、中国科学院の政産学研の提携の方法を簡
単に紹介させていただきます。1949年に設立され
た中国科学院のような科学研究機構は世界各国で
もあまりありません。既に設立から65年がたちま
した。当院は中国科学院学部と中国科学院院部の
2部からなっており、メンバーが747人、外国籍の
メンバー72人が在籍しています。院機関以外に、
当院には独立法人である直属機構がたくさんあり
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ます。うち、104の研究所が、中国全土の21の省・
市・区にあります。また、国有の独資の資産経営
会社も1社あります。そのほか、特に説明させて
いただきたいのは、中国科学院大学、中国科技大
学、上海科技大学の3大学も、当院に隷属する大
学であることです。産学研の連携において、同3大
学は「全研究院の力を一つにし、各学部の連携」
を人材育成の方針にしています。また、当院は大
規模な科学教育の基礎環境を有しており、現在、
正社員と在学中の大学院生が合わせて11万人以
上います。自然科学の最高研究機構、ハイテク研
究センターである当院は、その立場をしっかり定
めてそれを堅持し、科学技術の基礎研究のレベル
を継続的に向上させると同時に、科学技術成果の
転化や産業化の促進に特に重きを置いています。

最近30年、中国の科学技術体制改革が進み、当
院の政産学研の連携も、自己を主に転化し、連携
発展の革新と開放を目指しています。当院が展開
する政産学研の連携は主に2種類あります。1つ
目は、院外連携で、必要に応じたサービスを提供
しています。例えば、政府の必要に応じて、情報
提供や提案などを行っています。また、業界の必
要に応じて、主要技術を提供したり、企業の必要
に応じて、工業開発を行ったりしています。産学
連携を提供するもう1つの方法は、院内の同調、
起業の奨励です。当院は、人材と成果というスタ
イルで、社会で優位性を誇る資源を結合し、ハイ
テク科学企業を立ち上げるよう、当院の科学技術
者を励ましています。もちろん、この国有資産を
投資する前に、厳格な審査が行われます。どちら
にしても、当院の目的は、科学技術成果を促進す
ることで、資本化や産業化を実現することです。
これが当院の院外連携に関する状況で、当院は、
政産学研の連携を通して、国家技術の革新体系と
地域の革新体系が密接に結びつくようにしていま
す。現在、香港や澳門（アモイ）、台湾以外に、中
国全土の31の省・市・自治区が、科学技術におい
て当院との提携を実施しているほか、中国全土の
地方科学院17カ所と共同で、全国科学院聯盟を立
ち上げています。当院の地方の科学院は計17カ所
あります。さらに、地方政府と共同で多くの研究
所や国家重大科学技術基礎設備を設立しているほ
か、900以上の各種技術転移・転化プラットホー
ムを立ち上げています。当院は、地方の必要に応
じた特定プロジェクト計画を実施し、さらに、科
学技術において、副次的職務に就く人材や臨時の
人材を派遣することで、人員の交流を強化してい

ます。また、聯想学院を設立し、イノベーション
型、起業型の人材育成に取り組み、そのような
産学研実現の過程で、科学技術と経済を結び合
わせた体制、システムの構築を模索しています。
2012年、当院の科学技術成果の転移、転化により、
社会企業の販売収入は3,027億元（約4兆9,945億
円）増加し、地税は478億元（約7,887億円）でした。
これは、政府が毎年当院の投入している資金に匹
敵します。

これから見る動画資料は主に、今日これまでに
紹介した各種産学研連携の具体的な方法ですの
で、私からの詳しい紹介はなしとさせていただき
ます。当院が立ち上げている研究所は基本的に沿
海の経済発展地域に位置しています。  

この章に関して、少し説明をさせていただき
ます。先ほど、ゲスト3人が産学研の連携には体
制、メカニズムの革新が必要であることに言及し
ました。当院は実践の過程で、主に、研究所の産
業チェーンを構築し、利益主体の理事会管理スタ
イルを採用しなければなりません。また、メカニ
ズムを実施する上で、企業と市場のニーズに応じ
た科学研究プロジェクトの実施や管理、評価をす
る制度を制定しています。さらに、科学技術成果
の転移、転化、資源をリスク共同負担に投入する
メカニズムを構築しています。当院が新たに設立
している研究所は、国立研究所として、中央政府
だけでなく、地方政府と共同で資金を投入し、正
式に中央機構編成弁公室（SCOPSR）の研究所と
なった後、理事会管理下の所長負責制を実施し
て、研究所に対する管理を実施しています。

冒頭で触れた院外連携は、当院の成果で、地方
の業界、企業のニーズと結び合わせることで、転
化を実施しています。また、当院の院所の両級法
人が投資して設立した企業があり、これは当院の
院所の単位が行っているものです。同分野の業
務は1980年代に始まった時から、「一院両制」を
採り、多くの科学技術人員が、技術を活用して企
業を起こし、国民経済建設の主戦場に身を投じる
よう励ましています。われわれは、中関村に中国
初の科学技術型企業を設立しました。今の「科海
公司」です。また、中関村に電子関係の店が並ぶ
ようになった点でも、大きな貢献をしました。当
院関係の院所が投資する企業は、最も多い時で、
1,000社以上に上っています。

最近30年の間に、当院の成果を投資し、最終的
に上場企業16社を生み出し上場企業7社の株式を
所有しています。それらの企業には、聯想集団や
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

セッション1 • 産学連携における国の施策と支援制度について  ー政策を中心にー

神州数碼、中科三環、瀋陽新松、漢王科技などの
大企業のほか、成都医薬、超図軟件など、各業界
の大手企業が含まれています。成都医薬は、まだ
上場していませんが、製薬企業をけん引している
企業です。2012年の年末の時点で、当院が投資し
した企業は595社あり、同年の販売收入があった
のは3,294社、利益は112億元（約1,848億円）に
達しました。

時間の関係で、実践の過程で、私が感じている
ことを、簡単に紹介させていただきます。中国の
経済は転換期に入っているという現状は、皆さん
もご存じだと思います。2008年、中国の国民一人
当たりの国民総収入（GDP）は、3,452ドル（約34万
5200円）に達しました。つまり、「中所得国のわ
な」という段階に入ったということです。中国の
中部、東部、西部の経済発展は、非常にアンバラン
スです。産業の配置という観点で見ると、ここに
列挙している7大戦略情報と産業の分布を見ると、
各地域の産業の同調化が非常に深刻になっている
ことが分かります。

長期間にわたり、中国の産業界は主に、各種生
産要素の投入を頼りに発展し、学術界は基本的に
学術論を用いて評価を下してきたため、自分の象
牙の塔から星空を眺めているような状態です。そ
のため、産業界が各種生産要素の投入を頼りに発
展するスタイルからイノベーションを頼りにし
た発展へ転換し、学術界は科学研究人員の趣味か
らサービス産業の需要へと転換しなければなりま
せん。その転換の過程は、長期間に及ぶ、とわれ
われは見ています。

このような状況からして、中国の産業の現状
を今変化させなければならず、技術革新がなけ
れば、変化の必要を満たすことはできないと考
えています。この過程で、産学研の連携が、推進
という大きな役割を果たします。中国政府は産
学研の連携に非常に力を入れており、現在、イノ
ベーションを頼りにした発展戦略を実施していま
す。その戦略の過程で、産学研が緊密に連携した
科学技術革新体系を構築し、国家の科学技術の実
力を向上させることで、経済的競争力の向上を促
進しています。これは、イノベーションを頼りに
した発展戦略を実際に実施する過程で、とても重
要な役割を担う、と私は思っています。この過程
で、政産学研はそれぞれの職責を果たし、さまざ
まな役割を担わなければならないと思います。こ
こにも、大学で責任ある立場に就いている方が多
くおられると思いますが、これは検討する材料に

すぎません。この点、政府が政策を制定し、良い
環境をつくり出し、プラットホームを構築し、イ
ノベーションを促進しなければならない、と私は
思っています。「産」とは、企業のことで、市場経
済の環境の下、科学技術成果を応用する主体、技
術革新の主体であります。もちろん、中国の企業
は、自主イノベーションの面で、さらなるレベル
向上が必要で、科学技術成果を受け入れる能力が
まだ不足している状態です。しかし、これは政府
政策のけん引の下、大きな進展を遂げることがで
きるものです。大学は、経済・社会発展の実際の
ニーズを発展の方向にし、イノベーション型の科
学技術人材を育成することを目標にしなければな
りません。また、科学研究機構は、市場と企業の
発展における実際の技術的ニーズを発展の方向に
し、科学研究活動を展開しなければなりません。

実践の過程で、効果的な産学研の連携を進めな
ければならないことも、われわれは認識するよう
になりました。以下の3つの問題は必ず解決しな
ければなりません。1つ目は「何をするか」、2つ目
は「どのようにするか」、3つ目は、「誰がするか」
です。この3つの問題の答えが出た時、われわれ
の政産学研の連携は非常に価値あるものになる、
と私は思います。皆さん、ありがとうございまし
た。

小原　私から2つ質問があります。1つは大学と
中国科学院の研究の違いを教えていただきたい。
それからもう1つは、基礎研究というよりはむし
ろ利用できる技術開発に力を入れようとしている
のか、お教えいただければ、と思います。

陳　わかりました。ご質問ありがとうございま
す。まず1つ目の質問から答えたいと思います。
中国にとって、この大学と科学研究機関は、科学
技術革新システムにおいて2つの異なる役割があ
ると思います。彼らの研究にどんな違いがあるの
かについては、分業の仕方が異なると思います。
国の位置づけでは、中国科学院は国家自然科学研
究の最高水準を誇る国家チームであると同時に、
最高水準のハイテク研究開発基地の研究センター
です。先ほど述べたように、大学にとって、より
大きく、重い任務は人材の育成です。もちろん現
在でも研究型大学はあります。大学もまた人材を
育成する以外に、研究機能を持っています。企業
との連携の過程における科学院の位置づけは、大
学がやりたがらないことや企業ができない研究
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を進んでやることだと思います。この研究プロ
ジェクトの重点や支援ポイントの問題について
ですが、当中国科学研究院の研究所104カ所は実
のところ学部分野で分類した場合、基礎学類、資
源環境学類、生物技術学類、ハイテク研究学類の
4つに大きく分けられます。我々のこの4つの分
類に対する評価と生産には差があるはずです。ど
の分野の学類であろうと、研究の方向性や科学院
の役割、国家や地域の発展需要にさえ一致すれ
ば、我々は支援します。当然、この過程において、
我々は各研究所に明確な要求を提出し、各研究所
に対しては、我々が所謂「135」と呼んでいる、自
分たちの計画をよく認識することを要求します。

「135」は何かといいますと、「1」は発展計画を制
定する過程で、研究所はいったい何をするべきな
のか明確にする必要があります。生産目標は何な
のか?必ずポジショニングを行うべきです。「3」
は、すなわち3つの達成すべき目標です。短期内
或いは5年以内の生産目標など、これらの生産目
標を必ず明確にして、3項目を提出させます。「5」
は、5つの項目の育成です。5項目の育成は相対的
に研究期間が長めのプロジェクトです。5項目の
育成は3つの目標を達成するために提供される予
備の貯蓄です。当然この「135」は1つのコンセプ
トです。さらに研究の具体的な状況と科学研究開
発の実力でもって具体的な数字を確定する必要が
あります。それは、おそらく、「126」だったり、或
いは「147」などです。

小原　それでは会場の方でご質問等ございました
ら、お願いします。

質問者　この研究の内容を聞いていて、ドイツの
モデルに非常に近いものを感じた次第です。実際
そうであるのかどうかと、もしドイツモデルに近
いことを考えてこの説明をされておられるのであ
れば、ドイツの例とどのように違うのか、ご説明
いただきたいと思います。

陳　実のところ我々は今もまだ独自のモデルを探
りながら築き上げているところです。XXは、当
中国科学院がずっと交流し学び続けている重要な
パートナーです。当研究所の局長クラスの幹部は
毎年育成クラスを担当します。その中には、XX
で学んだ研究者たちの専門クラスがあります。こ
こでは我々が有効な方法を得るためにドイツの
成果の転化・実用化を学んでいます。我々は中国

の特徴に応じて、提携モデルを確立しています。
おそらく私の今の話はわかりにくいかもしれま
せん。実際、我々が話しているのは1つの国の革
新システムを築く上で、政府が非常に重要な役割
を果たし始めているということです。皆さんがお
気づきのように、我々の成果を転化しなければな
らない上で、実際に必要なのは我々の地域の経済
発展水準の需要を満足させなければならないこと
です。そのため我々は全国31省と全面的なハイテ
ク提携パートナー関係を結び、毎年定期的に、あ
るいは不定期に当中国科学院の主要幹部や地方政
府の主要幹部たちが提携について話し合ってい
ます。ここで築いているのはビジネスの提携シス
テムであると同時に、提携上での重要な任務を確
定しています。その後、中国科学院の関連部門に
よって我々の全国各地の12の研究院やその他の
研究所が加わり、共同で推進していく。このよう
な流れです。

質問者　私は埼玉工業大学の巨東英と申します。
本日は、このような会に参加させていただき、日
本政府の各層や中国の関連研究分野の方針や考え
方を聞くことができ光栄です。私が言いたいのは
陳氏の報告に関連したことではなく、このフォー
ラム全体のことです。本日のフォーラムの主軸は
国際的な革新を推し進めることであり、また中日
双方の共催であることから、今後の中日間の協力
や交流にも大きな関係があります。では、現時点
で、産学官提携の問題からして、日本もまた国際
的な革新において事業を展開しています。私も参
加したことがあるのですが、日本は以前総合マネ
ジメント・システム（IMS）の導入を打ち出した
ことがありましたが、残念ながら数年前に日本は
撤退しました。日本が自ら打ち出したにもかかわ
らず、最終的に撤退しました。中国では、私も訪
れたことがある数多くの中国の大学が数多くの学
校や世界的なトップ500の企業との提携を行い、
多くの産学官提携の関係を結んでいます。この点
に関しては、日本は中国ほどうまくいっていない
かもしれません。しかし、どの面から語るにして
も、政府として、中国政府でも、日本政府でも、ど
ちらでも結構ですが、産学官のグローバル化につ
いてどのように考えていますか?

小原　時間がオーバーしている状況ですので、各
パネリストの方に、これからの国際産学連携がど
うあるべきなのか、どうすればスムーズに進むの
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か。1分以内でコメントいただければと思います。

能見　今日のパネルを聞いていて、1つのポイン
トは、中国モデルと日本モデルがあって、それは
アメリカのものとは別なんじゃないか。私は多様
性が非常に重要だろうと。イノベーションにおい
ては多様性が重要で、日本と中国とが異なってい
ること、これは非常にラッキーである。だから、
この異なった日本と中国というのは、さらに連携
していかなくちゃいけない。産官学それぞれのレ
ベルで連携していかなくちゃいけないんだなと
思って聞いていました。

伊藤　はい。今キーワードとして多様性という言
葉が出ました。私もこれ重要だと思います。それ
に加えて、もう1つはやはり流動性だと思います。
これは日本の国内でのいろいろな産官学の流動、
これもありますけれども、国際的な流動、これを
促すことによって、セクターを超え、あるいは国
を越えてもっと協力が進むというふうに考えま
す。

王　先ほどのキーワードは国際化です。中国は日
本を含む100カ国以上の国と双方面や多方面の提
携を行っています。しかもここ最近の数年間でこ
の双方・多方面の提携はより深化した方向に向け
て発展しています。中日間の大学交流と中日間の
科学技術の提携ですが、最も重要なのは共通の議
題を提出することだと思います。同時に、共同で
この議題を友好的かつ定期的に受け持つことがで
きる参加者を探していかなくてはなりません。こ
れが我々科学技術の提携が解決すべき、また今後
も絶え間なく探り続けていかなければならない問

題です。ありがとうございます。

小原　はい、ありがとうございます。共通の課題
の接点を見つけることということが重要だとい
うご指摘でした。それでは最後になりますけれど
も、陳さんお願いいたします。

陳　王院長が指摘した議題が見つかり、やるべき
人を探す際には、我々は積極的に推薦するつもり
です。中国科学院はこれまでも国際提携を重視し
てきました。しかし、我々は中国科学院内で分業
しています。国内提携は科学技術促進発展局が担
当しており、国際提携は国際合作局が担当してい
ます。現在我々はすでに世界各国に数多くの合同
研究センターを設立しています。国内でもわずか
ですが試みがみられます。たとえば、長春の総合
ハイテクパークでは、ロシアの相応の成果を中国
にひきつけて転化・実用化させたいと思っていま
す。このほか、中国科学院ではすでに主に科学研
究や科学技術提携の計画が展開されています。提
携関係が深化するに従って、国の産学官提携は絶
え間なく深化していくと思います。

小原　時間がオーバーしてしまいましたけれど
も、非常に各分野の方々から有益なプレゼンテー
ション、それにプラスという形でのご説明、また
最後には国際産学連携についてコメントをいただ
きました。

長時間にわたりまして議論に関わっていただき
ました皆様、それからモデレーターの方々に拍手
を持ちまして、終わりにしたいと思います。どう
もありがとうございました。
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林 建華　■浙江大学 学長

陳 東敏　■北京大学産業技術研究院 院長

小寺 秀俊　■京都大学 副学長・理事

田辺 史朗　■日立（中国）研究開発有限公司 総経理

林 奨　■堀場（中国）貿易有限公司北京分公司 総経理

理学博士、教授、博士課程指導教官。1998年から2002年まで北京大学化学学院院長、2001年に同大学学長助理、
2002年に教務部長を務める。2002年から2004年まで北京大学副学長兼教務部長、2004年から2010年まで北京
大学常務副学長兼教務部長。2010年から2013年まで重慶大学学長、2013年6月には浙江大学学長を務める。主要
研究分野は固体化学で、新型無機固体化合物の合成や構造、性質などの課題に取り組んでいる。これまで担当した
または担当中の国家自然基金委員会の一般プロジェクトや重点プロジェクト、傑出青年基金プロジェクト、国家重大
基礎研究計画プロジェクト、863プロジェクトなどの研究での学術論文発表は140本余りに達する。1995年に国家
教育委員会科学技術二等賞、1997年に国家傑出青年基金の資金援助、2009年に国家級教学成果一等賞を受賞。

「海外ハイレベル人材導入計画（千人計画）」で北京大学に誘致された学者の一人で、現在は、北京大学産業技術研究院院長、科技開
発部部長、先進交差学科研究院教授を務め、北京大学の産学研事業と革新起業教育を中心となって実施している。国連世界知的所
有権機関革新指数研究センターの国際顧問でもある。かつては米ハーバード大学ローランド研究所の所長顧問委員会のメンバーを
務め、量子部品物理研究室の室長を15年にわたって担当した後、中国科学院物理研究所・北京凝縮系物理国家実験室の室長、蘇州
技術研究院の創始者と執行院長などを歴任。起業家でもあり、米シリコンバレーの4-D-S社の首席科学者で、核心技術の発明者で
もある。さらに同じくシリコンバレーのMiradia Inc社の創始者であり、理事兼CTOを務めている。同社は8千万ドル以上の融資を
受け、200件余りのMEMS技術特許を取得し、世界的な半導体メーカーのTSMCへの実施許諾を成功させている。陳東敏博士が世
界的に有名な科学誌に発表した文章は70本以上にのぼり、国際特許100件余りを保有している。米誌『応用物理週刊』の副編集長、
中国誌『科学通報』の行政副編集長を担当。米シリコンバレーの「華美半導体協会」の前会長であり名誉顧問でもある。

1980（昭和55）年3月、京都大学工学部機械工学科 卒業。1982（昭和57）年3月、京都大学大学院工学
研究科 修士課程 機械工学専攻 修了。1982（昭和57）年4月、松下電器産業株式会社 入社。中央研究所。
1993（平成5）年3月、京都大学工学部機械工学科 助教授。2000（平成12）年10月、京都大学大学院工学
研究科 機械工学専攻 教授。2005（平成17）年4月、京都大学大学院工学研究科 マイクロエンジニアリン
グ専攻 教授。2008（平成20）年10月、京都大学 総長室長。2009（平成21）年11月、京都大学 副理事。
2012（平成24）年10月、京都大学 理事、産官学連携本部長。

2007年10月に、日立製作所中央研究所から、中国R&D会社である日立（中国）研究開発有限公司の総経理
として着任。同社では、情報・通信、エネルギ、医療、材料、組込みシステム、家電など、幅広い分野で、中
国日立グループ200社を支える技術開発を行なっている。講演者は、1983年、日立製作所中央研究所に入
所以来、通信ネットワーク分野の研究に従事。デジタル交換システム、大規模 IPネットワーク、IPv6ルータ、
Beyond 3G移動ネットワークなどの研究開発を行なった。その後、中央研究所・情報システム研究センタ
長を歴任、対象分野は、情報システム研究全体に拡大。2007年に中国赴任、現在に至っている。工学博士。

1990年（㈱堀場製作所入社。主に海外向け分析装置の販売、製品企画や市場調査、海外企業との提携等の
業務に携わり年間20回に及び海外出張でアジア各国や欧米を訪問。中国との出会いは1992年冬で行政
機関、鉄鋼会社、電子部品、検査会社、大学や研究所等と交流を深める。2010年から北京へ赴任したが、
PM2.5に代表される大気汚染、河川や地下水の水質汚染、土壌汚染など身近な生活環境の深刻さを目の当
たりに感じると同時に、急速な経済発展と広大な国土での環境保護の難しさを実感。中国の現状に見合う
環境観測システムの開発を目指して精華大学環境学院と共同研究の合意に至り2014年1月から実測開始。

■ 講師PROFILE

● パネルディスカッション1 ● 日中における産学連携の現状と課題

産業連携によるイノベーション創出と
国際産学連携 ─ 事例紹介を中心に ─

モデレータ

パネリスト

パネリスト

パネリスト

パネリスト

2
セッション
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

セッション2 • 産業連携によるイノベーション創出と国際産学連携  ー事例紹介を中心にー

林 建華　皆さま、こんに
ちは。午後の2回目の報告
に移ります。先ほどご紹介
したゲストから、今回の報
告のテーマがお分かりに
なるかと思います。ゲスト
には、大学の管理層、大学
の成果転化の担当者、日本

企業の中国事業担当者の方々をお招きしました。
本日午後のテーマは、産学研連携による革新、特
に国をまたぐ連携による革新の実現です。中国が
経済のモデルチェンジに直面しており、中国経済
の成長率が低下していることは、皆様もご存知か
と思います。中国の未来の経済発展についても、
議論が進められています。また中国共産党第十八
期中央委員会第三回全体会議（三中全会）の開催
後、新たな系統的な改革がスタートしました。改
革の中心的な目的は、社会の活力、そして各方面
の積極性と革新力を引き出すことです。

経済モデルチェンジの重要な支柱である産学
官の連携は、全過程において重要な力を発揮しま
す。本日午後の1回目の議論では、主に政府の視
点から産学官研の連携を検討しました。産学官研
は、政府、産業、大学、研究機関によって構成され
ます。いかにこの関係を適切に処理するかが非常
に重要になっており、先ほどの報告では政府の視
点から、より良い環境と資金の提供について論じ
ました。中国と日本の政府は、この取り組みを進
めています。今回の報告では、産業・大学の視点
から産学官研の関係を見ていくことになります。
これは本日のキーワードです。

もう一つのキーワードは、「国際協力」です。実
際には先ほど、この問題について討論がなされま
した。先ほど皆さまは議論の中で、中国と日本の
産学官研の状況の説明・比較を行い、また米国の
知的財産権および知識・技術の転化の特徴につい
ても触れられました。私たちが議論しなければな
らないのは、「なぜ産学官研の国際化を強化しな
ければならないのか」、特に中国と日本の産学官
研の研究を強化しなければならないのか、という
問題です。これに対して利害関係を有するのは、
中国の大学と日本の大学、それから中国の企業と
日本の企業です。当然ながら、本日会場に来てい
る中国企業は比較的少数です。私たちが議論する
主な問題は、いかに私たちの協力、産学官研の連
携・促進により、中国と日本の経済に新たな原動
力をもたらすかという問題です。ここからは、発

言者に発言してもらいましょう。

陳　みなさん、こんにち
は。私は北京大学の教授
で、同時に北京大学の産学
研で働いています。北京大
学の産学研関係者の仕事
は2つの部門に反映されま
す。第1の部門はサービス
のニュース発表、つまり国

外の移転事務所です。同時に北京大学は産業技術
研究院も設立、より厳密に言えば革新創業研究院
ですが、産学研協力に従事しています。

私がお話しする話題は、中国の大学として国家
建設のシステム革新というこのプロセスの中で、
どのように自らの成すべき役割を発揮するかとい
う点についてです。ご在席の皆さまは覚えておら
れるでしょうが、「十八大」（中国共産党第十八次
全国代表大会）は中国の新たな偉大な目標を打ち
出しました、つまり2020年に中国で国内総生産

（GDP）と住民の収入を2010年に比べて倍増する
ことを実現するとしました。この目標は非常に偉
大なものです。2010年に中国のGDPは日本を超
えて世界第2の経済体になりました。中央の「十八
大」の要求に基づくと、2020年に中国のGDPは約
13兆元に達することになります。ではこのデータ
はどのように計算したのでしょうか。このデータ
は実際には簡単な指数の公式で推算することがで
きます。言い換えれば、2012年以降、もし中国が
7－8%というGDP成長率を維持することができ
れば、2020年にはこの目標を実現することができ
ます。現在われわれが知っている7.5%を保つと
いう目標は、実際には「十八大」が提唱した2012年
にGDPを倍増するというのと同様の数学的効果
があります。このため、この数字の背景は比較的
はっきりしています。
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皆さんは中国のGDPが実現できるか否かと心
配していると思います。実際われわれは、過去の
20年の高速の成長を見れば、中国のGDP発展の
余地は依然として大きいのですが、その挑戦は、
今後のGDP倍増には実際、7%－8%というGDP
成長を実現すると同時に、いくつかの重要な問題
を解決しなければならないことにあります。第
1に、環境保護の問題、第2に空気汚染の問題で、
これは皆さんが北京で強く実感されていることと
思います。同時に、第3の食品の安全の問題があ
り、最後に13億の中国人に優れた健康保障を提供
するメカニズムが必要です。こうした問題を解決
すると同時に、7%－8%というGDPの成長も実
現する、これは巨大な挑戦です。中央政府はこれ
らの問題を非常に重視し、「十八大」以降の一連の
改革はいずれもこれらの問題に対する認識と注目
度を大きく引き上げており、多くの政策が発表さ
れました。

さらに最も重要な挑戦として、都市と農村の貧
富の格差の解決という問題があります。これらは
未来の中国の経済発展に対する大きな挑戦です。
人口ボーナスは徐々に消失し、より厳しい環境
制度が既に公布されていると同時に、人口高齢化
が急速に発生しており、これらの問題はいずれも
7%－8%という経済発展に新たな挑戦を投げかけ
ています。

これらの問題解決の唯一の方法は、革新の2文
字です。中国政府は「十八大」開催前の2012年7月
に非常に重要な会議である国家科学技術革新大
会を開催しました。同会には9人の常務委員が全
員出席し、習近平総書記が革新に関する報告を行
い、李克強総理と劉延東国務委員がそれぞれ解説
しました。この報告では数多くの革新が使われて
います。特に李総理の前置きの言葉は、よく国際
の場で引用されます。中国語が分かる必要はあり
ません。色の付いている場所だけ分かれば大丈夫
です、色の付いている場所にはみんな「革新」の
2文字が書かれています。中国政府は革新の研究
に力を入れており、2020年に中国を世界の革新型
国家に仲間入りさせるという大きな目標を掲げて
います。

では、中国の現在の革新能力は世界でどのよう
な地位にあるのでしょう。国連の革新指数に関す
る研究によると、中国の現在の革新指標は35位で
す。私が不思議なことに日本もわずか22位にとど
まっています。日本はもっと上位でもいいと思い
ます。世界で革新が最も強い国は米国、英国、ド

イツといった数カ国の大国を除き、いずれも小国
です。特に北欧の小国や、アジアではシンガポー
ル、香港などです。しかしこれは国連の指数計算
方法の1つであり、皆さんが賛同するとは限りま
せん。しかし、これら関係国の1人あたり生活水
準はいずれも世界最高レベルであり、これが彼ら
の主な論拠となっています。

いずれにせよ、中国と世界の革新型国家との開
きはまだ非常に大きいのです。われわれは少なく
ともまだ20以上の段階があり、今後6年以内にベ
スト10入りを果たし、あるいはベスト15に入っ
て初めて世界の革新型国家と言えます。この挑戦
は巨大なもので、GDPの成長よりもさらに大き
く高いものです。このため、投入を拡大する以外
に、中国政府は 2020 年に 2.5% という GDP を革
新システムに投入すると打ち出しましたが、この
2.5%成長は現在の成長と比べて、割合は大きくは
なく、わずか0.5%の成長です。本当に大きいのは
われわれのGDPを今後数年で倍増することです。
総投入額について計算したところ、今後6年－7年
で総投入額は約1兆ドルになりますが、これらの
資金は革新システムの構築に投入されます。

中国では一貫して誰が革新の主体か論じられて
いますが、この話題は私が米国から帰国して中国
で働き始めた時、非常に興味深いと思いました。
革新のテーマは先進国では明確であり、それは企
業であります。では中国では誰が革新を行うの
か、この問題をめぐって大きく揺れています。大
学は、中国の企業には革新能力がないがため、革
新の主体は大学だと考えています。大学は資金を
使って多くの作業をし、論文を発表してもその後
は何もなく、経済システムとの連携が十分ではな
いと言えます。このため、企業が自分こそ革新の
主体であり、市場と緊密に結びついていると主張
します。しかし、実際に中国企業の革新能力は不
十分なのです。

このため、習総書記は清華大学でのある報告の
際に、こうした事情について明確に発言しまし
た。誰が主体かを考える必要はなく、中国は協同
革新という新たな観点を採用すればよいと語りま
した。私は、協同的な革新は現在、中国の非常に
重要な戦略の一つだと考えます。そこから大学に
おける協同的な革新が提起されます。「十八大」後
には企業がリードし、大学は協同革新が必須だと
強調されました。この観点では革新は市場の軌道
に近く、私はそれが適切だと考えます。

では、国立大学としてわれわれはどのようにし
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て短期間で中国を世界での革新型国家にし、果た
すべき役割を発揮すればよいのでしょうか。これ
は国からわれわれへの要求であるだけでなく、現
在の中国における大学のハイスピードでの発展、
産業の不断のアップグレードという特殊な歴史的
条件の下で、大学の発展を社会に融合させる上で
の独特の激励なのです。改革開放以降、中国は産
学研を重視し始めました。実は中国にも当初、多
くの模倣工場があり、現在でも依然として多くあ
ります。ではどういった状況なのでしょうか。こ
の図表はわれわれが作った清華大学のものです、
この2つの大学はいつも比較されているためです。
これは全国の教育部系統において列挙された大学
の運営する産業の生産額です。ここで誇らしいこ
とに、北京大学が中国の大学運営産業の生産額に
占める割合が38.8%であること、清華大学が20.2%
を占めていることが分かります。以上はいずれ
も教育部の統計によるものです。図表から、全体
の実績は不十分であることが分かります。北京
大学の実績は悪くありませんが、実際にわれわれ
の全てを加えても、中国のGDPのわずか2%未満
で、われわれの余地は巨大であります。われわれ
の38%の大部分は主に比較的成功した企業、方正
集団公司によるものです。方正集団公司はIT技
術に基づき創業された企業で、現在では国外の持
株企業として、投資や不動産、教育、最近では医
療分野にも進出しており、現在の同社の純資産は
300億元以上、毎年名義上では700億元から800億
元にも達する、全世界でも成功した摸倣産業だと
いうことができます。しかし、この企業は残念な
がら2000年以前、当時の中国はまだ比較的貧しい
時期でしたが、企業がこれほど大きく発展したの
は当然、中国の急激な経済発展によるものです。
もし10年近くの発展を詳しく分析すれば、北京大
学の教授が自分の科学研究の成果を使って設立し
た企業は、現在でも大きなものは1つもないこと
が分かります。ここで興味深く、検討するに値す
るある問題を提起します。なぜ10年近くわれわれ
は十分な経費があり、国外についてもよく理解し
ていながら、教授が企業を興すと大企業に発展す
るものは非常に少ないのでしょう。私はここに、
モデルの問題が存在すると考えます。教授が創業
し、教職に携わりながら企業を経営すると、事実
上、こうしたモデルは成功していないことが分か
ります。国際的には非常に厳密な指標がありま
す、技術移転です。技術移転に含まれる意義は何
でしょう。ある教授が科学研究の成果を市場に移

転し、創業が得意な人、プロジェクトが得意な人、
技術にたけた人、市場に精通した人が従事してこ
うしたビジネス運営を行う必要があります。この
ため、われわれはこうした教授化されたモデルを
取りやめる必要があります。こうした協力的な
モデル、つまり協同革新のモデルにより産学研を
行うと同時に、われわれは比較的整備された生態
システムの構築により、市場活動に従事する必要
があります。創業教育から着手し、資産と運営を
再び引き上げて、学校と協力するモデルを通じて
一連の修正を行います。時間の関係で、ここでは
一々列挙しません。

本日は主に大学と企業との協力、政府との協力
についてお話していますが、次に大学と企業の協
力についてお話します。現在、大学と企業との協
力はわれわれの科学研究成果の10%を占め、現在
は多くが伝統的な大学と企業との協力を引き継い
でおり、北京大学は企業の科学研究を支援してい
ます。現在、こうしたモデルを企業と北京大学に
よる共同の協同革新へと修正すべきであり、企業
のためにより深い意義と戦略的な意義で科学の問
題と技術的な問題を解決するようにすべきです。
昨年われわれは500件以上の協力を行い、所有権
経費の10%を占めており、半数を占める大手企業
10社がわれわれと協力し、われわれの教学モデル
の50%を占めており、これは望ましいモデルと考
えます。特に北京大学のような中国で先進的な大
学では、ヒューマンリソースのコストが大きいで
す。グローバルな大企業は相当な数を占めていま
す。われわれは国際協力が重要だと考えておりま
す。

この他に、政府との協力も重要です。特に地方
政府は競争が激しいため、われわれの大学にも毎
日様々な地方政府が訪れ、彼らの科学パークや
インキュベーター、革新パークに進出するよう要
請してきています。このため、われわれは非常に
慎重に一部の地域を選び、北京大学の学外にイン
キュベーターを設置しています。このインキュ
ベーターですが、各パークにそれぞれの重点があ
ります。薬を研究するもの、医療機器を研究する
もの、光学電子製品を研究するものなどです。政
府協力が主に解決する核心的な問題について、皆
さんもよくご存知だと思います。投資企業には
1つの問題があります。つまり科学研究に成功し
た後、早期の段階で経費が比較的不足しているこ
とです。われわれは政府と話し合いました。もし
北京大学と協力したいなら、われわれに最も不足
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しているのはこの部分の経費です、と。政府も非
常に慎重にその部分の資金をわれわれに与え、本
当の科学技術としての価値と市場の将来性を持つ
プロジェクトを追求します。こうした慎重な早期
の投入を通じて彼らを引き出すこと、これがわれ
われの協力の主な立脚点です。北京大学は文系理
系の総合大学であり、これほど多くの科学研究プ
ロジェクトを1日中、地方政府の産業パークにこ
もって実施することはできません。このため開放
的なグローバルな技術移転の協力のためのプラッ
トフォーム、つまり今日のテーマである国際協力
を提唱しています。

なぜ国際協力を提唱するかと言うと、われわれ
の大学卒業生のうち3万人は日本や欧州、米国を
含む海外に暮らしているためです。われわれは、
同窓生の資源は大学の最も重要な資源の1つだと
考えます。そのため、同窓生の資源をわれわれの
産業研究協力の一部としています。第2に、北京
大学は全世界の200カ所以上の大学と様々な学術
交流を行っています。伝統的な学術交流の協力を
産学研の協力に転換しています。こうすることで
われわれの交流の協力はとても大きいものとなり
ます。われわれ自身、われわれの同窓生、さらに
国際協力のパートナーがおります。参加後、われ
われはこうしたプラットフォームを通じて各地区
のインキュベーターに転換します。これが現在、
北京大学で実行している産学研協力です。非常に
多くの大学がわれわれと協力しています。残念な
がら、ここには日本の大学は含まれていません。
本日はこうしたチャンスをいただき、この舞台で
われわれの大学をPRすることができ感謝してい
ます。私は、この分野で多くの日本の大学や企業
が協力に参加するべきだと考えます。何と言って
も日本は中国の隣国なのですから。皆さん、あり
がとうございました。

質問者　産学連携の海外、国際展開ということ
で、海外の大学と連携し、研究、留学、交流から産
学連携に広げようとされているというお話でした
が、もう少し海外の役割分担というか、具体的に
どういうふうにするのかということを、お話いた
だきたいと思います。

陳　中国は現在、高度発展とアップグレード・モ
デルチェンジの時期を迎えていますが、これらは
科学技術の大きな需要を生んでいます。西側諸
国、特に米国や欧州の金融危機後、大学の多くの

成果が転化の支援を受けにくくなりました。そ
のため需要と供給者を結びつけ、本校のプラット
フォームを通じ、本校と日本の大学の協力、海外
の大学の成果を、中国市場と結びつけたいと考え
ています。中国は20数年間の蓄積を経て、市場
の需要を拡大したほか、巨額の資本が生まれまし
た。政府も大規模な投資を実施しており、中国に
は多くの資本があります。最後の一つ、大学の強
みに関してですが、本校には多くの人材がおり、
本校の成果の移転・転化に積極的に参与していま
す。各国の大学と交渉を進める中、最も重要な問
題は知的財産権保護の問題となっています。大学
という部門の中では、主に知的財産権の保護、知
的財産権の移転・転化が研究されているからで
す。国をまたぐ技術協力の交渉において、知的財
産権の保護という問題については、意見交換がし
やすくなっています。本校には同問題を解決する
部門があり、本校の国をまたぐ技術協力の重要な
強みともなっています。また外国の一部の大学
は、中国の知的財産権保護の制度が世界的な基準
より劣っているとし、これを疑問視しています。
北京大学のプラットフォームでは、世界と比較
し、基準を合わせようとしています。本校も投資
に参与しており、地方政府とのさまざまなパート
ナーシップの交渉では、世界の知的財産権保護の
内容と一致する手段を採用しています。最後に、
本校は中国域内の企業とのパートナーシップを模
索していますが、本校の中国市場に対する理解を
通じ、協力に適したパートナーを絞り込んでいま
す。

質問者　ありがとうございます。

質問者　よろしいですか。先ほど説明の中で、中
国のスタートアップが2000年までは非常にうま
くいっていたけれども、2000年以降、この10年
間はうまくいってないということですけれども、
1 つの見方としては、ご承知のように中国のス
タートアップが始まったのは改革開放が始まっ
た後です。それまでは計画経済で、企業は一切研
究をしてはいけない。大学と研究所が研究成果を
持っていて、企業は研究能力がなかったのです。

ところが2000年ぐらいになると、もう先発的
な企業がかなり技術能力をある程度つけてきて、
コンペティターが非常に出てきました。そこが大
きな違いじゃないかという気がしているのです
が、どうお考えでしょうか。
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

セッション2 • 産業連携によるイノベーション創出と国際産学連携  ー事例紹介を中心にー

林 建華　陳先生は先ほど、大学は大学の事業に
取り組み、企業は企業の事業に取り組むべきだと
仰いました。これと同時に両者の協力を強化する
ことも、一つの手段かと思いますが、これについ
ては陳先生が指摘されたばかりです。ここで少し
補足させていただきます。本日の議題のキーワー
ドは、産学研の国際協力となっておりますが、中
国はモデルチェンジの段階にあり、多くの企業、
特に民間企業が新技術を渇望しています。私のい
る浙江省では、多くの民間企業がこのような新技
術を模索しています。現状を見ると、米国の金融
危機後に投資に影響が生じ、ハイテク事業への投
資が減少しましたが、中国では民間から資金が動
いています。今後の国際協力は、この点について
も考慮するべきです。今日の中国民間企業は、技
術に対して大きな需要を持っているからです。本
日は時間の都合もありますので、次に移りましょ
う。ここからは、京都大学副学長の、小寺秀俊先
生に発言していただきます。

小寺　ご紹介いただきま
した小寺でございます。今
日はこういう機会をいた
だきまして、ありがとうご
ざいます。

先ほど中国のお話があ
りましたけれども、京都
大学も昨年春に、「2x by 

2020」といって、2020 年までに大学のいろんな
プロジェクトの指標を2倍に増やそうと。これは
みんな同じようなことを考えていて、2020年とい
うのが1つの合言葉になっています。日本ではオ
リンピックがあるし、それに関係してつけたのか
なと言うかもしれませんけど、大学の問題点とい
うのをいろいろ考えた上で、2020年という1つの
指標を作り、そこを1つのマイルストーンにして
動いているということが、この考え方です。

いわゆる大学の役目というのはもともと教育と
研究であったわけです。それで日本の国立大学自
身も、私どもの大学は設立以来116年になります
けれども、やはり教育と研究が主でした。

ところが、この10年前に法人化しまして、国立
大学法人になり、3つ目のミッションのいわゆる
社会貢献というものの一部でテクノロジーのト
ランスファー、いわゆる技術移転というものが
入ってきました。

ただ、われわれの考える大学の役目というのは、

技術だけ移転しているということでは非常に問
題があります。技術だけの移転ではなく、ここに
ナレッジ、いわゆる知恵、知識がついているとい
うことが非常に重要だと考えています。私の部門
も、technology and knowledge transfer division
になっています。

それで京都大学の紹介を少しさせていただきま
すと、1897年の設立です。ちょうど116年。－10個
の学部と、大学院が18。研究所が14で、研究棟、
いわゆる教育センターが27ございます。総合的な
大学ですけれども、研究機関が非常に多いという
大学です。

それで学生数が約2万4,000人、アカデミックの
教授、准教授、助教というものが3,400人おります。
キャンパスが3つあり、メインキャンパスと宇治
と桂、大体10キロ離れた京都の町の中にございま
す。

夏には京都大学の後ろには大文字という山があ
り、山が燃える送り火と言うものがあります。　
京都というのは1200年間、いわゆる政治の中心と
いうよりも、古い産業がたくさんございました。
この産業をベースに生まれた企業が、例えば今日
来られている堀場製作所であったり京都セラミッ
ク、いわゆる京セラ、オムロン、それからもう1つ
は任天堂ですね。京都大学の周りから生まれた、
いわゆるかなり古いベンチャー企業でが非常に
大きく育っています。京都は決して学問だけを
やっているのではなく、技術移転をして、そこか
ら産業が生まれている場所です。ただ、産業が成
長していく上で大学がどこまで機能したかという
のは、なかなか難しい。それは評価されるべきも
ので、われわれが言うべきものではないと思いま
す。

私どもの大学は116年前に研究、基礎研究をす
るための大学としてつくられました。これは、大
学創設時のミッションに書かれています。一昨年
ノーベル賞を取りました山中先生をはじめ8人の
ノーベル賞受賞者、それからフィールズ賞の受賞
者等々がいますが、我々の大学の先生方3,400人
に「あなた何したいですか」と聞くと、「基礎研究
がしたい」と答えます。「会社やりたい」と言う人
いないですね。

ところが、実はこの基礎研究も裾野が広いとい
うことは、ここの上に積むべき応用研究からその
もうちょっと先の実用化研究というところのピラ
ミッドの高さというのは非常に高いということが
言えます。
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実は2007年には京都大学の技術移転、いわゆる
特許の収入というのは、日本国内で20位でしかあ
りませんでした。それでちょっと頑張り、2008年、
2009年と上へ上がり、2011年から、昨年2013年も、
特許の移転料、いわゆる特許をライセンシーして
いるライセンス料では、日本で今トップです。そ
れから、いわゆる産学連携の共同研究による企業
からの収入も日本でトップです。これは何かと
いうと、やはり研究開発の基礎があるということ
は、そこにいろんな知恵がある。そこにいろんな
新しい技術があるということで、たくさんの企業
がやってきてくれます。

確かに先ほど陳先生が言われたように卒業生の
ネットワークが非常に大きく機能しているのも、
確かです。京都大学は今、全世界に100の同窓会
組織を持ち、私同窓会も担当していますから、毎
週のように同窓会で世界中行きます。同窓生の大
切さというのも重要です。ただ、新しい人たちを
排除しているわけではなく、どんどん新しい人た
ちが入ってきます。学問の世界にいる人たちはよ
く分かると思います。

昔は学問の世界というのは、このように非常
にシンプルでした。根っこが1つで、そこから物
理が生まれて、物理が化学になったり、バイオロ
ジーになったり、メディスンになったり、それか
らその中から哲学が生まれてと…。昔は哲学者が
解剖学をやったりしていましたし、いろんなこと
をやっていました。シンプルだったのですね。

ところが今、たいそう複雑になっている。例え
ば私も研究者の1人ですけれども、自分がどこ
にいるか、どこの先端にいるかを俯

ふ

瞰
かん

して見れ
ないほど、非常に突っ込んだ細かい世界の中に
います。そうすると、企業の人がやってきて「一
緒に研究をやりましょう」と言われても、自分の
フィールドのそばでないと話ができないのです。
周りのところにはたくさんの研究者がいます。と
ころが、その研究者は京都大学にいない。よその
大学にいます。もしかしたら海外にいるというこ
とがあります。

例えばライフテクノロジー。私ちょっとライ
フの世界にいますけれども、材料からシステムま
で、ハードウェアからソフトウェアまでをプロッ
トしてみます。3,400人いる京都大学の先生方か
らライフテクノロジーの人たちをプロットして
も、これだけしか埋まらない。これは1つの例で
すけど。

ほかの日本の大学の人たちを入れると、もう

ちょっと増えます。海外の大学の人たちを入れる
と、こういうふうに出てきます。例えばここに企
業の人たちがやってきて、「何かをやりたい。何
か新しい問題解決をしたい。新しい夢をかなえた
い」と持ち込まれた時に、いかにそれを組み合わ
せるかというのは、もう大学1個ではできないし、
1つの国の中でもできない。このときは国際連携
するしかないのです。

何か夢をかなえるときに、大学は、基礎研究を
応用展開するためのいろいろな知恵も持ってい
ます。ところが、実用化するため、事業化するた
めの知恵は持っていません。そういうのは企業が
持っています。ただ、るので、企業の人とこれま
でのような1対1の共同研究をやっていては、全
部イノベーションが起こるということはない。や
はり1つのシステムを作っていくためには、世界
中から一緒に集まって共同研究をし、実用化開発
をするということが、非常に重要になってきてい
ます。

それで、私どもの産学連携本部の構造を5年前
に変えました。京都大学のknowledge technology 
transfer division、いわゆる産学連携のディビ
ジョンと、海外の産学連携のディビジョンが組む
ことで、いろんなワークショップをこれまでも開
いてきました。そのワークショップもターゲット
を決めたワークショップだけではなく、京都大学
から100人以上の規模で13のセッションを相手の
大学と一緒につくる。そこで共同研究を目的にや
る。

今までは事例発表でいわゆる自慢話だけをして
いたのですけど、そうではなくて、事例発表をし
ながら、次の日必ず共同研究の話をする。我々の
後ろには政府もついていますし、日本のほかの大
学、それから日本の企業とのネットワークを密に
する。海外の大学も同じようにそれぞれとのネッ
トワークを持つ。このネットワークをうまくつな
ぐこと、ブリッジングすることで1つのチームを
つくっていくということができます。

私ども京都大学は基礎研究ばかりやっているわ
けではなくて、目的別のビルを建てさせていただ
きまして、その一つとして宇治には電池の研究所
があり、たくさんの企業、いろいろな大学が入っ
てきています。

それから、京都大学は非常にライフサイエンス
が強いので、医療機器関係の棟。それから、薬品
関係の薬屋さんたちの棟。それからもう1つは、グ
リーンテクノロジーのいわゆる化学の人たちの棟。
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それともう 1 つ、京都大学の時計台のすぐ横
に、産学連携のイノベーション棟というのがあり
ます。インターナショナルイノベーションセン
ターっていうのをつくり、京都大学にありながら
国内のよその大学、海外の大学、海外の研究機関、
企業がオフィスを持ち、産学連携を日常的に実現
でき、イノベーションをコーディネートしていこ
うとしています。

それぞれのカレントは、それぞれの大学、
フィールドから来ると思います。問題は、こうい
うコーディネーション機能、それからプロモー
ション、先ほど陳先生が述べられましたけど、そ
れぞれの部分を守りながら、いかに伸ばすかとい
うことが重要で、そういう仕組みというのを提供
していかないと、大学の産学連携というのはこれ
以上伸びないのではないかと思っています。

以上です。ありがとうございました。

林 建華　小寺先生には、素晴らしい例を挙げてい
ただきました。

質問者　私は華東理工大学を卒業し、現在は岡山
大学に勤務しています。このような交流の機会を
設けていただき、感謝しています。ところで、京
都大学に関する最近の報道について質問がありま
す。学長が今年任期を終え、次期の学長は国内外
からの公募によって選ばれると聞きました。仮に
中国の人が公募に参加し、学長になれば、日中の
国際交流を促進することができます。それから東
京大学は2年前、春季入学から秋季入学に変更し
ようとしましたが、失敗に終わりました。京都大
学の次の学長の選考について、具体的に説明して
もらえますか?

小寺　私たちも新聞で知ったので、皆さんと情報
は一緒です。分かりません。大手企業に技術移転
したのではなく、技術移転組織をつくり、自分た
ちの持っている特許をセールスしてもらう。特許
というのは、そのままリストアップして持ってい
るだけでは何も役に立たないので、会社の人たち
に対して役立ててくださいというので、半分営業
をしているというのが事実ですね。

林 建華　中日の状況には一定の差があり、企業の
状況にも一定の差があるかと思います。中国では
現在、高い自主開発能力を持つ企業は少なく、多
くの企業の自主開発能力が低めとなっています。

中国の大学にせよ研究所にせよ、その技術が企業
に移転されるにあたり、実際には断層があり、IP
をそのまま企業に渡すことはできません。こうし
た場合、企業は通常受け入れようとしません。企
業は技術のすべてを求め、できれば製品も代わり
に生産させようとします。これは中国の大学、ま
た日本の大学にとっての問題かもしれませんが、
中国での技術転化の直面する状況については、ど
のようにお考えですか?

小寺　ありがとうございます。確かに難しい問題
だと思います。企業が抱える問題点を解決するた
めに、どのような特許が必要か。われわれの持っ
ている特許で、技術的な課題が解決できるのかど
うかというのを一緒になって考える必要があるだ
ろう。そこでまた新しい共同研究というものも生
まれるので、特許を単品でつくってあげていると
いうわけではなく、その技術とセットになってい
る。

質問者　陳先生も、イノベーションの協力につい
て話されました。小寺先生は、一つの技術的知識
を移転する中の、系統的な解決策について話され
ましたが、私たちの大学の教員は技術の研究に専
念しています。それでは、京都大学はどのように
して、あれほど多くの特許を取得できたのでしょ
うか?私は、イノベーションセンターというメカ
ニズムだけでは不十分だと考えていますが、どの
ような方針や育成の体制により、このような人材
を輩出しているのですか?

小寺　人材育成は非常に難しくて、特定の人を人
材育成するというよりも、大学の中に今、全部で
50人近いユニバーシティリサーチアドミニスト
レーターがいます。そういった人たちの能力開発
をするため、非常に抽象的な課題に対して技術が
提供できない、問題が解決ができないということ
を学生、それから先生方を含めて例えばカフェみ
たいなセッションをやって、トークしています。
その中からいろんな解決方法を探していくという
のも試みの1つ。まだ過程ですけれども、やって
いる途中です。非常に重要な問題です。

林 建華　時間の都合上、この問題の議論は後で続
けましょう。ここからは、日立中国研究開発有限
公司の田辺史郎総経理に発言していただきます。
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田辺　日立中国研究開発
有限公司の田辺です。私た
ちの会社は日立グループ
全体の中国のR&Dを担当
しており、本日の発表は日
立グループのR&Dの状況、
それから中国R&Dの状況、
そしてその中でも非常に

大きな柱になっております大学との連携について
説明させていただきます。

まず、日立グループ全体のグローバルR&Dの
体制です。日本には3つの研究所と1つの本部が
あります。みな東京の近辺にあるわけですけれど
も、合わせて約3,500人の研究者がおりまして、こ
れは恐らく日本の中では民間企業としては一番多
いと思います。そのほかに海外、日本以外の国に
6拠点持っておりまして、ヨーロッパ、それから
インド、シンガポール、そして中国、アメリカ、ブ
ラジルです。その合計が300おり、その中でも中
国のR&Dが一番多くて、合わせて140人というこ
とです。

ただ、ここにありますように、日本の研究者に
比べてまだまだ海外の研究者は少ない。1割弱し
かいないという状況であります。それから、日立
全体の売り上げからいきますと、中国というのは
日本以外では一番売り上げが大きい。12%ぐらい
を占めておりまして、アメリカやヨーロッパ全体
よりも大きい。非常に中国の市場を大事にしてい
るということです。

かつては、テレビや空調が有名だったのですけ
れども、今は社会インフラ関係、例えばエレベー
ター、建設機械、電力、情報機器と、こういった
もので売り上げの多くを占めております。ですか
ら、まだまだ中国のR&Dももっともっと大きく
するという計画を立てているところです。

次に、この日立中国R&Dの状況です。まずポリ
シーですが、中国地域優位性を生かした地の利・
R&D経営というところです。これは何を言って
いるかというと、日本にある研究所と同じことを
やっては存在意味がないということで、中国の優
位性を生かした、例えば人材であるとか、資源で
あるとか、それから市場であるとか、そういった
ことを利用したR&D経営をやっていこうという
のが1つのポリシーです。

北京と上海の研究所合わせて140人ということ
で、R&D活動を始めたのは2000年、独立会社に
なったのは2005年です。

北京の方は、情報分野、プラットホーム、ソ
リューション、それから社会インフラとしては、
中国のスマートシティ、スマートグリッド、ある
いはスマート交通といったところです。やはり首
都ですから、政府があり、それから標準化機構が
あって、IT中心の研究所になっております。

それに対して上海は日立グループの製造拠点が
集中しており、モノづくりを中心とした研究所に
しています。中国の材料技術創新センターである
とか、組み込みシステムですね。医療、家電、デザ
インセンターということで、北京、上海、それぞ
れ特徴のある研究所を持っています。

ここからは大学連携の話に入ってまいります。
私たち、大学との連携活動は、この中国R&D活動
の中でも1つのメインの活動だと位置づけていま
す。

中国有力大学との連携によるナンバーワンの技
術創生、将来事業の布石ということで、やる理由
は、やはり優秀な人材が豊富。これは大学教授、
学生も間違いなくたくさんいらっしゃるからとい
うことです。

それから、政府、有力機関・企業とのパイプが
非常に太い。特に政府の方と太いパイプを持って
いるというのは特徴だと思います。

それから、有力教授に日本の経験者の方もい
らっしゃるとか、プロジェクトベースの柔軟な組
織形成が可能ということです。私たちが新しい
テーマを立ち上げるときに、なかなか企業はすぐ
に人が集まることができません。ですから新しい
テーマを立ち上げたりする際に大学の力を借りて
おります。

それから、特にアルゴリズム、解析力、プロトタ
イピング、こういった能力に長けているのではな
いかと思っております。

大学の連携の形態としては、組織的な包括連携、
連合実験室設立、共同研究を日立グループ全体で
はたくさんの大学とやっており、林先生の浙江大
学とも連合実験室をつくっているところでありま
す。

それから日立の特徴としては、オフ・キャンパ
スラボ活動ということで、大学と絶えず交流し、
研究の方向性を創成、成果を共有するということ
で、大学との太いパイプを長期にわたり構築する
ことに努めています。

とにかく1週間に1度、あるいは1カ月に1度ぐ
らい交流をし、軌道修正をしながら成果に結びつ
けていく。これは現地のR&Dがあるメリットだ
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と思います。こういうことで、長い間活動を続け
ています。

特に私たちの研究所は、3つの大学と現在、連合
実験室をやっており、清華大学とは、Green ICT 
Labということで、低炭素化に向けた省エネICT
の先行技術の開発を、それから復旦大学とは、先
端ソフトLabということで、大学を通じて中国企
業と次世代クラウドの研究を進めています。それ
から、上海交通大学は材料技術創新センターとい
うことで、これは日立グループとして中国材を使
うことはコスト競争でこれから必須になることか
ら、材料の評価、モノづくりの支援をやっていま
す。

ということで、それぞれ大学の特徴に合わせ、
清華大学ですとコア技術開発、復旦大学ですと市
場の開拓、上海交通大学ですと日立グループの中
でのコスト低減を、といった形で関わっていま
す。

ちょっとその内容に簡単に触れさせてもらいま
す。清華大学連合実験室ではこのGreen ICTとい
うことで、物聯網と言われる物のインターネット
に関して、特にスマートシティの建設の重要要素
ということで位置づけております。連合実験室と
いうのは2001年から始まっています。三網融合に
おけるブロードキャスト技術の物聯網のセンサ層
適用ということで、ここの先生はしばらく派遣研
究生として日立の研究所にいました。それから清
華大学に戻って研究していますが、こういった人
材交流が非常に大事だということです。合宿と称
して月に1回、北京郊外に泊まって、夜を明かし
ながら議論をしているというようなこともやって
おります。

上海交通大学の中には実験室があり、日立の実
験装置を置いて、中国材料の評価や、鋳造、分析
などをやっていく中で、日立グループに貢献して
いくということをしています。なかなか企業です
と、こういった設備を用意すること自体、非常に
コストがかかるので、大学のインフラを活用する
といった形での共同研究を行っています。

清華大とは包括連携をしており、清華大・情報
大講堂ということで、国際的に活躍できるリー
ダーシップを持った人材の育成を支援していま
す。日立側からのフェロー、技師長と、清華大学
からの来訪者とが講演者となっております。日立
側から見ますと大学における日立の存在感の高
揚、大学から見ますと最先端の技術、あるいは企
業動向の紹介による学生の視野拡大ということ

で、両方にメリットがあるのではないかというこ
とです。

研究内容ですが、あいまいさの排除、目標値、
期限、仕様などを明確にするということが必要か
と思います。私は日本の中央研究所というところ
にいましたが、そのときの研究を考えると、大学
の先生とも長く付き合って、日本流の阿

あ

吽
うん

の呼吸
といったもので、走りながらいろいろ考えていく
といったスタイルに慣れていました。しかし、始
まる前に、どういう仕様でやっていくかというこ
とをきちっとしておくこと。成果が具体的になれ
ばなるほど、中国の大学は歓迎するということが
あると思いますので、やはり始まる前にきちっと
やっていかなきゃいけないというのは、相当あり
ます。

それから、よく日本の本社の方から技術流出の
心配をするということがあります。これは日立だ
けではなく、日本の企業では結構あると思います
が、私は全く心配しておりません。特許・権利化、
それをやはりきちんと契約で明文化すれば、何の
問題もないことです。、特に大学連携活動は技術・
製品を持ち寄る事業連携とは違って、その活動の
中で技術を創生するわけですので、技術流出の有
無ではなく、技術創出の場と考えております。こ
のことは日本側に一生懸命説明しております。で
すから、過度に技術流出を懸念する傾向に対して
日本側に声を大にして私はいつも言っています。

それから文化の相違ということで、やはり時間
軸の違いがちょっとあるかなと感じます。いわゆ
る長期スパンの中国大学と短期の日本企業という
ことです。4000年の歴史がある中国は、とにかく
遠い先も見ながら近くをやる傾向があります。中
国の大学が、短期的な成果とは別に遠いビジョン
をわれわれに示して、それを共有するといった連
携がやはり必要ではないかな、と思っておりま
す。

とにかく大学との連携は、中国の活動において
非常に大事で、1つの大きな戦力とわれわれは考
えています。

質問者　田辺総経理、素晴らしいスピーチをあり
がとうございました。質問があるのですが、日本
企業が中国で開発研究を実施した場合、その成
果、つまり特許権ですが、大学と共同研究した場
合はこれを共同で保有することになります。それ
ならば具体的に、日立中国研究開発有限公司と、
日立本社の特許権の保有比率はどの程度になって
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いますか?それから重要なことですが、特許権の
中国における現地化と市場化の比率はどの程度に
なっていますか?

田辺　大学個々にやはり違う契約になっています
が、基本的にはその特許がどれだけ、どちら側が
貢献しているかということでその権利も決まると
いうことです。どの大学とはその特許ごとに、そ
の配分を決めて権利化するということです。要す
るに、その特許の発明にどれだけ貢献していくか
の割合を決めて、その権利の割合も決める。それ
に従って、今度は費用も決めるといった形を取っ
ております。

陳　海外のトップ500社が中国で多くのM&Aセン
ターを設立していますが、北京大学、清華大学、
浙江大学の最も優秀な学生の多くは、その高給に
魅力を感じています。他にももう一つ注目してい
ることがあります。皆さんは、先ほどおっしゃっ
た技術流出の問題を懸念しています。ところが実
際には、中国の学生は難しい科学研究を任されて
いません。私の学生で、フィリップスのエンジニ
アになった人がいますが、初任給が教授の給与を
上回っていたので、就職した当時はとても喜んで
いました。彼は一年後、私に電話をかけ、もう嫌
になったと言いました。どうしたのか、高給取り
になったのに嬉しくないなんてと言うと、一年以
上が経つのに、建設的で挑戦意欲を掻き立てられ
る仕事が一つも与えられていないと答えました。
技術流出を防止するため、多くの海外の M&A
センターは、重要な科学研究問題を解剖してか
ら、簡単な部分を中国人に研究させます。最後に
これらの科学研究の成果を本社に集め、一つにま
とめるのです。実際には中国人学生は、挑戦意欲
を掻き立てられる研究開発の技能を学び取ってい
ません。この問題は、中国のM&Aセンターでは
どのように解決しているのですか?

田辺　正直なところ、今まではコアの技術を本
国、日本で開発して、その周りの中国仕様といい
ますか、顧客対応のところは中国R&Dでやると
いう形式がほとんど主流でした。ただ、これはも
う2～3年ぐらい前から変わりつつあります。そ
ういった製品技術が本国ベースのものでは、もう
全く市場に受け入れられない。すなわち、中国の
本当のニーズから始まって、中国で技術開発して
いかなきゃいけない。まさにそういう形になって

おり、むしろ中国で市場に通用しないものは、ど
この世界にも通用しない。特に新興国などでは通
用しないという形になっており、コアの部分も今
は中国で開発しています。

林 建華　一つ質問があります。短い言葉で答えて
いただきたいのですが、中国の大学との協力は、
会社の技術にとって必要なことなのでしょうか?
技術以外の理由があるのでしょうか?私の言いた
いことをはっきり言い表せたかは分かりません
が。

田辺　技術はもちろん、最初のプライオリティで
すが、もう1つはやはり、その大学を通して、人材
であるとか、政府であるとか、中国企業であると
か、そういうコネクトも期待しているわけです。

林 建華　はい、時間の都合があるので、ここまで
とします。ありがとうございました。ここからは
林奨さん、堀場貿易有限公司の総経理にお話いた
だきましょう。

林 奨　大家好。まず初め
に、今日は、関係各位の
方々にこのような機会を
与えていただき感謝申し
上げます。今日は堀場製作
所が中国でどのような産
学連携を具体的に行って
いるかというご紹介をさ

せていただきます。
まず堀場製作所の紹介ですが、本社が日本の京

都にあります。年間の売り上げが1,381億円、開
発投資が107億円で、かなりの部分を開発投資に
使っているということです。それから、グループ
全員で5,700名います。自己資本比率が60%とい
うことで、非常に安定した事業をさせていただい
ています。

会社は、1945年に堀場雅夫・現最高顧問が京都
大学の学生時代に事業を始めたというところが始
まりです。現在では26の国に37の子会社を有し
ています。

製品として5つの事業部に分かれておりて、汽
車の計測システム、2番目がプロセスと環境で、そ
れから医療部門、半導体、最後は科学機器という
ことです。　非常に世界的に高いシェアを持って
いるところが特徴だと思います。大型の自動車排
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産学連携が拓くグローバル・イノベーションの扉

セッション2 • 産業連携によるイノベーション創出と国際産学連携  ー事例紹介を中心にー

気ガス測定機器ですと、世界の80%のシェアを
持っています。それから、煙道排ガスですと世界
の20%。半導体工場で使うマス・フロー・コント
ローラーは43%のシェアを占めています。　開
発、生産の拠点は、日本以外にもヨーロッパ各国、
それからアメリカ、アジアに大きく展開していま
す。従業員では、日本人より外国人の方が多く、
京都の本社にも外国人がたくさん一緒に仕事をし
ています。よく朝早く会社に来ると、アメリカと、
電話会議なり、テレビ会議なりをやり、夕方にな
ると、ヨーロッパと、といった具合です。

社訓は「おもしろおかしく」で、中国語なら「新
奇&有趣」でしょうか。「仕事というのは人生の
中で一番大事な時間を使う。全身全霊で取り組め
ばきっとそこに楽しいものが感じられる」という
堀場雅夫最高顧問の言葉を社是とさせていただい
ています。これに関して中国でも本が出版されて
います。もちろん仕事もそうですが、社員同士の
コミュニケーションというのを非常に大事にして
います。家族も含めてのいろいろなコミュニケー
ションの場があり、社員のお嫁さんとかを会社に
呼んで楽しくやっております。

働きがいのある会社ということで毎年ランキン
グが発表されますが、従業員1,000人以上の企業
で11位ということで、各従業員が本当に仕事に誇
りを持ってやっています。

それから、堀場雅夫賞というのがあります。
2003年に堀場製作所50周年を記念してつくりま
した。国内外の若手の研究員をサポートするとい
うことで、毎年10月に京都大学で表彰式をさせて
いただいております。今年の募集はガス計測全般
ということで、中国の方からもたくさんのご応募
をいただいております。

それから科学技術振興機構（JST）との関係で
すと、1つはCOIのプログラムということで、京
都大学を核とするプログラムに堀場製作所も京都
の社の1つとして参加させていただいています。
過去にいろいろなJSRからのサポートがありま
す。

ここからが本題ですけども、今の中国の抱える
環境問題は、大気汚染、水質汚染、土壌汚染の3つ
の分野があると思います。非常に深刻な問題と
いうことで、緊急の対策改善がもとめられていま
す。

大気汚染に関する中国との関わりの1つとして、
2008年に環境自動連続観測技術という専門の中国
語の雑誌を発刊しています。

産学連携として2012年から北京市にある1つ
の研究所と共同研究を開始しました。もともとこ
の話は中国とお付き合いのあった研究所から製
品を作りたいというお話がありました。て中国製
の製品というのはまだまだ精度とか安定性という
ところに課題があります。そこに弊社の技術など
を活用し、中国に合った製品開発ややパブリケー
ションを展開したいということで、いくつか取り
組んでいます。

それからもう1つ、これは昨年の10から清華大
学の環境学院というところで、大気汚染や水質汚
染に関する共同研究をとやっているところです。

実はわれわれの地域では分析計はたくさんあり
ますが、中国の大気を測ったり、水を測ったりと
いうことはできません。これを現地の研究所とか
大学と一緒に、実際に中国にあるサンプルを測っ
て、どんな問題があるか、どこから出ているか、
どういうシステムを提供すればいいかといった研
究をやろうということです。

共同研究の要点ということで、一番大事だと感
じた6点を挙げさせていただきます。

まず、現地の要求と状況を正確に把握すること。
これが結構分かったつもりでできてないというこ
とがありました。それから、正確なデータを基本
にして計測して研究進めること。それから、よき
協力相手を見つけること。これは短期間ではなく
て、中長期的に考えてやる。それから、問題、課
題に対して共同で対処すること。計画の実現性を
意識して研究を進めること。いくらこれがいいと
言っても、実現性の薄いものですと、なかなか続
きません。

一番最後が最も大事ですけれど、具体的に解決
案を提案するということです。我々はいろいろな
ものに関わっていますが、関わるだけでは駄目で
す。これを具体的にどうやったら解決できるかと
いうところまでセットでやらないと、なかなか実
現は難しいということを、先生方と話して感じて
おります。長期的視点での相互信頼ということで
す。

質問者　大学の科学研究費の30%は企業から得
られています。統計データの平均を取るこうなり
ますが、浙江大学の比率はどの程度でしょうか?
企業からの投資のうち、海外の比率はどの程度で
しょうか?中国の大型国有企業、それから民間企
業の比率は?具体的に教えて下さい。
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● パネルディスカッション1 ● 日中における産学連携の現状と課題

林 建華　現在の資料で説明しましょう。浙江大学
は1897年創立の、最も早く設立された大学の一つ
です。浙江大学の現在の科学研究費、外部からの
支援は31億元に達しています。そのうち4分の1、
つまり約25%は企業からで、約75%は国家からと
なっています。特に最近の重大プロジェクト、例
えば本校の1000万元以上の規模を持つ国家重大
プロジェクトは116件に達します。本校の全体的
な科学研究力は非常に高いと言えます。今年は国
家技術賞を11件獲得し、そのうち2件は国家科技
進歩一等賞、9件は二等賞でした。学術論文数も、
常に全国の大学のトップクラスです。

現在もグローバル企業や大学との提携の強化に
取り組んでいますが、そのうちの一つとして、浙
江省に新キャンパスの建設を予定しています。こ
のキャンパスは国際キャンパスで、本校は協力を
さらに強化しようとしています。また多くの企業
と協力しており、日本企業との協力は順調に進め
られています。富士電機などの企業と協力してお
り、富士電機とのプロジェクト、太陽エネルギー
の実験は数千万元の規模に達しています。ここに
は他にも一連のデータがあります。主な協力分
野は光学、エネルギー、熱エネルギー、工業設備、
電機・電子など、日本の大学や企業と協力関係を
結んでいます。浜松ホトニクスとは国際光子実験
室を共同設立し、埼玉大学とは石炭クリーン利用
の共同開発プロジェクトを推進し、米国のJTCと
はセメントを共同開発し、富士電機とは浙江大学
富士電機研究センターを共同設立しました。本校

はより多くの日本企業との協力を希望していま
す。

先ほどの議論の中で、皆さんからも多くの質問
がありました。これらの問題は、私達の協力が直
面している問題でもあります。中国と日本は一衣
帯水で、高い相互補完性を持ち、協力を強化する
必要があります。当然ながら、私達はさまざまな
問題に直面しています。このような状況であるか
らこそ、学術・民間の協力と交流の強化が必要な
のです。また経済の面でも、高い相互補完性を持
ちます。先ほど中国企業は重大なモデルチェンジ
の段階にあり、技術を必要としていると述べまし
た。私は別の学校で、アメリカ3大実験室の一つ
であるパロアルト研究所と研究院を共同設立し、
米国の技術を中国で転化しようとしていました。
中国企業、特に民間企業の中に、これらの技術に
対する大きな需要があることを知りました。そ
のため私達の協力は、中国経済の、そして日本経
済の力になれると信じています。浙江大学は、皆
さんとのより良い協力を目指し、両国の経済に貢
献を成し遂げるよう努力します。先ほどの質問に
もありましたが、本校についてご紹介します。本
日の会議、午前と午後の会議は、私達すべての出
席者にとって素晴らしい学習の機会でした。この
会議の交流を通じ、中国と日本、学校と企業の協
力を力強く促進できるはずです。この会議によっ
て、より多くの協力の成果が、中国と日本で根を
下ろし、花を咲かせ、実を結ぶことを願っていま
す。



パネルディスカッション2
─ 大学の役割および国際人材の育成 ─
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松本 洋一郎　■東京大学 理事・副学長

真壁 利明　■慶應義塾大学 常任理事

辻 篤子　■朝日新聞社 記者

蒲 嘉陵　■北京印刷学院 副学長

李 俊傑　■大連理工大学 副学長

1977年3月東京大学大学院工学系研究科機械工学専門課程博士課程修了（工学博士）、同年4月東京大学工
学部講師、1978年4月助教授、1992年8月教授に昇任、現在は同大学院工学系研究科教授として教育・研
究に従事している。2006年4月から2年間工学部長・大学院工学系研究科長を務め、2009年4月より東京
大学理事・副学長。専門分野は流体工学、計算力学、分子動力学、希薄気体力学、ミクロ熱流体力学、気泡力
学、混相流、キャビテーション、医療支援工学、知識の構造化。

1947年生まれ。1970年慶應義塾大学工学部卒業。同大学大学院工学研究科修士・博士課程（電気工学専攻）
を経て、1975年慶應義塾大学工学部助手。1991年理工学部教授。2001年～2004年まで大学院理工学研
究科総合デザイン工学専攻長。2007～2009年まで理工学部長・大学院理工学研究科委員長。2009年から
慶應義塾常任理事・専門分野は「プラズマエレクトロニクス」で、非平衡低温プラズマの素過程・輸送理論・
プラズマエッチング予測デザインなどの研究に従事。
■著書：“Plasma Electronics:Applications in Microelectronic Device Fabrication”（Taylor & Trancis；New York)など
多数。工学博士。IOP、AVS、JSAP、JFESの各Fellow。西安交通大学・POSTECH・Rlue Univ. Bochumの各客員教授歴任。

1976年、東京大学教養学部科学史科学哲学分科卒業。1979年、朝日新聞社入社。科学部、アエラ発行室、
アメリカ総局などで主に科学技術関係の報道を担当。2004～13年、論説委員として、科学技術、科学技術
政策、大学教育、医療問題などに関する社説を執筆。2013年2月から現職。2010～11年、書評委員。1989年
マサチューセッツ工科大学ナイト科学ジャーナリズムフェロー、2004年オックスフォード大学ロイター
フェロー。専門は、科学ジャーナリズム。

1978年10月～1982年7月、北京印刷学院印刷工芸専攻（工学学士）。1983年10月～1986年3月、千葉大学印刷工
学専攻（工学修士）。1986年4月～1989年3月、東京工業大学物理情報専攻（工学博士）。1986年4月～1990年3月、
東京工業大学画像工学研究所（準客員研究員）。1990年4月～1996年5月、北京印刷学院印刷技術科 副主任／副教授。
1996年6月～1997年10月、北京印刷学院 学院長助理兼教務部長。1997年10月～現在、北京印刷学院 副学院長／
教授。
■兼務：教育部軽工業類専攻教学指導委員会副主任委員、中国印刷技術協会常務理事兼学術委員会主任委員、全国印
刷標準化技術委員会副主任委員、中国感光学会理事長、国際画像科学委員会（ICIS）事務局長、『影像科学と光化学』『影
像技術』常務副編集長。

1992年に大連理工大学水利工事構造工学専攻工学博士の学位を取得。1997年教授に昇進し、2001年に博
士課程指導教官となる。2002～2006年に大連理工大学科学技術部部長を務め、2006年10月に大連理工
大学学長補佐、大連理工大学産業投資有限公司董事長に就任し、大学の科学技術管理と科学技術成果事業化
業務に従事。また、大連理工大学技術研究開発院院長、大連理工大学技術移転センター長を務め、2011年
より大連理工大学副学長に就任し、インフラ、資産管理、図書館、ネットワークと情報化整備、技術開発、科
学技術産業業務を担当。

■ 講師PROFILE

● パネルディスカッション2 ● 大学の役割および国際人材の育成

イノベーション社会において
大学の工学部はいかにあるべきか
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パネリスト
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3
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松本　ただいま紹介いた
だきました松本でござい
ます。日中の大学フォーラ
ムということで、長年続け
させていただいている会
議であると思いますけれ
ども、特に現状をいろいろ
考えますと、こういった会

合をきちっと地道にやっていくということが日中
間にとって極めて重要なものではないかと思って
おります。

まず趣旨の説明ということですけれども、先ほ
どご紹介いただきました方々、慶應大学の真壁
先生、朝日新聞の辻様、それから北京印刷学院の
蒲先生、それから大連理工大学の李先生と、この
セッションを行いたいと思います。

このセッションでやろうとしていることは、
言ってみると、イノベーション社会において大学
の工学部というのはどういう立ち位置を占めるべ
きなのかというようなことを議論させていただき
たいと思っています。

中国の理工系の大学は、そこにも書いてござい
ますけれども、積極的に産業化につながる研究開
発を行って、ベンチャー企業とその担い手を輩出
しているということで、中国のイノベーション
活動の主体となっているというふうに聞いてい
ます。他方、基礎研究ですとか人材育成など、大
学本来の持つべき役割との両立について、研究開
発、産学連携体制および工学教育の在り方全般に
関する変革も求められているというものがござい
ます。世界の情勢もめまぐるしく変わっていると
いう状況の中で、どういうふうにそこを大学とし
てマネージしていくのかということが重要になる
のだろうと思います。

それから、日本を取り巻く状況ですけれども、
なかなか長期にわたる閉塞感というのから抜け出
てないところがございますが、経済的には少し好
転してきているというふうに見えます。しかし長
期的に見ると、この10年間、もうちょっと長いか
もしれませんが、ほとんど20年間にわたって、経
済的には停滞しています。それから、少子化、超
高齢化というものが進んでいるわけです。ある意
味で、様々な社会的困難を実は日本は抱えている
ということだろうと思います。若い研究者等から
見ると、何となく不安感もあるし、閉塞感もある
という、こういう状況かと思います。それをやは
りどういうふうに打破していくのかということが

重要なわけです。
そこで、これは考え方だと思いますが、そうい

う状況の中で必要なのは、自ら課題を見つけて、
自分で考えて、目標を設定し、もうすでに問題が
あるわけではありませんから、課題があって、そ
れをどういうふうに問題として抽出して解決して
いくかという、ある意味で、そういった仮説をつ
くって、客観的な検証を行って、合理的な解決策
を導く。そういうプロセスが必要になるだろうと
思います。ある意味で、知識を構造化して、様々
な価値に結びつけるということができるイノベー
ション人材、イノベーションをけん引する工学人
材の育成、活用が重要になってくると思っている
わけです。

大学における工学研究・教育の在り方というの
が今、再検討を求められているということかと思
います。日本においては、ずいぶん出口思考型の
研究をしろというような強い要請が、社会的要請
があるわけですけれども、ただ、そういった出口
を求めようと思ったときに、基礎研究がきちっと
あって、様々なシーズがあるからこそ、イノベー
ションを起こせるということだと思います。明
日、イノベーションが起こせるようなところにい
くら研究を集中させても、本当の真の解決にはな
らないような気もしているわけですけど、いずれ
にしても、工学人材が重要だということは不変だ
と思います。

日本について考えますと、今までは欧米への
フォロワーとして様々な研究をやってきました
が、ここまで来て、ほとんど中国も同じだと思
うんですけれども、一斉に並んでしまったという
ことです。そうすると、その中でどういうふうに
トップランナーとして活動していくのかというこ
とが日中ともに求められていることだろうと思い
ます。

また、アジアという観点で言うと、決して日本
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は有利な立場に立っていられなくなっているとい
うことで、言ってみれば、中国ですとか韓国です
とかシンガポールですとかが非常な勢いで追いか
けているといいますか、追い抜こうとしている。
こういう状況だろうと思います。

そういった中で、持続的にわれわれが発展し、
国際社会における鮮烈な競争で先頭集団の中にと
どまって、グローバルな観点から世界の発展に寄
与できるかどうか、それは科学技術、さらにはそ
れらの継続的な投資が決めるということだろうと
思います。

そこで必要なのは、やはりわれわれにとって
は、工学という観点で見れば、ものづくりを基盤
にして、世界をけん引するイノベーションを継続
的に起こしていくということで、さらに研究開発
から生まれる、言ってみればインベンションをイ
ノベーションに発展させていくということが重
要になるだろうと思います。これはまさに中国で
も同じことですし、日本でも同じことだと思うわ
けです。こういった観点で、どういうコラボレー
ションがあり得るのかということが今日の議題だ
ろうと思います。

その中心に据えるのは、先ほどから申し上げて
おりますように、工学、エンジニアリングという
ことになるわけで、工学というのをそもそも考え
てみると、日本語の訳は工学だから、学は『モノ』
につながらなくてもいいという、学理さえやっと
きゃいいという誤解があるかもしれませんが、実
は工学、エンジニアリングというのは、われわれ
が、人が要求する機能が何なのかということを解
析して、実際にそれを具現化していくという、『モ
ノ』を設計製造して、それが『こと』として成就さ
せるという、そういう学術の関係を持っているわ
けです。

今日、辻さんがお話しになるデザインというの
はそういった観点のことで、ややもすれば日本の
工学研究というのはデザインがない、と。ただ基
礎学理だけやっていることで、それが実際の社会
につながってないじゃないかって、よく言われる
話なんですが、そういうことだろうと思います。

そういう工学という学術体系をもって、持続可
能な社会の構築を支えて、様々な課題の解決に資
する基盤ということだろうと思います。そういう
意味では、科学技術に深く根ざして、広い範囲を
網羅して、人類の将来に大きな責任を負っている
というわけで、今日話をする、工学部はいかにあ
るべきかということがあるわけですけれども、わ

れわれが果たすべき責任は極めて重いものと考え
ているわけです。

様々なアイディアを組み合わせることで、革
新的で新しい価値を創造するということがオー
プンイノベーションだと思います。イノベー
ションというのは、本来、新結合ですが、Neue 
Kombinationenですね、ドイツ語で言うと。そう
いう、すでにあるものをどううまく組み合わせて
いくかということがイノベーションだということ
がありますが、しかし、科学技術イノベーション
ということを考えると、新しい学術というものを
生みながら、インベンションを起こしながら、そ
れをうまく組み合わせていくというのがイノベー
ションにつながるということです。

こういうイノベーションというのは、単一の組
織だけで基礎研究、応用研究、製品化という、い
わゆるイノベーションのリニアモデルではもう
成り立たないのではないかと思っているわけで
す。いかに他の組織ですとか他の分野の方と協働
して一緒に課題を解決していくかということが重
要になるわけで、革新的な価値を生み出していく
には、そういうオープンイノベーションの場とい
うものを持っていく必要がありますし、それもグ
ローバルな観点からのオープンイノベーションを
起こしていくということが必要だと思います。そ
ういう意味では、今までのパラダイムを大きく変
えていかないといけないということだろうと思い
ます。

実は工学教育も、大学だけがやっていればいい
ということではなくて、大学だけにやらせます
と、ついそれぞれの個々の先生がやっている学理
だけになってしまうわけです。もう少しオープン
な、外からの観点ということが工学教育に入って
くる必要があるだろうと思っています。

そうすると、産学官が深く連携して、オープン
イノベーションを捉えて、実施していくという
必要があるだろう、と。それが新しい工学教育だ
ろう、と思います。当然、国際的な観点も重要に
なります。別の言い方をすれば、学生の企業にお
ける中長期のインターンシップですとか、企業
と協働して行う、いわゆるPBL、Problem Based 
Learningですとか、社会人の方がもっと大学に
入ってきて、その中で一緒に勉強していくとい
う、そういう環境を大学の中に作っていくという
ことが重要になるだとうと思います。そういう意
味で、今求められているのは、工学教育のパラダ
イムシフトということになると思います。
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大学の教育を大きく変えて、学生に不断にイノ
ベーションを創出していくことができる能力を
涵養していき、いわゆるトランスファラブルスキ
ル、これはずいぶんイギリスの大学でトランス
ファラブルスキルということを、特にPh.Dの学
生に、こういうものを身につけないと社会に出て
活躍できませんよということを強く言っています
が、日本の大学もやはりそういった観点で、Ph.D
を取った学生が、その狭い分野では第一人者だと
言っているだけではなくて、隣のというか、広い
観点でいろいろ俯

ふ

瞰
かん

的に物を見ながら自分の能力
を活用していけるという、そういう能力を持つ必
要があるんだろうと思います。

そのためには、グローバルな産と、それからグ
ローバルな学が連携して活動できる国際的な工学
教育、オープンイノベーションネットワークとで
も言うべきものを、やはり学生のみならず、企業
の技術者の能力開発の場としていくことが必要で
はないかと思います。そういう意味で、産学が連
携し、かつ日中が連携していくという、それが一
つの解になっていくんだろうと思います。

今日のセッションでは、日中の大学研究機関、
それに企業のトップの方々に、大学の工学研究・
教育の在り方ですとか、今後の課題について議論
していただければと思っております。よろしくお
願いします。

では次に、講演の1として、真壁先生からよろ
しくお願いします。

真壁　ご紹介いただきま
した、慶應義塾、真壁でご
ざいます。ご承知のよう
に、中国の方は必ずしもご
存じないかもしれません
が、日本では大学機関の
70%以上が私立大学です。
その1つが慶應義塾である

ということをご理解いただければと思います。た
だいま議長の松本先生からお話しいただきました
ことをできるだけ私が補完する意味で、あるいは
歴史的な流れの中でお話ししたいというふうに思
います。

中国の大学と日本の大学の、特に工学系がコラ
ボレーション、コオペレーションをどういうふう
に過去にしていたかという例を、たまたま私が慶
應義塾大学理工学部に所属しており、当時学部長
でありましたので、西安交通大学と慶應義塾大学

理工学部との間の交流の様子をご紹介して、歴史
的な発展をちょっと見ていただきたいと思いま
す。そうすることによって、今後の中国の大学と
日本の大学の工学系がどのように歩調を合わせて
いくかというヒントになればと思っています。

過去30年の活動をご紹介する際に、やはり日
本の過去30年の歴史ということが非常に重要だ
と思います。そういう中で考えますと、まず過去
10年あまりを考えてみますと、急速な少子高齢化
に入っておりまして、高度人材育成が極めて日本
では重要であるという認識の下で、いろいろな政
策が打たれてきておりますし、大学もこれに協力
してきてると思います。

ことに理工系の高度人材は極めてこれから重
要だと思っております。中国におきましても、一
人っ子政策がとられていましたので、日本に続い
て少子高齢化に入る国になるでしょうから、ご参
考になればと思います。

日本では、21 世紀に入りまして、2002 年であ
りましたが、21世紀COEプログラム、Center Of 
Excellence Program が 274 センター活動いたし
ま し た。そ の 後、Global Center Of Excellence 
Programが、その約半分の74プログラム日本で活
動しました。

最近では、それを受けてといいますか、より高
度博士人材の育成が重要だということで、リー
ディング大学院プログラムが60数校、現在運用
中であるということです。慶應義塾理工学部と西
安交通大学の人材交流の様子を1980年から現在
まで書かせていただいた絵です。第1期は、トッ
プマネジメントと書かせていただきましたが、
Early80、ですから1980年代前半です。要人の行
き来がありまして、お互いの大学を理解し合うと
いう時期だったと思います。

その後の20年間、1985年から2000程度までで
しょうか。ここは、お互いのヒューマンリソース
のインタラクションの時代だったと思います。具
体的に、教育・研究に携わっている専任の教員が
交流していた時期であろうと思います。

その後の10年間、これはそれこそリサーチコラ
ボレーションが進んだ時期だと思っております。

慶應からは、調べてみましたところ、2000年ま
でに34名のプロフェッサーが西安交通大学に伺っ
ていました。また、当時の特徴としましては、西
安交通大学から多数の留学生が慶應大学の大学院
に進学をされ、学位を取られた。こういう時期で
もありました。
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また、2000 年に入りまして、後半では、先ほ
どの Center Of Excellence Program を通しまし
て、お互いの大学がお互いのキャンパスでワーク
ショップを開き、あるいは国際シンポジウムを開
くといったことがかなり活発に行われて来まし
た。この点に関しましては、慶應義塾は大変西安
交通大学に感謝をしているところであります。

次は、私が所属しました電子応用物理系のシン
ポジウム、ワークショップの内容です。

それで、最近の傾向を慶應義塾で調べました。
私のファカルティ、理工学部理工学研究科におき
ましては、毎年、年60名程度の専任教員が中国に
お邪魔しております。1つは、いろいろな連携を
結んでいる大学にお邪魔して共同研究、あるいは
学生を連れて伺うということ、あるいは国際会議
にお邪魔するということです。同数の中国の方が
日本を訪れているだろうなと思っております。

この数、60名といいますのは、慶應義塾の教員
の理工学系の教員の20%で、大変な数が日本と中
国のこれからの工学系、理工学系の教育・研究に
貢献をされていると考えております。この数字に
は私も驚き、また、こういう時代であると思って
おります。それでは、このページに移ります。　
ここには継続中の研究もあるわけですが、われわ
れは21世紀の地球に住んでおりまして、これから
工学系がどうすべきかということがあります。松
本先生のお話をちょっと補完させていただきます
と、われわれは今後、ライフサイエンスの時代を
迎えます。また、地球修復の時代を迎えます。簡
単に言いますと、地球環境をどうするかといった
ことであります。

こういった形を考えますと、新しい文化をつ
くっていくことに、やっぱり工学系は具体的な貢
献をすべきだと思っております。そういったこと
を通して、日本と中国の大学が研究の分野あるい
は教育の分野でも相乗効果を生んでいくことがで
きるだろうと思っています。次のページをお願い
します。1つ前に戻ってください。ここです。

ここには少し、私は大変抽象的な人間ですか
ら、抽象的なことを書かせていただきました。で
は、これからの工学系、理工学系のコラボレー
ション、コオペレーションって何だろうかと考え
ますと、当然、今、appliedされている光学技術も
あると思います。それから、not appliedというも
のがあると思います。こういったものを21世紀、
22世紀につなげるためにぜひやっていきたいと考
えています。

それから、もっと言いますと、game-changing 
research、パラダイムシフトを起こすような工学
系の共同研究あるいは共同の人材育成、これに携
わりたいと思っているところであります。

まとめをさせていただきますと、松本先生から
もお話がありました、細分化が進んだ専門分野の
知識を寄せ集めただけでは歯が立ちません。複数
の学術が協働し、融合して、初めて解決の糸口が
見いだせる、そういう課題だと思います。各分野
で独自の優れたスキルを有する研究者が一堂に会
して、その研究目的を共有し、自分の役割を自覚
し、一時期、中国と日本の研究者が協働する中で
喜びを見いだし、成果をあげていく時代ではない
でしょうか。

 そういう中で、共通の価値を見いだすことは非
常に難しくなってきております。地球の上で人類
が共通の価値を見いだすことが難しくなっていま
す。そういう中では、純粋の科学、ピュアサイエン
スと、政策の科学、ポリシーサイエンスが、これ
がやはり連携をして、今後の工学系の技術の発
展、産学連携についても協調していただきたいと
思います。

松本　一応皆さんのお話を伺って、後で総合的な
討論というような形でよろしいでしょうか。じゃ
あ、辻さん、よろしくお願いします。

辻　私は、朝日新聞の記者
の辻と申します。このよう
な場所にお招きいただき、
大変光栄に思っておりま
す。同時に、大変緊張して
おります。ジャーナリスト
は気が小さいものですか
ら、緊張のあまり風邪をひ

いてしまいました。ちょっとお聞き苦しいところ
があるかもしれませんが、ご容赦いただきたいと
思います。

私は、ここにおられる立派な先生方とは違っ
て、科学技術を専門とするジャーナリストとし
て、外から工学というものに関心を持ってきた者
です。工学というのは、言うまでもないことです
が、地球規模の様々な課題の解決に資する。ある
いは、高齢化社会を迎える中で、真に豊かな社会
を築く。そういったために、工学によるイノベー
ションに対する社会の期待は大変大きいものがあ
ると思います。
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そうした期待に応えるために、これからの工学
部はどうあるべきか。これは、実は世界的な課題
になっていると感じています。世界のあちこちで
新しい試みも行われています。そこでの重要な
キーワードの一つがデザインということですの
で、この言葉に注目しながら、あくまでもジャー
ナリストとして見た工学というものの現状、それ
から、これからへの期待ということをお話しして
みたいというふうに思います。

ここで少し、ちょっと歴史を振り返ってみたい
と思います。日本の工学部というのは、実は世界
的に見ても非常にユニークな存在だと思います。
日本の近代政府の始まりである明治維新から数年
して、エンジニアを育成するということが急務と
なりまして、工学寮、カレッジですね、が1873年
につくられました。

その工学寮をつくるにあたって主導的な役割
をしたのが、イギリスのグラスゴー大学、これは
産業革命の発祥の地ですけれども、そこから来た
ヘンリー・ダイアーという、わずか25歳の若い
エンジニアでした。

彼は、工学教育について信念がありました。イ
ギリスでは、どうもグラスゴー以外では技能を中
心とした教育になっている。一方、ドイツなど大
陸では理論を重視した教育になっていて、技能は
軽視されている。彼は、それが両方必要なんだと
いう信念を持っておりました。科学に基づく技術
であり、科学と技術を車の両輪として教育・研究
することが大事である、と。さらには、学問と、そ
れから実地体験とのバランスが重要であるという
ことも言っていました。結局、彼は、本国ではで
きなかった理想的な工学教育というのを日本で実
現したということになった、と。

彼の言葉ですが、エンジニアとは社会進化の旗
手であり、生涯、研究・創作していく専門職であ
るという、これはなかなか深い言葉で、現代にも
通じる定義ではないかというふうに思います。そ
ういった人を始まりに持てたということが日本の
工学部にとっては幸いであったと思います。

この工学寮が、その後、東京帝国大学、現在の、
松本先生がおられる東京大学の中に、帝国大学が
スタートした時にその中に工学部ということでや
りまして、これは、総合大学の中に工学部ができ
たというのは世界で最初のことでした。その後、
ダイアーの理念を引き継ぎながら、日本の工学部
は発展して、日本の産業の発展を支えてきたと思
います。

日本の工学部について、もう1つユニークなこ
とは、実はノーベル賞受賞者というのを出してい
ます。実は、ノーベル化学賞の受賞者、今日午前
中に基調講演をなさった根岸先生もそうですが、
日本のノーベル化学賞受賞者7人のうち6人は工
学部出身です。あと1人はクラゲのタンパク質の
研究をなさった下村先生で、工学ではありません
が、ずっとノーベル化学賞はほとんど工学部から
出ているのは、これも非常にユニークな特徴では
ないかと思います。これはやはり、基礎をしっか
りやれというダイアーの理念が生きたことだと
思っております。

ところが、今、見直しを迫られています。日本
技術者教育認定機構という、技術者の認定プログ
ラム、これが、国際的な枠組みであるワシントン
協定に加盟する時に審査を受けたんですが、その
時にこんな指摘をされました。日本の工学教育
は、科学的な原則に重点が置かれ、それを設計の
文脈の中で応用する点が弱い。研究経験のある優
秀なエンジニアを生み出しているが、ほかの国々
とはやや異なり、設計面での実地体験が少ない。

ここで言う設計というのは、様々な学問を動員
して、必ずしも正解がないかもしれない、そうい
う課題に挑んで、実現可能な解決策を見いだすと
いうことで、その点が弱いということを言われた
わけです。これは、ダイアーが学問と実際の体験
とのバランスと言ったところから考えると、やや
ずれてきたのかなということになりました。

それで、いろいろ日本の工学、これでいいのか
というような議論も起き、それで一つには、なぜ
こうなったのかというと、やはり論文重視のため
に、どうも論文を書きやすいテーマになって、な
かなか現実に役に立つような研究は行われなく
なっているのではないかというようなことも言わ
れたりしました。あるいは、工学のミッションと
いうのをもう1度認識する必要があるのではない
かという議論が行われました。

それで、工学部の先生たちも指摘を受けて、い
ろいろ設計という概念を取り入れるべく、いろい
ろ努めてまいりまして、これが7年後の再評価の
結果です。そうしますと、エンジニアリングデザ
イン教育については、取り組み、改善への努力を
評価するというふうに言われました。ただし、一
方で、チームワークを身につける教育については
十分でないということでした。さらには、留学生
や外国人教員が少ない、語学教育の国際化が十分
でないといった、従来の日本の大学の課題も指摘
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されたことです。
このデザインということですけれど、どういう

ふうに定義するかです。デザインというのは、い
わゆる洋服のデザインというような狭い意味もあ
りますが、ここで言うデザインはもっと広い意味
の、単なる意匠ではない、まだ世の中にない機能
や物を構想し、様々な分野の知識を総合的に用い
て、ビジネス面の可能性をも考慮して形にし、そ
して社会に新しい価値を生み出すものだ、という
ような定義ができるかと思います。

このデザインの定義について、ある日本の工学
の先生がおっしゃっていたことがあります。デザ
インというのは、そうやって物を作り上げていく
意思決定の工程なのであるということです。

実は、ここで大変興味深いのは、エンジニア
リングの訳は、日本語では工学と今、訳していま
すが、中国語では工程と訳していると聞いていま
す。そうすると、中国語の工程という中には、こ
のデザインという概念を先取りしているともい
え、先見の明といいますか、いつも中国語の英語
の言葉の訳には感心させられることが多いので
すけれども、これも非常に意義深いことだな、と
思っております。

先ほど、新しい工学教育は世界的な課題だと申
し上げました。1つ一例を挙げます。これはアメ
リカにOlin College of Engineeringという、2002年
に工学教育のために全く新しくゼロからつくった
カレッジで、ここの理念を表した三角形がありま
す。卓越した工学、それから右の辺にARTSとか、
これはリベラルアーツでしょうか。それから、左
側に企業家精神、ビジネスですね。その3つがい
ずれも重要であるという非常にユニークな教育を
しているということで、この大学には世界から視
察が相次いでいると聞いています。

これがキャンパスです。マサチューセッツ州の
ボストン郊外にあるキャンパスで、1年生のころ
から街に学生たちを出して、問題を探して来い、
と。そして、解決策を考えろというような教育も
していると聞いています。この大学は女性が半分
ぐらいというのも非常にユニークなところです。
これが講義室で、いわゆる座学で、大教室で講義
を聞くという講義はあまりなく、スタジオ形式の
ところで、いろいろな理論についても手を動かし
ながら、先生が横で指導しながら学ぶというよう
なスタイルをとって、非常に注目されているとい
うことです。4年生の時には、実際に企業がスポン
サーになって、企業が抱える問題を1年かけて、

それこそチームで解決するようなプロジェクトを
して、学生は卒業していくということです。

こうしたことは、先ほどの三角形は、例えばほ
かのところでも、フィンランドでも、工科大学と
アートの大学と、それからビジネスの大学とが、
3つが一緒になって、やはり新しい、デザイン重視
の工学教育を行うということです。これは数年前
にスタートしたと思うのですが、様々な試みが行
われているということだと思います。

今、アメリカの例を1つ紹介しましたが、デザ
イン思考をどう工学教育の中に入れていくかと
いうことは、その国なりのやり方があると思い
ます。外野、ジャーナリストで外から見る立場と
しては、日本の工学のこれまでの強みを生かしつ
つ、新しい工学を目指してほしいと思っておりま
す。

同時に、チームワークが非常に重要だというこ
ともお話ししました。そういった意味からします
と、日中の大学が競争しながら、かつ協調して、
新しい工学教育を築いていってほしい。そう思っ
ております。

松本　それでは、中国側からご発言をいただきた
いと思います。最初は、北京印刷学院副学長の蒲
先生。

蒲　北京印刷学院の蒲と
申します。先ほど、司会の
松本先生が理学と工学の
違いにいろいろ述べられ
ましたが、私の理解は、理
学と工学の学は、学問のた
めにつけた言葉でありま
して、中国では理科、工科

というように科というのが学術分類に使う言葉で
す。

私の理解は、理学と工学の違いは、理学は、神様
が創った世界を発見、認識する学問です。工学は、
神様が創り忘れた世界を創り出す学問です。それ
が私個人の理解ですけれども、真壁先生も先ほど
おっしゃいましたが、お国では90%が私立大学。
中国は、非常に残念ですけれども、90%以上は国
立大学です。

ある言葉に、私、ものすごく同感いたします。
これからの工学は地球修復に努める、それに関す
る文化構築に貢献する、という。私は全く賛成、
同感いたします。
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辻先生は、デザインという言葉についていろい
ろ述べられました。お国には外来語がありますか
ら、みんな便利に、英語のデザインそのまま使っ
てしまうのですけれども、中国は漢字しかないか
ら、設計という言葉を使います。

設計という言葉は、英語のデザインとプラン、
2つの言葉の意味を持ちます。今、中国で非常に
流行している言葉は「インスンスーチ」（中国語で
発言）、直接英語に訳しますと、Strategic planと
いう言葉になります。日本語に訳しますと、戦略
デザインという言葉あるいはプランニングという
言葉かもしれないのですが、あくまでも言葉上の
デザインという意味だけではないということに、
同感いたします。

10分間しかないから、私、用意した10分間の式
辞を述べさせていただきます。一応通訳が用意し
てあるそうですから、私の一番馴染みのある母国
語を使いましてしゃべりますので、ご了承いただ
きます。

本日は、「応用工学技術の人才育成モデルに対す
る見方」をテーマに、4つの話題について皆さんに
お話ししたいと思います。第1の話題は中国の高
等教育、第2の話題は革新プロジェクト、第3の話
題は革新人才の育成、第4の話題は応用人材の育
成体系です。

中国の高等教育について短時間でご説明するの
はなかなか難しいのですが、ここではその一部に
ついて皆さんと知識を共有したいと思います。さ
てこの図は、過去20年から30年の時間を横軸で
表し、高等教育機関の粗入学率を縦軸で表したも
のです。中国の高等教育の粗入学率は1990年から
2012年までの22年で5%未満から30%にまでほ
ぼ直線的に上昇してまいりました。大学生数も急
増し、1990年の350万人余りから2012年にはほぼ
10倍の3,330万人に達しました。入学率は図のよ
うに増加の一途をたどってきましたが、特に2つ
の時期に入学率が急上昇していることが分かり
ます。最初の時期の増加は特に顕著で、粗入学率
が急カーブで上昇していますが、これは、中国が
1998年に開始した大学の募集枠拡大を受けたもの
です。当初は毎年30%のペースで新入生が拡大さ
れ、中国の大学粗入学率は10年にわたって急上昇
を続けました。粗入学率は2002年までに15%に
達し、中国の高等教育はエリート教育から大衆教
育へと歴史的な転換を遂げました。これには政府
の計画も大きく影響しております。2020年までに
中国の大学粗入学率は40%に達する見込みです。

さらに毎年1%の速度で増加を続けると考えると、
中国の大学粗入学率は2030年までに50%に達す
る可能性もあります。中国の高等教育は大衆教育
からさらに一般教育へと急速に発展しています。
中国の高等教育の発展はほぼこのような状況にあ
ります。

では次に、北京の高等教育について見てまいり
ましょう。北京の発展はさらに急速なものとなっ
ています。北京の高等教育が歴史的な発展を遂げ
たのは「第8次5カ年計画」（1991－1995年）の時
期です。北京の粗入学率はこの時期にすでに15%
に達し、エリート教育から大衆教育への転換を実
現しました。2003年にはさらに50%を超え、大衆
教育から一般教育への転換を全国に先駆けて達成
しました。ここでは中国の教育発展の不均衡も見
て取ることができます。直轄市である北京の高等
教育は、全国で最速の発展、最高の質、最大の規
模を誇っています。

北京の高等教育はいくつかの種類に分けられ
ます。第1に、教育部直属の大学はほぼ25校あ
り、清華大学や北京大学、人民大学などが含まれ
ます。第2に、国務院委員会などの直属大学は約
11校あり、中国民族大学や北京航空航天大学 ,北
京理工大学などが含まれます。第3に、北京市に
属する大学は22校あり、2つに分けられます。1つ
は、北京工業大学や首都医科大学、首都師範大学、
首都経貿大学の北京市重点大学、もう1つは、私
たちの印刷学院を含む北京市の一般大学です。第
4に、北京市に所属する独立学院や高等職業学院
が約30校あります。北京の大学の構成は全国のそ
れと類似していますが、ほかの地方よりも高い水
準を誇っています。それを表しているのが「985プ
ロジェクト」の認定で、教育部や委員会に直属す
る北京の大学のうち8校がこれに認定され、全国
の認定大学39校の20.5%を占めています。また

「211プロジェクト」には北京の大学が25校認定
され、全国の27%を占めています。北京市属の大
学で認定されているのは残念ながら北京工業大学
だけです。この二つに認定された大学は国内トッ
プレベルの大学とみなされています。

北京市属の大学には4つの重点大学があり、そ
の他は一般大学であると申し上げました。しかし
これらの一般大学も北京ならではの特徴を持ち、
学科もしくは学校全体の学術水準で全国をリード
する大学ばかりです。例えば、中央音楽学院や中
国戯曲学院、北京電影学院、北京舞蹈学院などは、
全国最高のレベルを誇っています。また、北京服
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装学院や北京印刷学院、北京物質学院はそれぞれ
の分野で全国唯一の大学であり、アジアでも類似
の大学を見つけるのは難しいでしょう。北京の
大学は全国と同じように4つのレベルに分かれま
すが、北京の大学はほかの地方にはない独自の資
源を持ち、印刷学院も同様の独自性を持っていま
す。

第2の話題となる革新プロジェクトは、国家が
推進・主導するプロジェクトで、「211プロジェ
クト」はその最も有名な例の一つです。1993年に
開始された211プロジェクトは、世界一流の学科
や世界一流の専攻を打ち立てることを目標とし、
2011年までに115校がこれに認定されております。
もう一つの国家級革新プロジェクトが「985プロ
ジェクト」で、1998年5月の北京大学創立100周年
の式典で江沢民が行った講話を端緒とし、国家駆
動計画・革新計画として起動されました。世界一
流の学科や世界一流の大学を打ち立てることを目
標とし、2011年までに39校が認定されています。
政府は特別予算をその建設に当てています。国家
レベルの革新計画としてもう1つ挙げられるのが

「2011計画」で、2011年 4月の清華大学100周年
の式典で胡錦濤が行った講話を端緒とし、2012年
に正式に起動されました。大学の学科や総体水準
の向上を目的とした前出の2プロジェクトと異な
り、その目標は、国家の急迫するニーズや戦略的
問題をターゲットとして、政府・産業・大学・研
究所の多くの要素が融合し協同する革新的な体制
や仕組みを形成することにあります。2013年まで
に認証を受けた国家級2011国家協同センターは
14カ所に上っています。これらは国家レベルのプ
ロジェクトですが、それ以外にも地域レベルの革
新プロジェクトがあります。例えば1990年代末
に始まった大学科技パークです。その目標は、大
学または大学群に社会の優れた資源を結びつけ、
研究成果の転化やハイテク企業のインキュベー
ション、産学研の支援やサービスのためのプラッ
トフォームを構築することにあります。2012年
までに83カ所の科技パークが認証を受けていま
す。地域レベルの革新計画としてもう1つ重要な
のが、やはり90年代末に始動された産業技術研究
院です。その目標は、産業パークと似ており、政
府・産業・大学・研究所・用途の多くの要素が融
合し相互作用するプラットフォームを形成し、科
学技術成果の転化やハイテク起業のインキュベー
ションを促進し、支援やサービスを提供すること
にあります。北京印刷学院も2010年、北京市の大

学による最初の産業技術研究院として「北京緑色
印刷包装産業技術研究院」を設立しています。

北京市は2014年、北京市属大学向けの10項目
の産業化奨励政策を打ち出しました。北京市政
府が発布したこの政策は、北京の市属大学4校に
対し、研究成果の転化と共同革新体制改革を支援
し、これを総合的に奨励する10項目の優遇策から
なっています。中国の国家レベルと地域レベルの
こうした革新プロジェクトは、政府による研究促
進の環境をつくり出しています。これらの革新プ
ロジェクトの全体的な発展傾向を振り返ると、中
国の大学発展が単一的な要素から多くの要素の融
合と協同へと転換していることがわかります。大
学の学科水準の向上だけではなく、国家の目標や
戦略問題が視野に入れられるようになっていま
す。「政産学研用」という5つの要素、つまり政府・
産業・大学・研究所・用途のすべての要素が融合
し協同することで、新たな革新の体制と仕組みが
形成され、科学技術の成果の転化と応用が有効に
促進されています。

さきほどの報告でも議論がありましたが、研究
成果をどれだけ発表するか、特許をどれだけ取る
かということは重要なことではありません。革新
発展は、実験室の中の成果にとどまることなく、
科学技術によって社会経済を発展させ、社会に進
歩をもたらすものでなければなりません。こうし
た科学技術の成果や産業の成果の産出は大学発
展の一つの流れですが、もう一つの流れは、人材
や環境、資源の全体的な推進です。つまり人材だ
けに向かって推進するのではなく、資源だけに向
かって推進するのでもないということです。ここ
で言う人材とは、革新的な体制の下での思考能力
を持った人的資源のことです。またここで言う環
境とは、こうした革新に必要となるハードウェア
やソフトウェアを指しています。さらにここで言
う資源とは、私が述べた複数の要素を指すのであ
り、単一の方向や単一の企業を指すのではありま
せん。「政産学研用」の複数の要素がかかわり、こ
れらの要素が互いに作用し協同することによって
初めて、こうした革新環境は、社会や経済の発展
に貢献することができます。

第3の話題となる革新人材の育成ですが、これ
は系統的な取り組みを必要とするものです。教育
のプロセスは生涯にわたるもので、生命の誕生か
ら高等教育まで、さらには社会に入った後の継続
教育まで、各段階に応じた革新的な教育や養成を
必要としています。一人っ子政策の緩和でまもな
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く第2子の出産が認められることになっています
が、中国では現在、一人っ子の家庭がほとんどで
す。社会が現代のような段階に発展すると、優秀
な子どもを育てることに注目が集まるようになり
ます。子どもを持つということ自体に革新的思考
が必要となるのです。まずは先天的な欠陥がない
ことが求められ、子どもの潜在力が出生以前に問
われ始めます。革新潜在力は、胎児や幼児の感性
教育によって養われます。革新的思考は、理性段
階に入ってから、中学や高校、大学の教育によっ
て育まれます。革新的能力もまた理性段階に入っ
てから、職業専門教育以降のプロセスで形成され
ていきます。

革新人材の育成は単一的なものではありま
せん。大学の作用は段階的なものにすぎず、国家
システムによる推進が必要となります。高等教育
の人材には2つの極が存在しています。私はその
一方を「頂天」（天に届くもの）、もう一方を「立地」

（地に立つもの）と定義しています。両者に貴賎や
高低の区別はなく、革新体系において必要な人材
構成にすぎません。革新に必要なのは、「立地」の
人材、現実に立脚した応用能力を持つ人材です。
もちろん「頂天」の人材も必要ですが、こうした
人材はすべての大学で育てられるわけではありま
せん。どちらの人材を育成するかは、大学の発展
経路や育成対象に照らして選択されるものです。

「頂天」の学術人材は、清華大学や北京大学、985プ
ロジェクト認定大学のような研究型の大学で育て
られるべきものでしょう。日本の大学で言えば、
東京大学や京都大学など帝国大学の流れをくむ大
学がこれに当たるかもしれません。「立地」型の
人材、応用型の人材は、北京印刷学院のような応
用段階の教育を担う大学が育成することになりま
す。教学と研究の双方を担う大学もありますが、
そうした大学もこのような人材構成の中に自らの
位置を見つけることができるでしょう。「頂天」と

「立地」とは、国家の発展と産業化の発展に不可欠
な合理的な人材構成であると言えます。

最後の話題として、応用人材の育成についてお
話しいたします。応用人材の育成は通常、応用専
攻を通じてなされています。私たちの北京印刷学
院は、印刷専攻で全国的な地位を誇っています。
印刷は、典型的な応用型専門分野です。日本では
印刷というと印象があまりよくないようで、図像
や情報などと名前を変えている場合が多いようで
すが、中国では印刷産業は非常に大きな規模を誇
り、GDPは 1兆元、就業人口は300万人以上、企

業社数は10万社以上に達しています。このよう
な専攻にはハイレベルの人材による支えが必要
となります。印刷専攻は典型的な応用型専攻であ
り、専攻の中身と同時に、周辺学科の外殻によっ
て構成されています。印刷専攻は、その中身と外
殻が一体となって形成された専攻であり、学科を
交差する専攻です。印刷専攻の中身となるのは中
心学科としての印刷工学、外殻となるのは印刷工
学の補助学科や周辺学科です。印刷工学の要とな
るのは、可視化と伝播です。このような知識体系
を把握して初めて、学生に卒業までのプランを構
築し、学生が将来、整った知識の枠組みを獲得し、
これを自由に使えるようになるのです。さもなけ
れば産業ニーズに適応することはできず、印刷専
攻はその存在意義を失ってしまいます。

応用人材の育成で考えなければならないもう
1つの点は、学内外の資源の緊密な融合です。学
内の資源とは何でしょうか。学科や専攻、学生、
教室、科学技術成果などがあるでしょう。学外の
資源とは何でしょうか。政府や企業、研究所、学
会、協会、他学校などがあるでしょう。現在は政
府も特別資金を投入してこれを提唱しており、以
下の4つの方面に特に力を入れています。第1に、
二重指導教員制の確立。大学の教員は、大学に所
属する教員だけとは限らず、本学院にも企業から
やってきた多くの教員がおります。専門学科の
教育に当たっては、政府にはっきり規定されてい
る通り、学外の育成基地を設け、学外にも指導教
員を置き、二重指導教員制を敷いております。指
導教員を1人にとどめないということは、本学院
が人材育成で育んだ知恵の一つです。第2に、実
習基地。本学院の実習は以前、学生の企業派遣に
よって行われていました。しかし中国国内の企業
が実習の学生を歓迎しなくなったことから、現在
は、企業と共同で実習育成基地を設ける仕組みを
取っております。これには政府も資金提供と政策
支援を行い、人材育成基地の最大効率での運用が
はかられています。第3に、先ほどお話しした産
業技術院。国家にとって緊急の戦略的問題をター
ゲットとして、政府が主導し、企業や社会、大学
が共同で設立する研究院です。第4に、大学科学
パーク。この設立には資源の融合が不可欠です。

応用人材の育成には、研究の位置付けも重要で
す。基礎研究、応用基礎研究、応用研究、技術開発
などに分かれますが、あくまで位置付けの違いで
あり、貴賎や高低の区別はありません。「頂天」の
人才を育てるような研究型大学は、応用基礎以上
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の研究を重視すべきでしょう。一方、本学院のよ
うな「立地」の人材を育てる大学は、応用基礎以
下の研究を重視すべきです。このようにしてこそ
社会・経済・産業の発展と円滑にリンクし、実質
的な問題を解決することができます。こうした体
系的な構造や資源の融合を通じて初めて、応用人
材とりわけ応用工学技術人材を育成する良好な環
境を形作ることができます。

最後に、中日発展フォーラムの成功にお祝いを
申し上げます。司会者のご指摘の通り、中国と日
本は様々な面で互いに補い合っています。本学院
からも多くの学生が日本留学に送り出されており
ます。両国の交流をさらに緊密とし、大学間や大
学・企業間、政府関連部門間の協力を強化し、両
国の科学技術や人材育成、人文交流の成果を推進
し、両国の関係をさらに良好なものとしていきま
しょう。ご静聴ありがとうございました。

松本　それでは最後になりますが、大連理工大学
の李先生のほうから、お願いします。

李　大連理工大学の李俊
傑と申します。本日のテー
マは、「本校の工学の強み
を発揮し、革新駆動型発展
に貢献する」です。

大連理工大学の基本情
報を、5つの面から紹介し
ていきましょう。先ほど蒲

院長のご指摘にもありました通り、中国の大学に
は多くの分類が存在します。大連理工大学は211・
985プロジェクトの重点建設校です。これは本校
のメインキャンパス、盤錦キャンパス、本校の体
育場で、キャンパス内は非常に美しくなっており
ます。本校の在校生は約3万4,000人に達し、その
うち本科生は約2万人、研究生は約1万3,000人、
博士生は約300人、留学生は700人に達し、教職員
数は約3,900人となっています。本校の学科全体
の構造は、理工学を中心とし、経済・管理・文学・
法学などのさまざまな学科を含みますが、工学が
中心的な地位を占めています。工学が中心的な地
位を占める大学が、いかに工学の力、特長を発揮
するかが重要になってきます。

中国の大学のうち、工学系の大学には二つの傾
向があります。まず、学校が管理する二級学院が
非常に多くなっています。そのうち多くが中国大
学二級学院で、30弱に達し、多すぎるほどです。

それから、学科の発展に分化・融合が絶えず生じ
ています。この二つの傾向と問題を結びつけ、本
校は2007年より学科群に基づき学部制の改革を
始めました。この改革は3年前に、ほぼ完了しま
した。最終的な区分は、日本の大学と異なるよう
になりました。日本の大学の学部は、工学部、理
学部、医学部、法学部、教育学部などとなってい
ます。本校は工学を5つの学部にし、他にも理科、
経済管理、人文、芸術の4大類が含まれます。工
学は、土木・水利・海洋・交通建築を一つの学部
に、化学工業・環境・生命・エネルギーを一つの
学部に、機械機器・動力材料を一つの学部に、輸
送面の船舶自動車・航空宇宙を一つの学部に、電
子・通信・自動化を一つの学部にし、工学に5つ
の学部が形成されました。この5つの学部は、約
23の学院を管理しています。かつて会議を開く
際には、23人の院長が出席する必要がありました
が、今は5つの学部の学部長が出席するだけで済
むようになりました。これは学部制の開始後、大
きな効果を発揮しています。まず、学部の大きな
分類に基づき生徒を募集することが可能になり
ました。つまり専門的に細分化しすぎるのではな
く、学部に基づき募集できるようになりました。
次に、学部内の各学科は融合が可能で、学際的な
発展を促進できるようになりました。それから、
学部制の開始から、より大きな科学研究の場を建
設し、資源を共有できるようになりました。これ
は私の紹介の1つ目の部分です。

2つ目は、本校の工学の強みをいかに発揮し、経
済建設に貢献するかについてです。本校は遼寧省
に位置しますが、遼寧省は工業で知られ、工業の
各分類がそろっています。本校は石油化学工業業
界、設備製造産業、電子情報業界から、遼寧省と国
家の経済発展に貢献しています。例えば本校は高
分子・高性能材料で多くの科学研究成果を持ち、
これを電気ケーブル、油田・ガス田、化学工業企
業に応用しており、これには遼寧省の一部の石油
化学業界が含まれます。それから例えば、本校は
化学工業の触媒で多くの成果を手にしており、科
学技術成果の転化によりいくつかのハイテク企業
を設立し、現地の経済建設に貢献しています。次
に、本校は力学機械および動力の面でも工学の特
長を発揮しており、遼寧省の多くの企業に貢献
し、遼寧省の大学・企業協力委員会を設立しまし
た。これは日本の産学研に似ており、毎年産学研
の年次総会を開きます。遼寧省の瀋陽鼓風機集団
の大型エチレン装置、大型圧縮機などに貢献し、
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大きな成果を手にしました。他にも建設機械で、
国家の三一重工、軽工集団などに科学技術サービ
スを提供しています。それから、通信・情報面で
遼寧省に貢献し、自動化制御で多くの優れた成果
を手にしており、これを船舶や深海プロジェクト
に活用し、成果の転化を実現しています。同時に
精密加工の成果で、多くの企業に貢献しました。

3つ目に、本校は科学研究成果を企業に移転す
るとともに、本校の本部のほか、全国でも校外科
学技術革新拠点を複数建設しました。これは中
国の大学がここ10年間で開始した新しい革新型
プロジェクトで、大学の触角の延長を目的としま
す。本校は遼寧省、長江デルタ、江蘇省、広東省で
多くの研究院を設立しました。本校は昨年、鞍山
に大連理工大学鞍山研究院の建設準備を始め、主
に遼寧省の重大設備に貢献します。それからもう
一つの例を挙げると、本校は常州で常州研究院を
設立しました。本校は同研究院に1,200万元の価
値を持つ研究開発設備を投入しました。この17社
は、江蘇省から約3,000万元の科学研究経費の支
援を受けました。これは本校が6,700万元を投じ
て建設した、大連理工大学常州研究院のビルで、
10数人の教員、30数人の研究生が在籍し、江蘇省
で現地経済のために貢献しています。先ほど化学
工業について触れましたが、本校は大連市で化学
工業の産業パークを建設しました。この産業パー
クは、数十種類の触媒を生産しており、昨年の生
産高は約3億元に達しました。

紹介の4つ目の部分は、本校が日本企業と実施
した、国際産業協力です。一つ目の例は、本校と
三菱ケミカルが共同設立した研究センターで、こ
の事業はすでに6－7年続けられています。三菱
ケミカルは研究のテーマを毎年本校に提出してお
り、本校の教員と研究生がそれに基づき研究開発
を進めています。他にも三菱ケミカルは中国で多
くの子会社と合弁会社を持ち、合弁会社と本校を
通じて産業間の協力を進めています。二つ目の例
は、三元設備工業との協力で、エアコン、半導体、
太陽エネルギーなどで協力を継続しています。三
つ目に紹介する企業は、京都の日新電機で、研究
センターを共同設立しました。私は昨年同社を訪
問しましたが、同社も同じく、毎年研究開発に取
り組んでいるプロジェクトがあります。本校の一
部の教員と学生は、企業で勤務しています。先ほ
どの話は、本校と日本企業の協力について紹介し
たにすぎません。協力内容もこれだけではなく、
本校は立命館大学とソフトウェア学院を共同設

立し、昨年より生徒の募集を開始しました。これ
も教育の国際協力の先例で、中国には同じような
ケースが多くありません。次に、本校の機械・材
料・情報といった学科には、5年間にわたり日本
語強化クラスが開設されています。1年目は日本
語の強化で、2年目以降は専門的な内容になりま
す。このクラスで学んだ学生は、日本企業に歓迎
されます。

紹介の5つ目の部分は、国際産業パークの協力
をいかに展開するかという問題についてです。こ
こでは、2つのことを強調する必要があります。
1つ目は工学大学としての特長を踏まえ、創業の
場を共同建設することです。科学技術振興機構

（JST）と午前中に、国際的な産業協力の促進には、
共通の場、専門的な拠点が必要だと議論しまし
た。2つ目は、この場を通じて人材交流・導入の
力を発揮し、企業間、企業と政府、企業と大学の
協力を促すことです。これによって初めて、国際
的な産学研の協力を発展させることができます。
当然ながら、これは非常に難しいことです。以上
が私の紹介になります。ありがとうございまし
た。

松本　はい、ありがとうございました。ずいぶん
中国の状況が進んでいるということがよく分かっ
たかと思います。

それでは、このメンバーの中で少しご質問等が
ございましたら、よろしくお願いします。

真壁　教育の内容は、社会の背景と強く依存して
いると思います。今回のこの会議で、企業のイン
ターンシップというお話が出たと思います。大
学で工学系の人材を育成する際に、日本の大学で
は、学部は4年、大学院は修士課程が2年、博士課
程が3年と、非常に長い期間を教育に費やし、突
然、社会に出るというところに、滑らかさに欠け
るというような反省もあって、インターンシップ
あるいはメンタリングということが非常にこれか
らの特に工学教育では重要だと思うのですが、中
国の現状はいかがでしょうか。

蒲　先生のご指摘なさった問題は確かに存在して
おります。工学教育では特にそれが顕著で、中国
の工学教育におきましても、残念ながら、社会と
企業、産業との食い違いという状況が出現してお
ります。私たちが議論してまいりましたように、
政府によるイノベーション促進においては、学科



70 独立行政法人科学技術振興機構  中国総合研究交流センター（JST-CRCC）

日中大学フェア＆フォーラム in China 2014

● パネルディスカッション2 ● 大学の役割および国際人材の育成

の発展ということを強調するだけではなく、また
科学研究の発展ということを強調しているだけで
もなく、研究成果を転化し、科学技術のサービス
を提供し、学内外の資源が融合し協同できるよう
にすることを強調するようになっております。こ
れは、国家の推進戦略における重大な転換である
と言えます。また先ほどお話に出たインターン
シップについてでございますが、中国でも遺憾な
状況がございます。私が日本に留学いたしまし
たのは比較的早く、1983年から1990年頃のこと
で、東京工業大学と千葉大学で学びました。もう
20年以上前になりますので、日本語もだいぶ下手
になってしまいました。留学当時、日本の企業に
参観に行ったことがありますが、日本企業は、大
学の学生も大学院生も積極的に歓迎していたとい
う印象がございます。一方、中国におきましては、
数多くの中小企業はとりわけ、学生にインターン
の機会を与えることを嫌がります。これが現実で
すので、現在の中国におきましては、企業との間
に緊密でウィンウィンの関係を築くという方法
が取られております。そうすることによって、人
才育成の過程におきまして、インターンシップ
だけではなく、企業の発展の深いところにまで踏
み込んだ教育を行い、同時に企業にもサービスを
提供する、そうすることによって双方が利益を得
て、ウィンウィンを実現する、そうした方法でご
ざいます。現在は政府が様々な場面で役割を果た
しております。先ほどお話に出た教員につきま
しても、学外の実践育成基地というのがございま
すが、政策面での支援が与えられているだけでな
く、政府教育部門からの特別資金の支援もござい
ます。これは北京の状況でございますが、全国的
に推進されている事業でございますので、ほかの
地方も同様の状況だと認識しております。こうし
たイノベーションの推進でございますが、実際に
は以前からもこうした活動はあり、数年にわたっ
て推進されてきております。その効果はあと数年
して初めて顕在化してくるものと思われますが、
現時点においてはこうした問題は確かに存在して
おります。

松本　大連のほうはいかがでしょうか。

李　松本先生のご問題には私がお答えいたしま
す。さきほどの蒲院長のお答えとも共通いたしま
すが、現在、工学科の学生たちには、実践する能
力や手を動かす能力がますます低下する傾向がご

ざいます。その原因でございますが、情報技術の
発展に伴いまして、学生のそうした技術への依存
度が高まり、こうした状況で、学生のインターン
シップや卒業制作などの多くがコンピューター
を使って行われるようになっております。企業で
のインターンシップについてですが、中国教育部
は、大学と企業の連携による実習基地計画を制定
しております。大学と企業が合意を締結し、毎年
一定の学生が一定の時間にわたって企業で実習す
るという計画です。しかしこうした計画は実施し
てみるとなかなか理想的な効果を上げられない。
学生インターンの受け入れは企業の収益につなが
らない上、安全などの問題もあり、企業にとって
は負担となります。ですからこの分野につきまし
ては今後、中国の教育部と大学が何らかの法律を
作り、インターンシップの学生や大学院生を企業
が無条件で受け入れる仕組みを取ってはどうかと
考えております。こうした強制的な条件がなけれ
ば、企業はこれを拒絶できるようになってしまい
ます。私の専門である水利で言いますと、中国の
三峡プロジェクトは非常に大規模なもので、水利
を学ぶ学生をインターンとして毎年受け入れるた
めの特別の実習基地も設けられています。しかし
こうしたインターンの効果は、20年前や30年前
とはまったく違ったものとなっております。現在
のインターンシップは見ることに重点が置かれて
いまして、学生は現場を参観し、現場の側はこれ
を解説してくれる。以前の実習は学生が自分で参
加しなければならないもので、現場に下りて、自
分で鉄筋を縛ったりして、工事に参加していた。
こうしたことは、安全などの問題から、現在は許
されておりません。ですからインターンシップと
言いましても、参観するだけでは実践の問題は解
決できず、手を動かす能力が低下しているという
問題の原因はここにもあります。非常に大きな課
題と認識しております。

松本　中国の大学の状況も日本の大学の状況も
ちょっと似たようなところがあるかなと思います
が、なかなか学生をきちっとインターンシップの
トレーニーとして企業が受け入れるというシステ
ムは確立してないというか、なかなかそれを完全
につくり出すのは難しいと思います。もう1つの
トレンドとして、PBLというか、むしろ企業の人
が大学に入っていって、何か課題を与えて、それ
を学生が一緒になって解決していくようなプログ
ラムもある種の産学連携のインターンシップと考
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えられると思うのですが、中国の大学ではいかが
でしょうか。

李　本校の昨年の研究経費は18億元でございま
すが、そのうち政府または基金によるものが半分
の9億元、企業からのものがもう半分の9億元と
いった構成になっております。この企業からの
9箇元は、企業が大学に研究開発やサービスを委
託したものです。大連の大学におきましては、研
究経費の多くが大学への企業の開発委託に依存
しております。北京の大学の多くは政府に依存し
ておりまして、これは政府が豊富な資源を持って
いるためですが、北京を離れますと、政府の資源
は少なくなり、企業に依存する必要が出て参りま
す。大学とりわけ工学科におきましては、企業と
いかに関係を作り、企業に委託されたプロジェク
トをいかに成功させるかが非常に重要となりま
す。政府のプロジェクトは比較的簡単なもので
す。研究レベルが高くて難しいのではと考える方
もいらっしゃるかもしれませんが、資金の動きと
いう点では比較的たやすくなります。多くの場合
は論文を提出するだけでよく、もしくはサンプル
を渡すということで済んでしまいます。しかし企
業委託の場合は状況は異なり、企業に資金を提供
されて成果を出せなければ、次の機会はなくなっ
てしまいます。工学科の役割を発揮するために
は、真剣で勝負する必要があり、確実に成果を上
げることが必要となります。

蒲　私からも少し補足いたします。李学長がおっ
しゃった状況は確かにあると考えます。ただ李学
長のご指摘の大学と私どもの学院とでは、中国の
大学における位置付けが異なります。前者は、私
が先ほど申し上げました「211プロジェクト」や

「985プロジェクト」の認定校でございます。大学
は全部で4つのレベルに分かれており、私どもの
学院は、教育並びに産業関連の技術研発に重点を
置いております。李学長が先ほどお話になった
北京の大学の状況ですが、一方では正しいのです
が完全に正しいというわけではございません。北
京の大学にも、企業からの資金が豊富な大学が多
くございます。私どもの学院は学生が約7000人
ほどで小規模の部類に入り、大連理工大学のよう
な3万人多くの学生を有する大学の数分の一の規
模にあたります。私どものだ学院の昨年の研究
経費は7千万元で、約6分の1が企業からのもの
で、中国では「横向経費」と呼んでおります。そ

のほかの経費は、基金や政府の特定資金によるも
のです。北京市に所属する教育機関は、各省市に
おける市属の教育機関とは状況が異なり、政府の
特定資金による建設経費が大きい傾向にありま
す。さきほどお話しいたしました通り、私どもの
工学教育におきましても、産業と現在の教育とを
融合し、教育段階へと産業を引き込み、基礎的な
産業だけではなく、産業が直面する具体的な問題
にかかわることを追求しております。私どものや
り方は先ほどご紹介した通りですが、例えば本学
院では産業研究院が設けられております。この産
業研究院は研究機関ではなく、私どもと多くの企
業、10社以上の企業とが研究室や実験室を共同設
立するプラットフォームでございます。こうした
実験室は、生産や発展の過程において企業が直面
する開発や技術の問題を解決することを任務とし
ております。共同の問題について各者が研究を行
い、大学院の研究にかかわるものであれば、大学
院生を動員して問題の解決をはかります。このよ
うな方式によって、学校側は学習の応用分野に触
れることができ、企業が直面している技術開発や
エンジニアリング上の問題を知ることもでき、企
業にも貢献することとなります。中国の企業は現
実的ですから、さきほど李学長がお話になった通
り、自分がお金を出したら、それだけのものを得
ようとします。これは確かにやっかいなことで、
私どもも企業のプロジェクトを担当しております
ので、苦労は身に沁みております。その点、日本
の大学は優れていると考えています。個々の大学
のことではなく、大学全体が担っている研究上の
一種の社会的な分業の仕組みのことです。大学は
技術開発には積極的でなく、その環境もなく、そ
うした経験の蓄積もありません。大学が担うべき
研究は、製品開発の最初の一歩であり、可能性の
探求でもあります。大学と企業は研究開発におけ
る分業制を取り、企業は大学の成果をさらに製品
として開発し、必要なものとして開発することが
必要となります。こうした社会的な分業こそ良好
な分業であり、社会のイノベーション全体におい
て各部門が果たすべき役割を大学も果たすこと
になります。中国には「革職人も三人集まれば諸
葛亮に勝る」（三人寄れば文殊の知恵）という諺
があります。大学が基礎研究を行い、応用技術研
究も行い、さらに技術開発をして、製品も作らな
ければならないというのは、諸葛亮を探しに行く
ようなものです。中国の歴史には諸葛亮は一人し
かいませんが、革職人は無数にいます。革職人が
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三人集まってそれぞれの仕事をすれば、諸葛亮を
超えることができるのです。しかし現在の中国の
企業の総体的なイノベーション能力は、日本と比
べればまだ弱い。これに追いつこうとするため
に、中国の産業は高等教育に対して大きな期待を
持っており、その期待は、日本の産業が高等教育
に対して抱く期待をはるかに超えています。大学
の側には、工学系の人才をただ育成するだけでな
く、つまり工学教育の土台を持った人材を育てる
だけでなく、企業に来たらすぐに使える人材を育
てることが求められます。先ほどこちらの先生が
おっしゃった通り、猶予の期間を与えようとしな
いのです。しかし実際にはこれではうまくいきま
せん。大学側も教育に全力を尽くしますが、高す
ぎる要求にかなうことはできません。人才の育成
においても分業が必要です。大学教育後の実践の
蓄積は企業に行ってからなされるべきですが、現
在はこうした社会的な協同が欠けています。こう
した問題は大学だけで解決することはできず、政
府だけで解決することもできないでしょう。中国
では私営企業が増えており、こうした企業は、政
府とは実際には何の関係もありません。関係があ
るのは、政策によって資金が投入される時だけで
す。ですから、こうした企業が利益を見つけられ
るような制作が必要となります。中国には、「大き
な褒美を出せば勇敢な人が現れる」という諺があ
りますが、これと同じ道理です。日本にも「豚も
おだてりゃ木に登る」という諺がありますね。で
すから企業にメリットを感じさせなければなら
ない。政策面からでもそのほかの面からでもこれ
を支援しなければならない。法律を作るのも手段
の一つですが、それには社会的なリスクという問
題があります。中国で最も現実的なのは、企業に
利点を見出させることです。北京においては、政
府の奨励の下、大学と企業が学外に実践拠点を設
けることとし、これによって企業を引き付け、企
業を賞賛し、さらに特定資金などを割り当てて大
学との協力を促す方法が取られています。こうし
た方法は、他の方法との組み合わせによって推進
する必要があるかもしれませんが、企業にも利益
を与えることが重要です。これが現実であり、メ
リットがないのに企業にリスクを負わせようとす
れば、企業はこれを進んで受け入れようとはしな
いでしょう。企業が負うことになる最大のリスク
は学生の安全でしょう。工場で事故が起これば、
企業側が責任を負うこととなるからです。ですか
ら総合的な政策による支援を行わなければなりま

せん。こうした政策があればそれに従う人も出て
くるでしょうが、政策の誘導がなければ、日本で
あっても、自分から進んで犠牲になろうという人
はいないのではないでしょうか。もちろん自分の
財産をすべて投げ出してもいいという崇高な人も
いるでしょうが、やはり少ないでしょう。私の補
足はここまでです。ありがとうございました。

松本　ありがとうございます。どういう概念で動
かしておられるのかというのがよく分かりまし
た。研究についてはいろいろ企業からもお金が
入ってきて、なかなか教育についてはそう簡単で
はないというか、必ずしも全部理想的には進んで
ないのかなという気はいたしますが。

真壁先生、お2人の議論を聞かれて、何か。

真壁　教育について、私はただいま中国の現状を
よく学んだと思います。次に核心に迫ってみた
いと思うのですが、中国の大学の先生方が企業と
共同研究をなさる場合、先生方にとってインセン
ティブは何でしょうか。

蒲　ちなみに、インセンティブというのはどんな
意味ですか。私の日本語は、もう時代に遅れた日
本語ですから。

真壁　分かりました。例えば、米国型を考えてい
ただけたらと思います。米国型は、例えば、私は
私立大学の教員でありまして、松本先生は国立大
学ですけど、お互いに自分の収入、給料として、
例えば、大学からいただいているもの以外をいた
だくことは、基本的にはありません。そういった
意味で、どうでしょう。

蒲　分かりました。日本の大学の先生は大変です
ね。中国の場合には、合法的な収入であればいく
らもらってもかまいません。合法的な収入という
か、税金はちゃんと払えば、それは合法的な収入
なんです。大学の先生が、企業に勤めてもいい。

先ほどお話した「京校十条」はこれにかかわる
ものです。もしも研究がうまく行き、研究成果を
移転できるとしても、中国の90%の大学は国立大
学ですから、その研究開発の成果を勝手に処理す
ることはできないことになっていました。研究経
費の多くが政府の税金から来ている私どもの学院
などではなおさらです。大学の研究成果を譲渡す
るには政府の審査許可が必要でした。北京で打ち
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出された「京校十条」は、政府の審査許可なしに
大学が自分で判断することを認めるもので、政府
はこれを記録するだけとなりました。この成果を
移転したということを政府に知らせるだけでよく
なったのです。大学が自分の研究成果を譲渡も含
めて使えるようになったということが一つです。
もう一つは、譲渡収益について、開発人員や開発
チームに70%以上を奨励として与えるという規定
です。この奨励は税を納めるだけでそのまま収入
にすることができます。大学は納税管理について
厳格ですから、税金を納めるかは研究者の自由で
はありません。大学が税を納め、残りを研究者に
渡します。奨励は70%以上となっていますが、以
前は「以下」とする規定が多かったのに対し、「以
上」との規定がなされていることが目を引きま
す。「京校十条」のうちもう一条取り上げておきた
いのは、大学研究者が企業のポストに就く場合、
大学が研究者の職位を残しておくことができると
いう規定です。もしも三年以内に、「水があまりに
も深くて溺れてしまう」と思ったらまた戻ること
ができるのです。企業にとどまれなければ大学に
戻れるというこの政策は、将来への不安なしに行
動することを可能とするものです。この政策の主
旨は、研究成果が体制の制限を受け、もしくは魅
力が足りないという制限を受け、研究所でお蔵入
りになったり、論文発表や特許取得だけで生産に
結びつかないという状況を打開することにありま
す。企業・産業・社会の発展を促進する革新的な
動力や成果として、研究成果を活用することが目
的です。北京市所属の大学は現在、大学の社会参
加を奨励し、産業発展を促進する今年発布された
ばかりのこの政策を実現するため、これを補助す
る総合的な政策を実施しているところです。中国
の現在の状況はほぼこのようなものです。

李　松本先生と同じ問題を聞きたいと考えてい
たところでした。大学の教員がもしも、産学研の
連携や企業サービスにばかり集中していれば、教
員の研究レベルは低下することになります。研究
レベルが低下すればその教員に対する評価も下が
り、立派な教授となることはできないでしょう。
ですから大学側は教員に対してハイレベルの論文
を発表することを求め、研究者はそうして初めて
特定の学科や学術分野で発言権を持つことになり
ます。もしも研究者が企業の研究開発サービスに
打ち込んで、学術レベルを低下させてしまえば、
大学の職を維持するのは難しくなるでしょう。日

本の例えば東京大学のような大学ですと、企業へ
のサービスばかりしていて論文のレベルが足りな
いといった教員がいた場合、その地位は保てるも
のなのでしょうか。またこうした教員にはどのよ
うな評価がなされているのでしょうか。

松本　なかなか核心を突いたご質問かと思いま
す。今、まさにおっしゃるようなことで、今日も
有馬先生から、日本のエンジニアリングの評価が
低いというお話がありましたけども、あそこで出
てくる評価の指標というのは、やはり論文を何本
書いてるか、トップジャーナルに何本書いたか、
結局はそういうことで測られているわけですね。
学会の中の、大学の中の人事も、多くはそういう
ことで評価されています。

例えば、特許何本とったかというようなことは、
企業であれば、当然、評価されるわけですけども、
大学の中だとなかなかそこまで評価はできない
し、もし彼が論文を一本も書かないで企業との共
同研究で大変な成果をあげたとしても、それはお
そらく大学の中で生きていくということは難しい
だろうと思います。

そういう意味では、やはり役割と企業の間には
ある種の役割分担があって、やはり大学で研究
しているというのは、多くは基礎研究のところ
をやって、いかにイノベーションのシーズをた
くさん作り込んでくるか。そういうものを、何か
あったときにすぐ出せるかどうか。そういう大き
な知のプールですね。知識のプールをつくってい
くというのが本来の大学の役目だろうと思いま
す。それがなければ、最初にもちょっと申し上げ
ましたけれども、本来、社会のイノベーションを
起こしていけないだろうと思って、われわれは活
動を続けているわけです。

そういう意味では、ややもすると企業の方と大
学の方の間の議論のパーセプションギャップとい
うか、思いの違いはあって、なかなかかみ合わな
いことが多いのですが、それが社会全体でどのよ
うに動いていくと全体調和が図れるかということ
の共通認識を持てるかどうか。そこが大きな話だ
と思います。

それから、もう1つは感想なのですが、中国の
大学でかなり大きなインセンティブ、要するに研
究費の、どの部分か、よく分かりませんけど、そ
れを取ってきた方の収入になるというようなお話
がありました。それで正しいでしょうか。
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蒲　このことについては誤解を招かないようにお
話をしたいと思います。さきほど申し上げた研究
成果の転化ですが、研究成果の開発者や開発チー
ムには大きな収益をもたらします。ただそれは
研究プロジェクトの経費によるものではありま
せん。プロジェクト経費の内訳には規定がありま
す。プロジェクトとして大きな影響力を持ってい
る「国家自然科学基金」を例に取りますと、経費
支出の中の労働力経費は15%を超えてはならない
という規定があります。しかし多くの「横向プロ
ジェクト」、つまり企業と協議締結したプロジェ
クトにおいては、任務を完了すればよしとなる。
例えば車を製造するという任務なら、車を製造
すれば、大学の経費管理制度に違反していない限
り、大学には厳格な経費管理制度があるわけです
が、経費をどう使っても自由となります。ただ経
費で車でもなんでも買えるというわけではなく、
屋外調査のプロジェクトに用いるなど、理由は述
べなければなりません。

松本先生の先ほどの問題、李学長がご指摘に
なった問題でもありますが、学術評価という問題
がございます。学術評価の問題は現在の中国に事
実として存在する問題です。研究プロジェクトを
重んじ、論文を重んじ、論文の発表レベルはさら
に重んじます。権威のある場所に論文を発表すれ
ば、非常に高い評価が得られ、評価が高ければす
ぐれたプロジェクトを受けることができるように
なります。中国の大学の教授には等級があり、一
級教授、二級教授、三級教授、四級教授、さらに上
には特級教授もあって、特別資金プロジェクトの
支援を受けたり、人材誘致の対象となったりしま
す。教授が受け取る給料も異なり、これには教授
の研究業績評価も関係して参ります。評価の仕方
については議論が続けられており、こうした評価
は自らに足かせをはめるようなものとだとも言
われます。教員の研究業績や大学発展への貢献を
いかに客観的かつ正確に評価するかは世界的な
問題であり、中国にもそうした問題が存在してい
ます。現在は、論文の行き過ぎた重視をやめよう
という議論がなされています。評価体系は非常に
複雑なものです。論文は数えることができますか
ら、一本発表すれば一本の業績がつくことになり
ます。しかし企業に対する貢献はどのような尺度
ではかれば良いのでしょうか。これをはかるのは
容易ではありません。これには評価のコストもか
かわってきます。しかし最後には、多くの人の知
恵によって合理的な方法が見つかることになるで

しょう。新たな時期においては、社会における大
学の役割を負い、社会の期待に応えることができ
るよう、大学の教員を導いていかなければなりま
せん。人間がすることですから、体制的な変化が
必要となります。中国は現在、改革を唱えていま
すが、大学は、改革において最も改革の必要な最
初のグループとなります。私の補足は以上です。

松本　ありがとうございます。ほとんど結論を
言っていただいたような気がいたしますけれど
も、会場の方からもご質問があれば、ぜひ伺いた
いと思います。

質問者　私は今、広州のキナン大学で建築デザ
インを教えています。私は日本で14年間ぐらい暮
らしてきまして、昨年の11月に中国に戻りました
けども、今、関心を持っているのは、大学の交流
です。例えば日本のある大学の建築学部と一緒に
研究をやりたいとか、あるいは研究のステージを
つくりたいといった場合は、直接その学部の先生
と連絡するか、あるいは大学の窓口と連絡できる
か、聞きたいのです。中国では、たぶんこのよう
な窓口のある大学は少ないと思いますけど。

松本　はい。なかなかワンストップサービスをや
るような機関というのはありません。各大学とも
実はバラバラにやっていて、1つは、ご自分でホー
ムページなりウェブサイトから調べて、その方に
個人的に連絡をされるというのが一番確実な方法
だろうと思います。あとは、様々な学会がありま
すから、そういうところに出かけられて、直接そ
の先生と話をされるというようなことが一般的で
すね。

例えば、もしそういう、日中の間で共同研究を
エンハンスするようなプロジェクトをJSTがつ
くってくださるとか、そういうことがあれば、ま
た新しい展開があるのかもしれません。せっかく
主催していただいてるのでJSTに振りましたけれ
ども、JSTがそれにかむかもしれませんし、文部
科学省がそれをアレンジするというのは、今の状
態だと難しいかなとは思いますけども、いずれ日
中交流協会的なところにいろいろな方が登録して
おいて、それのマッチングをとっていくというこ
とは可能だろうとは思います。

一般的には、個人的なつながりでやっていくと
いう方が大きいです。大学間の協定についても、
まず個人でやられていて、今日の真壁先生のお話
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にもありましたけど、西安交通大学との連携とい
うのも、実は今の学長さんが慶應に行かれてい
て、それがもとで、ある意味、動いたというよう
なところもあると思います。個人個人の間のつな
がりが今のところ最も重要かな、という気はいた
します。

質問者　つまり、人脈という…。

松本　そういうことになるんですけど。

質問者　たぶん、もうすでに情報の社会になって
います。例えば、あるテーマで共同研究をしたい
場合は、ある窓口にそういう要望を出して、向こ
うの国の窓口が、どの大学の研究室が一番強いと
か、実際にそういう要望もあるといった情報を提
供してくれる。このような優れた窓口がもしあれ
ば、たぶんすごく役立つかなと個人的には思いま
すけど。

松本　ぜひ今後とも検討していきたいと思います
ので、よろしくお願いします。

質問者　こんにちは、ハルビン工業大学の者で
す。一つ質問があります。中国の教員は大学では
教育に従事し、さらに研究面でも非常に忙しい
状況にあります。企業からのものや政府からの
もの、さらに国家自然科学基金などのプロジェク
トもあります。ですから教員の多くは、日本や米
国との国際交流活動に傾ける精力を持っていま
せん。私たちの大学では最近、新たな政策が作ら
れ、副教授の任用にあたって、米国や英国、日本
などの先進国での少なくとも一年の研究経験を求
めるようになりました。日本の各有名大学は、世
界もしくは中国との研究協力をいかに発展させて
いるのでしょうか。彼らの積極性を高めるにはど
うすれば良いのか、また奨励策としては何がある
のでしょうか。

松本　これもなかなか質問としては厳しい質問で
す。日本の大学の先生方も極めて日々忙しくして
おられます。例えば、1つの研究室で教授、准教授
が、助教が1人ずつだと、助教の方がステップアッ
プのためにどこか海外に行きたいと言っても、そ
の研究室を運営するためになかなか行かせてもら
えないというような状況になっています。昔から
ずいぶん状況が悪くなってるような気がします

が、それをどうやってうまく動かしていくか、昔
は文部科学省が、中国の教育省ですね、そこが留
学のための資金を出したりしていたわけです。

それから、JSPS（日本学術振興会）は、今はそ
ういった長期に海外に出るための資金を持ってい
て、そこにアプライすると行かせてもらえるとい
うようなプロジェクトがございます。

それから、文部科学省の中では、ブレーンサー
キュレーションという観点ですけども、国際的に
人が移動して、例えば日本の研究者が中国に来て
研究するというのは、その将来の研究によって重
要であれば資金を出すというような様々な取り組
みは動いています。しかし、私の目から見ると、
十分とはとても言い切れない状態だと思います。
あることはあるのです。

質問者　ヨーロッパやアメリカでは、サバティカ
ル休暇を取られる先生が多いと僕は思っているの
ですが、日本の場合は、ちょっと周りにサバティ
カル休暇を取るというような先生があまり僕は知
りません。そういった面で、日本で取りにくいと
いう状況があるのか、教えていただきたいのと、
一方、中国ではサバティカル休暇を取るという制
度はあるのでしょうか。

真壁　慶應義塾の例を申し上げます。慶應義塾
は、7年に1回、サバティカルを取ることができ
ます。また、そのサバティカル中の経済的支援も
ちゃんとしっかりやっています。ところが、工学
系、理工系の教員の方がサバティカルを取ってい
るかというと、ほとんど取れないのです。その理
由は、先ほど松本先生のほうからお話があった通
りです。制度はあるけど、取りにくい状況にある
ということです。

松本　東京大学も同じような状況で、サバティカ
ルの制度は、制度としてはあります。実際には、
理工系の方はなかなか取れない。でも、文系では
けっこう取っている人はいらっしゃいます。中国
はいかがでしょうか。

李　中国の各大学には教授のサバティカル制度に
ついてこのような明確な規定はなく、客員研究員
として国外での短期交流を行うという状況が多く
なっております。ただハルビン工業大学の先生が
先ほどご指摘なさったように、新しい傾向もます
ます顕著になって参りました。ここには二つの問



76 独立行政法人科学技術振興機構  中国総合研究交流センター（JST-CRCC）

日中大学フェア＆フォーラム in China 2014

● パネルディスカッション2 ● 大学の役割および国際人材の育成

題がございます。最初の問題ですが、資料により
ますと、アジアの大学の教員は「近親交配」の状
況が深刻だということです。ですから教員の国外
での交流を奨励し、ほかの大学の良いやり方をよ
り多く吸収することがぜひとも必要となって参り
ます。第二の問題ですが、若手の教員が現在、国
外留学に行きたがらないという問題がございま
す。これは国内の研究任務が重いということもご
ざいますが、留学先での生活が苦しく、国内の生
活条件に劣るということも理由となっておりま
す。このため大学もこれに応じた政策を取り、一
定期間は国外に行くということを義務化すること
が必要となります。

蒲　少し補足いたします。こうした状況に関しま
しては、先ほどの日本の場合と同様、各学校で具
体的な状況は異なります。私たちの学院におきま
しては、制度は早くからできております。正当な
理由、例えば国外研修や国内の大学での勤務、私
たちは「学術訪問」と呼んでおりますが、そうし
た十分な理由があれば、訪問認可をすぐに得るこ
とができます。滞在期間は長期で半年ほどとな
り、数カ月ならさらに容易となります。ですがそ
の条件の一つに、研修に行く人員が必要経費を自
分でまかなわなければならないということがござ
います。関連部門を通じて申請したものであって
も、相手側の資金援助を受けたものであっても、
研究人員の研究経費による支払いを通じたもの
であっても同様です。もっとも給料は保証されて
います。私たちの学院でも最近、学術訪問とサバ
ティカル制度が制定されました。義務的なもので
はありませんが、4年に一度、給料の支払いを受け
ながら海外に行くことができ、期間は半年ほどと
なっております。しかし訪問のための旅費や相手
国での生活などは研究人員が自分でまかなわなけ
ればなりません。

松本　じゃあでは最後のお1人、女性の方。

質問者　日本の山梨大学のものです。産学連携か
ら少しずれるかもしれませんけれども、今日午前
中、有馬先生からもお話がありましたように、個
人的にはやはりPh.Dの学生数が極端に少ないと
いうことがあると思います。

そこで中国の先生にお聞きします。日本でPh.D
が少ないのはおそらく2つ要因があって、1つは
出口が非常に狭い。アカデミックの分野でなけれ

ば、なかなか就職できないのと、奨学金が基本的
にないんですね、ほとんどのケースが。博士課程
に行くには自分で投資していかないといけない。

アメリカとかですと、研究助成金の8割以上は
人件費で、学生を1年1万ドルとかでサポートし
ますけれども、日本ではそういうのは全くない
か、ないに近いです。少なくとも地方国立大では
あり得ない話ですね。中国の場合には、研究助成
金のどのくらいの割合が学生、ドクターの支援費
用として使えるのでしょうか。ドクターをとった
後の就職の状況についても教えていただけません
か。よろしくお願いします。

蒲　中国の教育はこれまで、長い改革の道のりを
歩んで参りました。中国の高等教育は以前はすべ
て無料でしたが、10年ほど前から費用を支払わな
ければならなくなりました。これは一種の革命で
して、私たちは「硝煙のない革命」と呼んでおり
ます。支払わなくてよかった学費を支払わなけれ
ばならなくなったわけですが、中国の以前の無料
教育では、学歴が高ければ高いほど、学費を支払
わなくてよいだけではなく給与も受け取ること
ができました。この資金は政府からの助成金によ
るもので、さらに修士課程や博士課程になります
と、研究室からも補助が出ます。修士課程や博士
課程の学生を募集する場合は現在も、研究経費の
中から資金を割り当てて学生を支援しなければな
らず、国家財政からも支援金が出されます。こう
した助成金は、学生の基本的な生活を保障するも
のです。もちろん毎日北京ダックを食べたり、外
食をしたりということはできませんが、最低限の
生活を維持するのには十分です。一方、大学生と
りわけ学部段階の学生は、生活費は自分で支払わ
なければなりませんし、学費も納めなければなり
ません。また最近は、中国には新しい政策ができ
ました。以前、学部生の学費納入が始まった時、
大学院生の学費は免除のままでした。昨年からは
大学院生も学費を納めることとなりました。しか
しこれには国が助成金を出しておりまして、大学
院生の学費納入と同額の助成金が出されておりま
す。大学院生への補助はやはり続けられているわ
けですから、ちょっと見ると何の変わりもないよ
うですが、大学院生や博士課程の学生の学費免除
という現状を変更する政策となりました。ですか
ら中国の現状としましては、学歴が高いほど、受
ける教育レベルは高くなり、自分で支払わなけれ
ばならない額は少なくなり、経済的な負担が存在
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しなくなるというのが第一点でございます。
第二点は、中国の人事政策では、学歴や学位が

高いほど、希望の都市での仕事や志望のポストが
得やすくなります。博士号を取得したり、博士課
程で優秀な論文を発表していたり、さらには国外
で博士号を取得していたりすれば、それはさらに
容易となります。中国では戸籍関係が固定されて
いますので、ある都市に行きたいとなった場合、
例えば北京で仕事をしたいとなった場合、様々な
条件をクリアしなければならず、学歴が低ければ
なかなかそうした機会は得られません。私どもの
学院には博士学位の授予権がございませんので、
多くの学生をほかの学校に送っております。私が
博士課程の指導教員を務めている華南理工大学
にも学生を送っておりますが、そちらの間口には
限りがありますので、一部の学生は、私が以前在
籍した東京工業大学や千葉大学の先生の下に送
り、博士課程の共同育成を行っております。こう
した高い学歴を持った学生は、現在の状況におき
ましては、選り好みすることがなければ、学術機
構や研究機構にすんなりと入ることができます。
これは学生にとっては魅力であると思います。も
ちろん現在では、中国で育成される博士もますま
す多くなっております。さきほど上がった例では
3600人以上というお話がございましたが、博士が
多くなっても、人才構成はピラミッド型を呈する
こととなります。つまり最上部の需要というのは
そこまで多くないわけで、今後は、博士号を取っ
た学生が就職する際、期待をある程度下げること
も心構えとしては必要となってまいります。現
在のところ、就職についても生活コストについて
も、学歴が高ければそれだけ多くのメリットがご
ざいます。ですから中国の学生は修士課程に行き
たがり、博士課程にも行きたがる。自分が得られ
るもしくは得られるかもしれないメリットを見
出し、期待することができるためです。中国の大
学院生育成にはこうした現状がございます。もち
ろん今後は、学歴の高い学生の数が多くなるとい
う問題、すでにこうした問題は現れてきているわ
けですが、先ほど皆さんが議論なさったように、
学歴が高いほど分野が狭くなっていくという問題
が出てくることとなります。ある意味では、適応
力が劣るということにもなり、心構えとしてもこ
れが障害となって参りますので、将来的にはこう
した問題についても調整が必要となるでしょう。
これは時代とともにいかに進化するかという問題
で、新たな環境が形成されれば、これに適応する

ことが必要となります。

李　私からは二つの点を補足いたします。第一
に、中国の博士課程の学生の募集人数は、教育部
が厳格にコントロールしており、募集したいだけ
できるわけではございません。各大学の枠は固定
されております。私どもの大学は昨年、10人の枠
の増加を申請いたしましたが、教育部の同意が得
られず、一人の枠も増やすことができませんでし
た。中国の博士課程の学生数には制限があり、増
幅は多くても三桁にとどまります。第二に、先ほ
ど上がった就職の問題ですが、私の見方は蒲院長
のそれとは異なります。就職の圧力はやはり非常
に大きなものです。学歴が高ければ仕事は探しや
すくなりますが、良い仕事や合った仕事を見つけ
るのは難しく、その難度はますます高まっていま
す。

松本　時間が、だいぶオーバーしております。本
当は辻さんには朝日新聞にたくさん署名入りの記
事を書いていただきたいのですが、今ぜひご発言
をしたいとおっしゃっておられますので。

辻　では最後に、せっかくの機会ですので、短い
質問をさせてください。多様な人材という中で
は、やはり女性の役割というのがすごく重要だと
思いますが、理工系人材の中で女性の現状はどう
なのでしょうか。日本よりは、中国は女性が活躍
する社会だと思っております。

蒲　中国では制度上は、性別による区別をしては
いけないことになっております。私どもの学院は
残念ながら、大連理工大学のような多岐にわたる
学科をそろえてはおらず、工科・文科・芸術・経
営が中心です。学内では女子学生が男子学生より
も多く、男子学生の比率を高めるべきだというこ
とも言われておりますが、女子学生の方が試験の
成績が良いこともあり、女子学生の比率は50%を
上回っております。こちらが第一点です。第二点
は、先ほど申し上げた通り、制度上の区別がない
ということです。工学科でもほかの学科でも、「男
子学生を70%と女子学生を30%」といった形で
学生を募集することはできません。最後は試験に
よって決まり、またある専攻をどれだけの人が志
望するかで決まります。しかし性別は神様に作ら
れたもので、自然な選択傾向というのがございま
して、工学科を選ぶ女子学生は男子学生に比べる
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と少ないようです。ただ男子学生の試験成績が女
子学生よりも劣っているため、結果的には影響は
目立たず、女子学生の入学が多いために男子学生
が比較して少なくなるという状況もございます。
私個人としては、より多くの男子学生がこうした
研究やエンジニアリングの分野に参入し、彼らの
強みを発揮してくれることを期待しております。

文化や歴史の発展は国によって異なりますが、
中国では、社会進出する女性の比率が非常に高い
状況がございます。女性に対する政治的差別は禁
じられ、収入も同等であることが求められます。
同じ仕事をしているのに女性だからといて待遇を
下げることは許されず、違法行為となります。で
すからこうした差別はなく、さらに女性の任用が
義務付けられている場合もございます。例えば大
学の指導部においても、学長や副学長のレベルに
少なくとも一人の女性を置かなければならず、女
性が欠けている場合は組織部門が女性を配備する
ことになります。各省市の指導者も同様で、女性
の方が有利となることもあります。女性であるた
めに指導部に就くことができ、男性であるために
その機会を逸するというケースもございます。も
ちろん女性の社会進出に伴い、子どもをどう育て
るかといった家庭内の問題も大きくなっており
ます。双方が忙しく仕事をしている家庭でどのよ
うに家族関係を維持するか、家事は誰がやるのか
といった問題です。自然に形成されたものでも制
度化されたものでも、プラスの一面もあれば、マ
イナスの一面もあるということと理解しておりま
す。

松本　ずいぶん多岐にわたる多様な議論をいただ
いたかと思いますけれども、1つ結論は、やはりこ
ういった場で日中のそれぞれのステークホルダー
がちゃんと議論をするということの重要性を再確
認できたと思っております。

われわれも、実は産学官の間でいろいろな議論
はしておりますけれども、実は学の中にもいろい
ろな問題があって、それを合理的にきちっと説明
責任を果たしながら解決していって、その後にや
はりどういうふうに協働していくか、コラボレー
ションをとっていくかということの重要性がよく
分かりました。

コラボレーションをやっていくという上で、や
はりそれぞれの基盤がどうなっているのかという
ことを、こういう場できちっと理解して、じゃあ
こういう共同研究のあり方があるのではないかと
いうようなことを、日中間でやっていく。そうい
うことが一番重要な話になってくるのではないか
と思った次第です。

そういったトレーニングをしていくというか、
そういうプロセスをきちっと踏んでいくと、産学
の連携ももちろんうまくいきますし、それぞれの
固有の事情というのも勘案しながら、その解決の
プロセスをお互いに持ち寄って、日中がそれぞれ
もっと共に発展していけるようなプラットフォー
ムができればと思った次第です。

今日は熱心な議論をしていただきまして、あり
がとうございました。また、多くの方にご参加い
ただきまして、深く感謝を申し上げます。
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羽入 佐和子　■お茶の水女子大学 学長

川口 清史　■立命館大学 学長

里見 進　■東北大学 総長

侯 建国　■中国科学技術大学 学長

程 光旭　■西安交通大学 副学長

1982年お茶の水女子大学大学院博士課程修了、学術博士。
専門は哲学、倫理学。著書「哲学へ －ヤスパースとともに－」、「ヤスパースの存在論」等。
お茶の水女子大学講師、助教授、教授、同副学長・附属図書館長を経て、2009年4月から現職。社会活動と
して、国立大学協会副会長、国家公務員倫理審査会、文部科学省科学技術・学術審議会、大学設置・学校法
人審議会、男女共同参画推進連携会議の委員、日本学術会議連携会員等を務める。

2007年より学校法人立命館総長・立命館大学長。博士（経済学、京都大学）を取得。専門分野は経済学（経済・
社会ステム、経済事情および政策学）。
1974年に京都大学大学院経済学研究科博士課程を経て、1976年より立命館大学に着任。産業社会学部、政
策科学部にて教鞭をとる一方で調査企画室長や教学部長など学内の役職も歴任。日本私立大学連盟常務理
事、大学基準協会副会長・理事・評議員、文部科学省大学設置・学校法人審議会特別委員、第3期日韓文化
交流会議日本側委員長、高知県観光特使など学外要職も多数務めている。「立命館の改革を通して、日本の
教育の未来にも寄与していきたい」という志のもと様々に新しい挑戦・改革を行っている。

1974年東北大学医学部医学科卒業。ハーバード大学研究員、東北大学医学部第二外科講師、東北大学医学
部第二外科教授を経て2004年東北大学病院長、2005年東北大学副学長、2012年東北大学総長に就任した。
ほかに国立大学協会副会長、日本外科学会幹事（前理事長）、NCD（National Clinical Database）前代理理事。
専門分野は外科学一般、移植外科、肝臓外科。

長期間にわたり物理・化学分野の研究業務に携わり、高識別率の走査型トンネル顕微鏡（STM）を利用した単分子の
特徴と操作の研究方面で一連の成果を挙げ、単分子物理化学分野の理論と実験において重要な貢献を行った。Nature、
Science、J.of Amer.Chem.Soc.、Phys.Rev.lett.などの雑誌に学術論文100本以上を発表した、同分野で国際的な影響
力を持つ学者だ。2008年に中国科学技術大学学長に就任。2003年に中国科学院院士、2004年に第三世界科学院院士
に選ばれた。同時に中国真空学会理事長、第7回中国科学協会委員をつとめ、国際真空科学・技術・応用連合（IUVSTA）
執行委員、国際純正・応用化学連合（IUPAC）化学・生物部の名誉会員でもある。国家自然科学2等賞、中国科学院自
然科学1等賞、海外華人物理学会アジア成果賞、香港何梁何利科学・技術進歩賞、陳嘉庚化学科学賞など多くの賞を受
賞している。

1993年、西安交通大学固体力学専攻を卒業し、工学博士学位を取得。1995年6月から1997年8月までカナダのウォー
タールー大学でポストドクター研究を行う。1993年に副教授、1997年に教授に昇進。2000年6月から2001年4月
まで米マサチューセッツ工科大学の客員研究者となる。1997年から2004年まで西安交通大学環境・化工学院院長、
2004年2月から2006年2月まで西安交通大学新入生募集事務室室長を務め、2006年2月から2008年2月まで西安
交通大学教務処処長と新入生募集事務室室長を兼任、2008年2月から2009年2月までは西安交通大学副教務長と教
務処処長を兼任する。2009年2月から現在まで、西安交通大学副学長を務め、学部生教育や大学院生教育などの業務
を主管。さらに2006年から現在まで西安交通リヴァプール大学の理事を担当。目下、西安交通大学エネルギー動力工
学科の教授を務め、化工システム及び設備信頼性の科学理論と工学の教育と研究に従事している。

■ 講師PROFILE

● パネルディスカッション2 ● 大学の役割および国際人材の育成

日中大学間の人材育成協力
および頭脳循環の強化に向けて

モデレータ

パネリスト

パネリスト

パネリスト

パネリスト

4
セッション
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羽入　皆様、こんにちは。
このセッションのモデ
レーターを務めさせてい
ただきます羽入と申しま
す。どうぞよろしくお願い
いたします。

先ほどのセッションで、
松本先生がもっとずっと

続けていたいとおっしゃってらっしゃいました
ので、続けていただいてもよかったのですけれど
も、こちらにもお忙しい中たくさんの情報を持っ
ておいでくださっていますので、ぜひお付き合い
ください。

このセッションは、「日中大学間の人材育成協
力、頭脳循環の強化に向けて」となっております。
特に大学の立場から、このテーマについてご意見
をいただき、議論していただきたいと思っており
ます。

今回、パネリストの先生方のレジュメを拝見い
たしまして、私はおそらくこのような論点で議論
が展開するのではないかと考えております。

1つは社会の急激な変化の中で、持続可能な発
展をいかにして達成するか。また、この時代に人
材育成機能を担う大学の使命は何か。3番目に、
中日の大学は国際的な頭脳循環をどのようにして
果たし得るか、という3点です。これは私が勝手
にいたしましたので、後の議論でどうなるかはお
楽しみということでございます。

先生方のお話の前に、少し中国と日本の留学生
の交流、学生の交流について、現状をご紹介して
おきたいと思います。

有馬先生のお話にもあったのではないかと思い
ますが、図1は、中国から日本への留学生数の推
移です。図の2は、日本から中国への留学生数の
推移です。

少し自己紹介がてら、私の大学の場合をご紹介
させていただきます。お茶の水女子大学は、今か
ら140年ほど前に国によって設置されました国立
の女子大学です。総合大学ですが、学生数は学部
生2,000人、大学院生が1,000人、極めて小規模の
大学です。特に女性リーダー育成機関としての役
割を果たしてまいりました。

留学生につきましては、留学生の総数が200名
程度、全学生の7%ぐらいです。そのうち中国か
らの留学生は60%、6割を占めています。また、大
学院のみで考えますと、留学生全体のうち、中国
からの留学生が62%いらっしゃいます。

そして、さらに昨年の国のプロジェクトであり
ますグローバル人材育成推進事業を開始しまし
て、数値目標も設定いたしました。それは2016年
には海外派遣数を学部生の1学年分に、今の倍に
したいということでございます。

それでは自己紹介はこのくらいにいたしまし
て、先生方からプレゼンテーションをお願いした
いと思います。まず、川口先生からお願いいたし
ます。

川口　大家好。立命館大学
の川口でございます。私の
ほうからは、今の日本の大
学が何を考えて、何をやろ
うとしているか。その中で
立命館大学はどうしよう
としているか。そして、こ
の日中の構図という点で

は、何をしようとしているか。そういう3つのお
話をさせていただきます。

日本の現在の安倍政権、あるいはそれ以前の野
田政権から、かなり大学改革については、これま
でも国立大学の法人化であったり、あるいは予算
問題であったりというような、ガバナンスや財政
の問題からさらに大学の研究教育の内容のところ
まで踏み込んでいます。これまでのガバナンスと
か予算からさらに研究や教育の中身の話にどん
どん入ってきているということだと思います。

1番今日申し上げたいのは、いま教育の中身を
教育の質的転換という言葉で表現されております
ような、教育のあり方の大学教育のあり方の転換
が今の大学改革の軸になってきているということ
が、とても大事なことだと認識しております。こ
れは一言でいえば、主体的に考え、行動的人材の
育成をするという目標に立とうということであり
ます。

これまでも日本は、近代化のプロセスの中で発
達した国々から知識や学問や技術を導入し、それ
をこなして伝達していくということが大きな目標
としてありました。大学の人材育成はそういうと
ころでやってまいりましたが、そうではなくて自
分で考えるという人間をつくりなさいということ
が、日本の、これは大学教育のみならず、教育全
体の課題になってきています。いま日本が、これ
はまさしく先ほど松本先生がお話になったモデル
のない社会、最先端に立ったところでいかに新し
い場を切り開いていくかといった課題に対応でき
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セッション4 • 日中大学間の人材育成協力および頭脳循環の強化に向けて

る人材をわれわれはつくらなければいけない。こ
れこそまさしく、いま冒頭に羽入先生が指摘され
た大学のミッションであります。

おそらくこの点では、中国も韓国も同じなので
はないか。これまでは一生懸命知識を導入し、そ
れを伝えるということに重きを置いていた大学教
育が、今それを超えて主体的に考え、自らつくり
だす人材をつくらなければいけない。もうそうい
う段階に入ってきている。そこに大きな教育の質
的転換があり、大学自体の転換があるということ
ではないでしょうか。

これはとても大きな問題で、今までは何をどの
ように教えるかということが教育の中心課題であ
りました。学ぶものがどのように何を学び、どう
成長したかが問われる。評価の視点が百パーセン
ト変わったわけです。

その評価の中身は、しばしば個々の技術や知識
ではなくて、それは主体的な力、しばしば人間力
とまでいわれるほど、抽象化されたキーコンピ
テンシーであります。こうしたことをどうつくり
だすかといったことが、いま大きな課題になって
います。

その方法論としては、アクティブラーニング、
学生が主体的に学ぶさまざまな手法をいま開発し
なければいけない。その1つが、先ほど来、出て
おります PBL、Project Based Learning、あるい
は Problem Based Learningということでありま
す。問題を発見し、それを解決するためにさまざ
まな学問や知識や、あるいは技術を導入してくる。
そうした体験を学生が積むことが、主体的な人間
をつくっていく大きなきっかけになるのではない
か。そういう考え方です。実は理工系は基礎教育
が重要だからなかなかPBLは難しくてねというの
が、わが大学でも返ってくる答えでした。先ほど
松本先生から、工学系こそPBLが大事だというお
話をうかがい、大変心強い思いをいたしました。

こういうことを踏まえて、いま立命館大学では
2つ大きな目標を掲げております。

1つは、やはりもっともっとグローバル化して
いかなければいけない。アジアではトップレベル
のグローバル化した大学になっていきたいと思っ
ております。もともと立命館は主体性を重視した
生い立ちを持っています。あるいは、現在またそ
れを1つのミッションとして掲げてきたというこ
ともあります。

今、世界水準の教育や世界水準の質保証をどう
していくかということが、やはり大学に課せられ
た大きな課題で、立命館大学も何とかそれをして
いきたい。具体的にしていくためには、例えば今、
これまでもやってきましたけれども、大学との共
同で、海外の大学と共同でデグリーを出してい
く。それはジョイントデグリーでやったり、ある
いはダブルデグリーでやったりというふうな、さ
まざまな形態があるし、さらに言うと、1から共同
で学士課程なり修士課程を立ち上げていくという
こともやってみたいと考えております。

さまざまな教育改革を今、準備しているところ
でありますし、あるいは組織自体もグローバル化
していかなければいけない。外国人教育で留学生
を増やす。あるいは、もっと留学生、学生も外国
に派遣をするというようなことを含めて、さまざ
まなことをやっていきたいと考えているところで
す。

もう1つは、私たちは学びの立命館モデルとい
う名前をつけていますが、先ほど申し上げました
アクティブラーニングやPBLを中心にした、学び
のコミュニティを通じた学生の主体的な学びを
つくっていく。そうした取り組みをもっと進めて
いきたいというようなことを、考えているわけで
す。

そこで3番目の話です。そういう中でじゃあ日
中大学交流、中国との関係をどう強くしているか
ということです。

今、私ども、実は2つの大きなプロジェクトが
走っております。これが今の立命館大学のグロー
バル化、そしてまた主体的な人間をつくっていく
という、そういうモデルの2つを統合したような
先進的なモデルです。

その1つが、いわゆるキャンパスアジアと呼ば
れているプログラム。これは文部科学省の11の
プロジェクトのうちの1つでありますが、立命館
大学の文学部と中国の広東外語大学、韓国・釜山
にあります東西大学校の3つの大学が、それぞれ
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10人ずつの学生を選抜し、30人の学生が生活を
共にしながらそれぞれのキャンパスを2年間にわ
たって移動する。そこではそれぞれの国で、それ
ぞれの国の言語で、それぞれの国の歴史や文化や
文学を学ぶという非常に意欲的なプログラムで
す。

今、2周目に入っており、この4月から広東外語
大学で2周目の学びをやってきております。彼ら
が立命館大学に来た時に、私も話をしましたけれ
ども、本当に若者、アジアの若者の文化といった
ものがつくられつつあるなという実感を強くいた
しました。

本当に言葉は拙いものから始まっているわけ
ですけれども、それをお互いカバーしながら、彼
らはキャンパスアジア語だと言ってましたけれ
ども、共通の言語ではなくて、日本語と中国語と
韓国語の3カ国語を取り混ぜながらコミュニケー
ションを図って、共にまさしく日中韓の非常に問
題になっている、例えば歴史認識のギャップと
いったものを彼ら自身の手で埋めながら、共に成
長していっていることがうかがえました。

立命館大学に来た時は、例えば東北の震災復興
支援で3人の学生が赴くというようなことも含め
て、まさしくProject Based Learningとしてその
展開をされたわけであります。このプロジェク
ト、ちょうど昨日、文部科学省から中間評価が発
表されまして、幸いS、スーパーの評価を受け取っ
たところです。

もう1つが、先ほど大連理工大学の李副学長か
ら紹介いただいた、大連理工大学と立命館大学の
情報理工学部が連携しました新しい学部、国際情
報ソフトウェア学部の開設であります。

中国では欧米の大学が大学をつくったり進出し
ている例はたくさんありますけれども、日本は1つ
もまだ進出しておりません。そういう中で立命館
大学は単独で何かをやるということではなくて、
大連理工大学と共同して新しいものを立ち上げる
ということをやりました。もう2年ほどパイロッ
トプログラムも走っており、この9月からいよい
よ本格的な開始になります。立命館大学と大連理
工大学が共同してつくり上げたカリキュラムの中
では、基本的には日本語と日本的な、日本式のと
いってもいいかもしれませんが、情報教育を行う
ということで、準備され、実際にパイロットプログ
ラムがいま進められているところであります。

一応100名の規模を想定しており、そのうち40名
は3年生から立命館大学へ来て、3年、4年と立命

館大学で学んで、ダブルデグリーを取るというス
キームを今、考えてやっているところです。

大連にはたくさんの日系企業があります。
3,000社と聞いてますが、どういう人材を彼らは必
要としているかということを聞きながら、そこか
らの支援、資金の支援も受けたいということで、
いろいろな形での産学連携もこの中で進めていく
ということです。

これはある意味では日本の理工系、工学教育の
普遍性といえば言いすぎかもしれませんが、中国
でどの程度通じるものなのかということを試され
ることになると思います。今までのいわば国内だ
けを目にしてきた日本の工学教育が、中国でこれ
をやることによって、どういう人材を実際につく
ることができるか。どういう問題点がかかってい
くかということもあるし、われわれも教育の国際
化を図っていく上での1つのステップかなと思い
ます。

総じて私は、いま日中大学間交流はこれまで留
学生を派遣する、あるいは受け入れるということ
をベースにしてきましたけれども、もう1つそれ
を超えて、大学は協働して、共に人材を育ててい
くという段階におそらく入っていくのではない
か。それぞれの大学にとってそれはメリットにな
る。私たちは、い中国で私たちがこういうような
教育をやることによって、初めて日本の大学の教
育の客観化ができますし、また中国の学生、日本
の学生が中国や韓国で教育を受けることによっ
て、さまざまな日本の教育の問題点もまた分かっ
ていく。そうした学生個人にとってのメリットを
超えて、組織間の協力、共に発展していくという
ところにいくのではないかなという期待をしてい
るということであります。

羽入　ありがとうございました。それでは、続い
て東北大学総長の里見先生にお願いいたします。

里見　今日は日中間の頭
脳循環ということで、どう
いう構図をつくるかとい
うことについて、お話させ
ていただきます。

まず東北大学の歴史を
少しお話しいたします。東
北大学は1907年に東北地

方の仙台という町につくられた、日本で3番目の
国立大学です。その創設以来、研究第一主義、門
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戸開放、実学尊重というものを大学の理念として
これまでやってまいりました。

研究第一というのは研究だけということではな
くて、設立当初、いい教育をやるためにはいい研
究が必要だということで、研究を大事にしようと
いうことです。実学尊重といいますと、すぐ役に
立つ学問だというふうに考えがちですけれども、
そうではなくて、どういう基礎的な学問でも、い
ずれは世の中のために役に立つんだという視点
を忘れるなということです。門戸開放ですけれど
も、日本では大学に行ける学校は決まっていまし
た。東北大学が初めて、専門学校や教員になる学
校である昔の師範学校の方々にも大学の門戸を開
いた初めての大学です。日本で最初に女性の学生
を受け入れた大学でもあります。昨年がちょうど
女子学生を受け入れて100年目です。そういう大
学です。

門戸開放のもう1つは、諸外国へも早い時期か
ら門戸を開いて、アジアからたくさんの留学生を
受け入れた大学です。多分、中国の皆さんには東
北大学の名前は、かの有名な中国の文学者の魯迅
先生が学んだ大学として知られていると思いま
す。

魯迅先生は東北大学に学んで、医学を学んだわ
けですけれども、言葉が分からなかったというこ
とで、なかなか講義がうまく聞き取れなかった。
その講義のノートを藤野先生という大学の先生が
添削をして、できるだけ魯迅先生が理解できるよ
うにということをやった。それを感謝して、魯迅
先生は「藤野先生」という小説をつくった。藤野
先生という名前は、魯迅先生が文学に書いてくれ
ましたので残っております。私の感覚としては、
理学部にも文学部にも多分名前は残っていないで
しょうけれども、藤野先生と同じようにいろいろ
な国の方々の学生を大事に育てようとして努力し
た先生がたくさんいると思っております。

この先生方も多分中国で有名な方だと思いま
すけれども、中国の数学には蘇陳学派というもの
が、現代数学の発展に大きな役割を果たしまし
た。陳建功先生と蘇歩青先生のお二人は東北大学
に学んで、陳先生は東北大学から学位を授与され
た。これは日本の大学から初めて理学博士を授与
された、初めての留学生であり、そして蘇先生は
2番目の留学生。1983年には蘇歩青先生から東北
大学にこのような書が贈られております。

東北大学は魯迅先生の学ばれた教室を大学の財
産として、今でも大事に保存しております。その

当時のままで保存しています。中国からお客さん
が見えますと、皆さんいつも魯迅先生が座ってい
たところに座って写真をたくさん撮っています。
江沢民国家主席も、1998年に本学に来学をされ、
このような書を書いていただきました。

われわれは中国から留学された優秀な大学院生
に対して、1年に数人程度、東北大学藤野先生奨励
賞というものをあげております。2005年から始ま
り、これまで41名の方が表彰されています。

今年は魯迅先生が大学に学んで110周年という
記念の年です。この10月に北京や上海、それから
紹興の魯迅博物館の皆さんをお招きして、記念の
式典を催すことになっています。

現在に戻ります。日本政府主導の留学生を受け
入れるプランとして、グローバル30プロジェク
トが2009年から2013年の5年間実施されました。
これは国の予算として、日本円23億円、中国元で
1.4億元が全体で使われており、東北大学は約2億
円のお金をいただいて英語だけで授業ができるよ
うなコースをたくさんつくる。それから遠くの、
海外でも留学できるような制度をつくりました。
それから、留学生受け入れのシステムをいろいろ
強化しようということをこれまでやってきまし
た。その成果を少しお話しします。

まず英語コースを文系、理系で、博士課程はな
かなか難しいという感じがありますけれども、
3コースつくりました。その結果、留学生受け入
れの数は徐々に増えてきました。ただ、残念な
がら2011年と2012年は先の大震災、東日本大震
災の影響を受けて数が減りました。この時は大
変で、原発事故もあったものですから、留学生の
方々は8割ぐらいの方が祖国に帰ったと聞いてお
ります。幸い2カ月ぐらいで皆さん戻ってきまし
た。その時に1年生だったとすると、今がちょう
ど卒業の時期に当たるような方々になるかと思い
ます。

留学生の数は、今年、昨年1,500人を超えました。
そのうちの700人ぐらい、つまり半分くらいが中
国からの留学生です。

大学院レベルでの共同教育プログラムというも
のもあります。東北大学は37の中国の大学と交流
しております。これをもっと高めるためには、大
学院の中で共同で学位をとるようなプロジェクト
をスタートさせて、その質を高めていく必要があ
るのではないか、と考えております。

清華大学とのジョイントエデュケーション、
上海交通大学との Fostering of Global Human 
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日中大学フェア＆フォーラム in China 2014

● パネルディスカッション2 ● 大学の役割および国際人材の育成

Resourcesという交流プログラムをつくっていま
す。清華大学とは理工系分野の大学院生を対象と
して、修士レベルの学位を共同で出すという教育
プログラムをつくり、2006年に覚書を取り交わし
ています。

上海交通大学とも、全分野の大学院生を対象と
した交換留学および学位取得型の学生交流プロ
グラムを、2011年に覚書を取り交わしてスタート
させました。それから外国人の学生を受け入れの
ための環境整備も進めました。Student Learning 
Adviserということで、何か困った時にはすぐ相
談できるような方々をたくさん配置するようなこ
とを始めております。それから総長特別奨学生制
度ということで、大学院生で100人程度、学部学
生で120人程度、授業料や検定料や入学料等の支
援を行っています。

それから卒業後、日本で就職したいという方も
たくさん出てまいりました。その方々にも就職情
報を提供して、留学生のための就職フェアという
形で、できるだけ日本で就職する際に障害になら
ないように、いろいろなサポートをしています。

日本語、日本文化の学習の機会の提供というこ
とで、日本人の学生とどんどん交わるような機会
を増やしていこうとしています。

宿舎に関しては、外国人学生と日本人学生が一
緒に住むユニバーシティハウスというものを、大
学の予算等を使いながら、また文科省の支援を受
けながらつくり、現在600人ぐらいが住めるよう
になっています。これをできるだけもう少し増や
していきたいと思っております。

あと、今度は日本人の学生を外に送りだすとい
うようになったので、東北大学では、経済社会の
発展をけん引するグローバル人材育成支援とい
う、いわゆるグローバル人材育成推進事業という
ものを、これも文科省の予算を獲得することがで
きました。これは日本の留学生を送りだすプロ
ジェクトで、年間の予算が国レベルで45億円、そ
のうち東北大学には約2億円いただきましたので、
スタートしたばかりですけれども、できるだけ多
くの日本人学生を海外に送りだすということを、
これから進めていきたいと考えております。

それと昨年から始めた新しいやり方として、戦
略的に国際頭脳連携の場として、知のフォーラム
というものをつくりました。これは海外の非常
に高名な方、特にノーベル賞クラスの方々を大学
にお呼びして、その方々に1カ月、もしくは2カ
月くらい滞在をしてもらうという、滞在型のプレ

ゼンスです。その間に東北大学の学生や若手の研
究者、それから全日本に開いて日本中の若手の研
究者や学生が好きな時に来て、好きな時間にこの
ノーベル賞クラスのトップクラスの研究者と話し
合いをして、その中から新しい学問が生まれるよ
うなものをつくりたいということで、今スタート
いたしました。これも文科省からの支援を年4億
円受けていますので、これもちゃんとやっていき
たいと思います。

それをやるために、海外リサーチ・ステー
ションを作って、お互いに共同研究をもっと盛ん
にしていく仕組みづくりをこれからやっていこう
と思っています。そのために研究をサポートする
URAセンターや、いろいろなリサーチをするリ
サーチ・レセプションセンターというのをいまつ
くり込んで、知の頭脳循環というものを進めてい
きたいと思っております。

東北大学を卒業された中国の方はたくさんおら
れます。年に1回、できるだけお互いに情報を交
換しようということで、東北大学校友会というも
のを中国で開いていただいております。今回は規
模が少し小さくなりますけども、このいい機会に
皆さん集まってくださるということで、今年の校
友会は明日開かれます。こういう形で、東北大学
としては、今後も中国との間の関係を深めて、よ
りよい交流ができるようにしていきたいと思いま
す。

羽入　ありがとうございました。それでは引き続
きまして、中国科学技術大学の学長、侯先生にお
願いいたします。

侯　まずこの場にお招き
いただいたことに感謝を
申し上げます。中日両国
の大学が目前としている
チャンスと試練について、
大学教育に携わる皆さん
と話し合う機会をいただ
き、大きな喜びを感じて

おります。さて本日のテーマは、中日両国の大学
が直面する改革、中日両国の大学間の交流推進で
す。これについて私見を述べる前に、中国科学技
術大学についてご紹介し、中日間の過去の大学協
力について振り返りたいと思います。中国科学
技術大学は、中国科学院所属の理工系研究型大学
で、日本の大学とは早くから協力関係を持って参
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セッション4 • 日中大学間の人材育成協力および頭脳循環の強化に向けて

りました。最初の学術交流は、改革開放政策の開
始直後の1978年11月、大阪大学への朱教授の訪
問によって始まりました。80年代に始まった東
京大学との協力はJSTSの支援を受けて15年にわ
たって展開され、最長期間の協力となりました。
このプロジェクトは、清華大学や上海交通大学な
ども参加し、中日双方にとって重要な大学間交流
となりました。中国科学技術大学は現在も、日本
の多数の有名大学と合意関係や交換計画を持って
おります。ただ80年代や90年代、また欧米大学
との交流と比べると、中国の大学とりわけ研究型
大学による日本の大学との交流や活動は近年あま
り進んでいないのが現状です。

中国と日本はアジアで最も重要な二つの国で
す。私たちの大学は、両国の大学間の交流と協力
をいかに強化するかを真剣に考え、推進したい
と考えています。そのためにまず、中国の大学
がいかなる段階にあり、どのような課題や試練、
チャンスに向き合っているのか、人才育成や科学
研究がどのような状況にあるのかを見ておく必要
があります。中日両国の大学間の理解を深め、人
員交流と学生育成という従来の単純な大学間交流
をさらに深化させていかなければなりません。

ではまず、中国の研究型大学の革新と発展につ
いてお話しいたします。改革開放の30年余りを経
て、中国の発展の仕方は大きく変化しました。経
済の急成長によって中国の高等教育は急速に発展
し、高等教育の人数は世界一となりました。中国
の高等教育機関に在学者数は昨年2,468万人に達
しました。しかし経済社会の転換期にある中国に
おいては、急速な経済成長とともに顕著な矛盾に
も直面しています。矛盾の一つは、中国の特許出
願数が2011年から世界最多となっているにもか
かわらず、特許転化率が全体として20%を下回っ
ているということです。特許の産業化率は5%に
満たず、経済成長に対する科学技術の貢献率はわ
ずか30%前後にすぎません。もう一つの矛盾は、
研究成果の質と量との矛盾です。中国の論文はそ
の発表数で世界2位、世界の約10%を占めている
にもかかわらず、論文の平均引用回数は世界平均
を下回っています。

中国の研究型大学が中国社会から求められてい
るのは、時代の使命を負い、経済モデルの健全な
転換と社会の持続可能発展を支え導く役割を果た
すことです。大学にとっては人材育成と科学研究
がこれにあたります。しかし現代の急速な変化の
中で、社会への要求は各方面で高まっています。

ご同席の中国の大学関係者の皆さんは、過去10年
にどのような印象をお持ちでしょうか。大学が急
速に発展した10年だと感じるとともに、大学に対
する社会の注目と批判が高まった10年だと感じ
ていらっしゃるのではないでしょうか。中国の大
学は、その使命を堅持すると同時に、自己の更新
を進め、社会的ニーズに応えることを目標として
います。また大学の目標や使命は、大学が何を堅
持するか、いかに自らを更新するかを決め、大学
の長所が何かを最終的に決めるものです。

このような変化の下で、中国の大学が社会的
ニーズに応えながらどう変わっていったかを、科
学技術大学を例にご説明いたします。中国の大学
の人材育成は、将来のニーズをどう満たし、未来
の社会経済の発展をいかに支えるべきなのでしょ
うか。中国の大学生は現在、1990年代生まれの学
生が中心です。こうした学生には多くの特徴があ
りますが、ネットワークとともに育った最初の世
代であり、その考え方や価値観は、1970年代生ま
れや1980年代生まれとは大きく異なっています。
大学教育は、彼らを社会にどう適応させ、未来社
会の発展に必要な人材をいかに育てるべきなので
しょうか。中国科学技術大学は創立55年の若い大
学ですが、適切な規模でのエリート教育という枠
組みを堅持してきました。中国各地の大学は過去
十数年、新入生の募集枠を次々と拡大してきまし
たが、中国科学技術大学は募集枠を拡大しなかっ
た唯一の大学です。本大学が人材育成の核心目標
として堅持してきたのは、科学や工学などの分野
の人材を育てることです。近年は、1990年代生ま
れの学生の特徴に合わせた一連の教育改革を行っ
て参りました。その目標は、人材に応じた教育を
行い、個性を伸ばし、学生を主体とし、若い学生
の科学技術への興味と学習の積極性を高めること
にあります。私たちは、これらの若い学生からよ
り多くの優秀な人材が育ち、科学や工学などの分
野にとどまってくれることを望んでいます。社会
の人材ニーズの多元化に伴い、1990年代生まれの
学生の間では、科学技術分野の仕事を第一志望と
する学生の比率が下がっています。本大学の人材
育成モデルを通じ、より多くの学生が科学技術へ
の興味を高めることが私たちの希望です。

本大学はこれまで、カリキュラム体系改革を
含む様々な措置を取ってきました。学生は、カリ
キュラムへの要望に基づき、自分に合ったカリ
キュラムを計画し、多様なカリキュラム体系から
自らの学習計画を選択することができます。専攻
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は学内のすべての専攻から自由に選べ、4年間に
わたってどの学部や専攻にも転入することができ
ます。こうした試みが行われているのは中国では
本大学が唯一です。この措置は、学生にとって便
利なものですが、大学側の教員や学部、学科にあ
る種の圧力を与え、その発展を促す作用を持って
います。カリキュラムの不合理な設置で学生が興
味を失えば、また卒業後の就職状況が芳しくない
ことが分かれば、翌年の転出率はぐっと高くなる
でしょう。このような体制は、大学の教員に学生
の育成を第一の使命として位置付けさせるもので
す。

本大学はまた、中国科学院の関連研究所と共同
で科学技術英才クラス11クラスを開設していま
す。これらのクラスでは、学生のローテーション
や調整を行いながら少人数での教育が行われてい
ます。高い能力を身につけるためのカリキュラム
が組まれ、指導教員制と講義教員制が全面的に実
施されています。第2学年からは、中国科学院の
各研究所での科学研究実践が始まります。これら
の英才クラスの在学者数は1,200人、卒業者数は
485人で、全額奨学金を受けて欧米の大学に留学
する学生は半数を超え、96%が博士課程への進学
を選択しており、英才クラス設立の目的はほぼ達
成されています。

皆さんもご存知のように、中国の社会発展の仕
組みにはここ10年で大きな変化が起こっていま
す。前段でも議論がありましたが、大学教員の収
入は研究費やプロジェクトの獲得実績と結び付
けられるべきなのでしょうか。本大学では、プロ
ジェクトや経費の獲得と教員の収入を直接結びつ
けない制度を継続しています。教員に対する審査
の指標を設定しないことで、学術の優先という理
念を堅持し、自由に学術を探索する空間を教員に
与えるためです。こうした方法は良好な結果を出
しています。「ネイチャー・パブリッシング・イン
デックス」のランキングで本大学は3年連続で世
界トップ100にランクインしました。中国の大
学では、第2位の清華大学と北京大学を上回って
トップに立っています。さらに大学の科学論文の
引用回数も長期にわたって国内大学の最多を記録
しています。大学教員による国家自然科学基金の
申請認可率も国内大学の最高となっています。中
国の大学には近年、社会から様々な意見が投げか
けられていますが、変化の激しい社会環境の下、
教員は学術や教育に傾ける精力を奪われていま
す。本大学の人材競争は学術実績によって行い、

人材起用は学術的な潜在力を拠り所としており、
プロジェクト経費の獲得の多寡は人材評価と直
接結び付けない方針を取っています。こうした方
法は本大学の優秀な教員陣を支えるものです。こ
こ3年の国家傑出青年基金の新獲得者数は全国第
3位、国家青年千人計画の入選者数は中国の大学
トップの89人、国家青年973プロジェクトの首席
科学者に選ばれた若手教員もトップの6人となっ
ています。

ここまでは、変化する社会の中でいかに理念を
堅持するかについて話してまいりました。しかし
私たちは理念を堅持すると同時に、従来の方法に
調整を加える必要性に迫られています。理工系の
大学である本大学は、学科の調整によってさらな
る研究成果の産出を促し、研究成果の生産力転化
を実現することに取り組んでいます。2004年から
2008年までの本大学の学科配置を見ていただく
と、その強みが理科や工科に集中し、生命科学な
どの分野は比較的弱かったことが分かります。そ
こで本大学はこの強みを生かして、学際的な取り
組みを通じて工学やハイテクの発展を進め、国家
の戦略的ニーズと地域の経済社会の発展に貢献し
てきました。量子科技分野の学科群の建設と発展
はその一つです。中国科学技術大学は、物理関連
の学科で特色と強みを持っておりました。量子科
学をターゲットとして立ち上げられた量子学科群
は、量子情報と量子計算の分野で大規模な研究を
実施し、量子情報分野ではここ10年で世界一流
水準への発展を遂げました。量子情報の分野で中
国が10年もしないうちに世界をリードする先進
国に発展したのは、本大学の研究成果を拠り所と
するものです。科学技術の先端研究と同時に、量
子通信の産業利用も積極的に進められています。
2009年には合肥市で、世界初の量子通信ネット
ワークが設立されました。2012年には北京市で、
世界初の金融情報量子通信応用認証コードが実現
されました。今年は、北京から上海、合肥までの
2,200kmにわたる量子通信の広域実験ネットワー
クの建設が着手されました。2015年には実験衛星
を打ち上げ、宇宙と地上の間で量子通信を行う実
験ネットワークを構築する計画です。学内の協力
や地方・企業との協力を通じた学科の調整も行わ
れています。中国科学院や安徽省、関連実験室と
共同設立された先進技術研究院では、科技成果の
応用が積極的に進められています。同研究院はこ
れまでに、先進技術プロジェクト107項目での教
育活動、革新企業34社のインキュベーション、マ
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イクロソフトやインテルなどの有名企業や研究所
との23カ所の共同研究開発センターの共同設立
など、際立った成果を挙げてきました。このよう
な調整を通じて、本大学の学科配置は08年から
12年までに大きく変わり、学科の数は変わらない
ものの、科学成果の産出や学科の融合で大きく前
進しました。とりわけ理工交差分野や工学分野で
は大きな進歩を実現しました。この過程で教授数
が増やされることはなく、質の向上によって成長
が実現されました。

最後になりますが、一流の大学にとって国際化
の視野は不可欠なものです。中国の発展は世界を
おいてはなく、世界の発展も中国をおいてはあり
ません。本大学は、中国語専攻や地域文化の特色
の強い専攻はなく、その国際化発展戦略は文系大
学のものとは異なります。その国際化戦略は、世
界の一流大学や有名な科学研究機構との研究協力
強化を通じ、重大プロジェクトをめぐる研究の国
際化によって、人材育成と科学技術革新の国際化
を図り、研究成果の30%以上を国際研究によるも
のとするというものです。重大プロジェクトの研
究がいかに国際化を促進するかについて本大学の
実例をご紹介しましょう。理想的なクリーンエネ
ルギーと言われる核融合の研究です。中国や日本
を含む世界の主要国家が現在、熱核融合実験の国
家計画や国際計画を共同で推進しています。本大
学は、原子力分野の基礎人材を活用し、中国の核
融合総体設計チームの委託機構として、国際計画

「ITER」（国際熱核融合実験炉）に積極的に参加
し、全面的な研究協力と人材育成の合意を締結し
ています。本大学は昨年、プリンストン大学のプ
ラズマ物理国家研究所と実験室共同設立で合意し
ました。重大プロジェクトを通じた人材育成は、
国際化を大きく促進しています。

両国の大学間の交流や協力を次のレベルへと進
めるためには何ができるでしょうか。両国の研究
型大学は、互いの関心が共通する課題、例えば環
境やエネルギーなどから始め、研究と人材育成を
共同で展開すべきです。政府と大学とが連携し、
中日の大学の協力方法についてともに戦略を練
り、目標を設けることも必要です。学内の教授や
学生が必要性や興味に応じて、両国大学間の共同
研究プロジェクトや共同実験室を通じて、実質的
でさらに長期的な協力関係を築くことも奨励すべ
きでしょう。このような措置によって、中日両国
の大学間協力は、人員交流や学会での学術交流か
ら、共通課題をめぐる共同研究と人材育成の段階

へと高まっていくはずです。ご静聴ありがとうご
ざいました。

羽入　ありがとうございました。それでは続きま
して、西安交通大学副学長の程先生、お願いいた
します。

程　学長先生の皆さま、ご
同業の皆さま、こんにち
は。私は西安交通大学の
程光旭です。皆さんに、高
等教育の質の向上、国家レ
ベルの視野を持つ人材の
育成についてお話しした
いと思います。西安交通

大学は13朝の古都・西安に位置する中国で最も
早く建設された高等学府の一つです。創立以来の
100年以上にわたり、われわれは一貫して100年
かけて人材を育成することを使命とし、大学の国
際化実現、国際的な視野を持つ人材の育成を重要
な任務としてきました。

近年来、われわれは国際交流と協力を非常に重
視してきました。21世紀を迎えて以来の14年の
間に、ノーベル賞受賞者14人、フィールズ賞受賞
者1人、外国人教授2,000人以上を講義のために
当校に招いております。また、研究や学術交流に
協力した各国の学者や企業幹部、政府要人累計で
述べ1万7千人以上に達し、当校が国外に訪問や
研修、研究、学位取得のために派遣した教師や学
生は述べ800人以上、国際会議への参加者数は述
べ2,000人以上に達し、また米国や日本、英国、フ
ランス、ドイツ、イタリア、シンガポール、韓国な
ど42の国・地域の大学や研究機関145カ所と協力
関係を結び、現在当校では70カ国以上からの外国
人留学生990人が学んでいます。

日本との交流の面について言えば、中日両国が
互いにとって重要な隣国であることを理解してお
ります。中日の戦略互恵関係の発展にともない、
人文的交流、特に教育分野の交流はますます広範
囲かつ継続的になっています。西安交通大学の
145の協力パートナーのうち、日本の協力パート
ナーは約3分の1を占めており、協力方式は主に
人材の共同育成を中心に、研究や学術交流といっ
たその他の交流方式も行われています。2011年か
ら2013年のデータによると、われわれと日本は日
常的に交�留学生を送っており、每年日本からの
留学生を約20人受け入れています。また日本の
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専門家を招いて教育を行っており、短期訪問の専
門家は每年約20人ほどおります。特に2012年に
は中国の教育部と科学技術部、日本の文部科学省
の支援の下で西安交通大学理化学研究所共同研究
センターが設立され、その基盤の上に双方の科学
研究プロジェクトの協力やハイレベルの人材育成
が全面的に行われています。同研究センターを通
じてすでに共同で博士課程学生3人を育成し、論
文24本を発表、特許1件を申請し、またいくつか
の国際プロジェクトを共同で申請しています。

先ほど中国科技大学の候学長が中国の高等教
育が直面する挑戦について分析されました。私も
いくつか付け加えたいと思います。現在、中国の
高等教育は新たな発展の時期に入ると同時に、新
たな挑戦にも直面しています。例えば、われわれ
の高等教育の質は依然として経済・社会の発展
のニーズを完全には満たしていないか、適応して
いません。教育概念も時に遅れ、一部の講義は非
合理的で、教育の内容も古くさく、大学の中でも
試験向けの教育のみが行われているところがあ
ります。しかし、中国政府はすでにこうした挑戦
に対して多くの措置をとっております。例えば、
2010年、中国は「高等教育の中長期計画」を公布
すると同時に、全国の教育政策会議を開き、特に
教育部は「全面的な教育の質向上に関する若干の
意見」つまり措置も公布しました。また「中国の
高等教育についての発展計画」も公布し、この高
等教育の新たな情勢や教育が採用したこうした措
置の下で、現在、全国の各大学では教育の改革が
非常に盛んに行われております。もし皆さんが中
国のいくつかの大学を訪れてみれば、いずれも改
革が行われていることが分かると思います。

西安交通大学も行動を行い、多くの改革の計画
を制定しており、教育の思想や育成案といった方
面で改革を行っています。具体的な任務では、歴
史的に現在、未来を見ると、人材育成で一流を保
つことを優先させるのが、一流大学建設の戦略的
な選択です。このためわれわれは一貫して人材育
成第一を堅持し、それぞれの学生に優れた教育と
よい成長の環境を提供し、総合的な素質が高く、
実験の能力が強く、国際的な視野を持ち、時代の
発展のニーズに合った優秀な人材を育成すること
を人材育成の目標としています。特に人材育成の
質の向上を目下の最も緊急を要する任務としてい
ます。この図から分かるように、西安交通大学は
研究型大学で、学部、修士、博士という3つの完全
な学位層を具え、学部生は每年約3,800名、修士課

程学生は每年約3,700名、博士課程学生は1,000名
を募集しており、大学院学生数と学部学生数の数
がほぼ同じになっております。12の人材育成計画
を制定し、基本的な改革構想と改革の任務を確定
しています。今後、主に品質基準を健全化し、評
価システムを改善し、人材の育成モデルを改革・
刷新し、教師の教育能力を向上させ、国家の交流
と協力を強化することを基本的な構想とします。
特に学内で科学的な品質観を樹立し、学生の優れ
た質の育成、人材の質向上のために確固たる思想
の基盤を確立します。また教育水準を引き上げ、
教師が人材育成に専念するよう指導し、優れた学
風、教学の気風、学風を構築し、人材育成と成長
に役立つ優れた環境を形成し、また科学研究の水
準を引き上げ、教育と科学研究を有機的に結びつ
け、相互が支えあい、全体的に向上する効果を形
成します。

他にも、大学の学長や各級行政部門は教育事業
を重視し、教育に対して強力な保障を提供する。
われわれの教育管理体制の革新では、個々人の段
階に応じた教育を行い、徐々に実際の単位制を実
施します。われわれの人材体制の改革を深化し、
グローバルスタンダードとマッチする人材革新の
システムを構築します。特に経済のグローバル化
と人材流動化という情勢の下では、人材の質に対
してより高い要求が求められます。このため、西
安交通大学は世界に目を向け、一種の寛容で開放
的な心構えで他国の大学や研究機関との学術交流
や協力を促進します。特に先進的な教育理念を参
考として、多くの学生たちのために国際的な学生
の雰囲気を生み出すことを希望しております。教
育の質を保障し監督する評価システムを改善し、
教育のためによい政策的条件とハード面での条件
的な保障を提供することにより、われわれの高等
教育の質を徐々に向上させ、国際的な視野を持つ
優れた人材を育成していきます。私の発言は以上
です。ありがとうございました。

羽入　どうもありがとうございました。それでは
しばらくパネリスト間でディスカッションした
後、少しご参加の皆様からご質問を受けたいと思
います。ただいま先生方のお話をうかがいまし
て、人材育成というのが頭脳循環の鍵であると感
じました。

パネリストの先生方、恐らくご質問がいくつか
あろうかと思いますけれども、どうぞ。
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川口　はい。それでは中国の侯建国先生、程光旭
先生にちょっと質問させていただきます。今日の
議論で、日本の大学はどこも大変意欲的に留学生
を迎え入れたいという計画を持っております。と
りわけ中国からたくさんの留学生を受け入れたい
と思っていますが、しかしながら、留学生を巡る
国際的な競争は大変厳しいものがあります。アメ
リカやイギリスやオーストラリアは大変魅力的な
留学生政策を持っていて、日本の留学生受け入れ
は明らかに押されているわけですね。

そうした中で、日本がもっとたくさん中国から
の留学生を受け入れるためにはどうすればいいん
だろうか、ぜひ、ご提言をいただきたい。日本は
どういう強みがあり、どういう弱みがあって、ど
うすれば中国からの留学生がもっと増えるのかと
いうことについて、ご提言をいただければ大変う
れしく思います。

羽入　侯先生、いかがでしょうか。

侯　川口先生は先ほど非常に具体的な問題につい
て触れられました。本校、中国科学技術大学の場
合、毎年約3割の学生が奨学金を受け、欧米の大
学院に留学しています。日本の大学院に行く学生
もいますが、比率は低く、1－2人と少数です。本
校は学生の日本留学を奨励しています。これは
日本が、多くの工学・自然科学で世界的な権威を
持っているからです。それから日本に留学した学
生の帰国率は、欧米を大きく上回るという強みが
あります。先ほど、中国人留学生にとっての日本
の大学の魅力をいかに高めるかという問題につ
いて触れられましたが、良い考えではないかもし
れませんが、個人的な意見があります。まずはお
そらく、言語面の障害があります。中国では小学
校より英語学習を始め、大学受験の主要科目とも
なっています。そのため、特に中国一流大学を卒
業したばかりの学生は高い英語能力を持ってお
り、欧米留学の言語面の障害は少なくなっていま
す。学生に質問したことがあるのですが、日本で
はなく欧米を選ぶ最も重要な原因は、言語だとい
う答えがありました。次に、先ほどの条件面での
他国との競争についてですが、欧米の学校、特に
米国の大学は学生に多くの奨学金を提供していま
す。私の知る限りでは、多くの大学、例えば米国
の大学の場合、大学1年の学生に提供できる奨学
金と生活費を合わせると、年間で約4万ドルに達
します。これは中国人留学生を多く集めている理

由でもあります。それからもう一つの理由があり
ます。中国科学技術大学にとって、教授間の交流
も欧米との方が多くなっており、多くの欧米の教
授が本校を訪問し、毎年600人以上の規模になっ
ています。さまざまな原因により、日本の大学の
教授が少なめになっているのかと思います。教授
の数が増えれば、先ほどの西安交通大学でも触れ
られましたが、多くの教授交流プログラムで、日
本の教授が学術報告をすれば、多くの学生と交流
できるようになります。欧米に留学する多くの学
生は、本校を訪れ学術報告する教授に質問をし、
これによって最初の印象が形成されます。教授は
帰国後にこの学生に好印象を持ちます。学生もそ
の研究内容について興味を持つならば、留学しよ
うと思うでしょう。

羽入　程先生、お願いいたします。

程　はい、少し補充させていただきます。私は
侯先生の意見に賛成です。個人的な印象ですが、
10数年前は学生の留学先の選択肢が単一的で、学
校間の協定に従うことが多く、留学の機会も少な
かったように思われます。日本の学校と協定を締
結すれば、学生には多くの選択肢がなく、日本留
学を決めました。また10年前であれば、学生と
その家庭の経済収入が多くなく、奨学金を獲得し
ようとする傾向がありました。10年前に、日本の
多くの大学は奨学金を提供しており、本校の学生
は優先的に日本の大学を選択していました。しか
し10年後の現在、状況に変化が生じました。ま
ずはアメリカ、イギリス、オーストラリアの学校
は、先ほど侯先生がおっしゃったとおり英語を使
用しています。言語面の障害がなく、学生は欧米
を選びたがります。また中国の経済発展により、
学生の家庭の所得が増え、奨学金がもらえなくて
も、多くの学生がアメリカやオーストラリアに自
費で留学できるようになりました。今の学生の選
択肢は多元化しており、ルートが広がりました。
この状況の中、どの国に留学するかは学生の意向
によって左右され、大学の学生に働きかける力が
低下しています。いかに中国と日本の大学の交流
を促進するかについては、個人的に提案がありま
す。まず、学校間に良い計画・プログラムを設け
る必要があります。先ほどの東北大学、立命館大
学が中国の大学と設立したソフトウェア学部など
は良い方法です。それから、院生レベルの留学生
を集めるならば、英語を使用する授業があれば、
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学生も受け入れやすくなります。もちろん宣伝を
強化する必要もあります。例えば本校は毎年夏休
みになりますと、アメリカやイギリスの大学のサ
マースクールを受け入れます。もう一つの宣伝手
段は、中高からの宣伝です。本校には附属校があ
り、アメリカやオーストラリアの一部の大学をよ
く受け入れています。今から本校の付属校と協力
し、中高からの宣伝を強化することが可能です。
一部の国際協力クラスの場合、高校卒業後に大学
受験を経ずして、アメリカやオーストラリアの大
学に直接留学します。私の意見はこれまでです、
ありがとうございました。

羽入　ありがとうございます。川口先生、何かあ
りますか。

川口　ありがとうございます。大変参考になりま
した。

羽入　今、お2方から具体的なご提案がございま
して、1つ1つ納得するところがありました。例え
ばサマースクールなどをいたしますと、非常に希
望者が多く、海外から来てくださいますし、これ
ももしかしたら宣伝の1つなのかもしれません。
具体的に全ての大学の教育内容を入れて、それら
に触れる機会があるというのは、非常にいいとこ
ろなんだと思います。川口先生、キャンパスアジ
アをやってらっしゃいますが。
川口　はい。結論的には私も程先生と同じで、結
局奨学金をいくら増やすとかという話ではなか
なか追いつかなくて、大学同士で協力したプログ
ラムをぜひ広げなければいけないなと思っていま
す。文学部、キャンパスアジアのプログラムを報
告いたしましたけれども、ぜひこれもほかの分野
に広げたいなと思ったりもしています。　今ご指
摘があって大変参考になりました、サマースクー
ルを中国でやるっていうのは大変いいアイディア
だなと。ぜひそれはやりたいなというふうに思い
ました。ありがとうございました。

羽入　ほかにご質問はいかがでしょうか。里見先
生、いかがでしょうか。

里見　様々な評価をしながら交流の実質化を図っ
ていかなければならないと思いますが、先生方か
ら見て、日中間の大学が学術交流をやっていくい
い仕組みについての何か提案がありましたらお話

しいただきたい。

侯　どうもありがとうございました。里見先生の
ご提案は素晴らしいと思います。確かに中日の大
学間の交流の強化は重要です。協定はすでに多
く結ばれており、中日の一流大学間ですべて協定
が結ばれていますが、検証してみれば実施のタイ
ミングが理想的でないことがあります。協力を進
める場合、双方が利益を得る必要があります。特
に国際協力で最も重要なのは、大学というレベル
で特に大きな力を発揮できないことです。真の意
味で良好な国際協力を進めるには、教授間の良好
な協力が必要で、このようにすればこそ深い協力
ができます。私も中日の大学間、特に研究型の大
学間で、中日両国が興味を持つ課題を見つけられ
ればと思っています。本校は政策・経費面の支援
を提供し、大学の教員と院生のより良い交流を促
すことが可能です。これは協力促進の効果的な手
段かと思います。

羽入　ありがとうございます。恐れいります。侯
先生が5時20分までのご滞在ということですので、
先生の方から何かご質問がありましたら。

侯　日本の大学の先生方に、簡単な質問がありま
す。大学が法人化してからもう長くなりますが、
法人化後の大学の教育の自主権は、実質的に強化
されたのでしょうか?この自主権の強化は、人材
育成および科学研究に促進作用をもたらすので
しょうか?

羽入　里見先生、いかがでしょう。

里見　国立大学が法人化して、10年になります。
この間も大学に迎えられている学生の支援とい
うのは、実質的にかなり予算削減にはなっていま
す。ただ、自由度という面においては、かなり自
由度が出てきました。大学の中で限られた予算で
ありますけれども、それをある程度工夫をしなが
ら大学の改革をやるということは、日本の大学で
もだいぶできるようになってきました。

実質的にそれで効果が上がったかとなると、か
なり予算の面で縮小していって、人が少なくな
る。例えば研究に携わる若い先生方をリクルート
しにくくなる。そういう意味で、全体的に減って
いっております。そして、それは日本の大学が出
ていく研究の論文は着実に少しずつは増えてい
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るんですけども、この間世界が増えております。
そういう意味では相対的に力が落ちています。

羽入　─ 侯先生どうもありがとうございました。
それでは、程先生の方からご質問がございまし

たら何なりと。

程　日本の複数の大学を訪問したことがあり、そ
の間に多くの大学を見ましたが、大学を受験する
高校生の選択を非常に重視していました。日本に
も大学受験があると聞きましたが、大学ごとに募
集の手段があるそうですね。大学、特に東北大学
や立命館大学は、いかに学生を評価するのでしょ
うか?どのようなことを評価するのでしょうか?

川口　少し質問の趣旨がちょっと受け止めにく
いんですが、立命館大学はこれまで非常に多様性
のある学生を求めたいということで、基本はもち
ろん学力のある学生を、学力試験を通じて取ると
いうことですけれども、それも全科目全般的にで
きる学生、あるいは例えば数学とか物理、理系に
強い学生とか、あるいは英語とか国語とかという
言葉に強い学生だとか、あるいは社会科学でもそ
れぞれの分野の強みを持った学生も採っていき
たいというふうなことで、少し選択の幅を広げた
り、あるいはスポーツとか、あるいは芸術などに
優れた学生を採用するとか、いろいろな基準を設
けてやっているというのが1つの特徴です。

もう1つは立命館大学は私立大学であり、しか
も全国型の大学です。多様性を確保するというと
きに、できるだけいろんな地方から学生を採用し
ていくということで、全国津々浦々というと言い
過ぎですが、ほとんどの都道府県で入試をやりま
して、いま日本で一番全国に散らばった学生構成
になっているということです。私どもは学力を重
視しつつも可能な限り多様に学生を採っていきた
いという、そういう入学政策を取っております。

里見　日本の入試のあり方というのは徐々に変
わってきているんです。以前はたくさんの希望者
があっても、なかなか大学に入れない。そういう
ときには選抜ということが前面に押し出されて、
成績がいいものを絶対採るんだということで、か
なり振り分けをしていました。しかしだんだん少
子高齢化と同時に大学の数も増えてきて、いま日
本の大学の募集の定員と受験の数はほぼ同じくら
いです。あまり自分の希望が主張しなければ、ほ

とんど大学に入ろうと思えば入れる余地がありま
す。そういう多様な試験をするようになってきて
います。

ただ、国立大学の中で一定の基準というのは多
分設けようとしています。少なくとも全国の共通
の試験というものの中で、全ての科目を受けさせ
るというようなことは最低限の決まりです。数学
とか国語、英語とか社会とか理科というものを含
めて5教科7科目はまずは受けさせる。その学力
を見た上で、次に各大学が自分の入試のポリシー
に従って、学力を付する試験をやったり、もしく
は学力はもうそれでよしとして、様々な特技を見
たり、それから面接をやったりというふうに、こ
れは大学によって違います。

東北大学は、先ほども言ったように全国一律の
試験と同時に、その後に2次試験として試験を課
すような採り方が増えると同時に、1回の試験を
見た後は面接もやるという、AO入試というもの
を取り入れております。それによって、成績だけ
でない多様な人材を入れていく。そういう工夫を
いろいろやっています。今、さらにもっと大きな
改革を国としてやらなきゃいけないのではないか
ということで、入試制度に関する議論が盛んに出
ております。それは高校での授業がきちんとされ
ていて、学力がきちんと達成しているのか。それ
から入試は機能しているのか。それから大学が本
当に学生を教育して、社会に役立つような学生を
大学は出しているのかという、その3つの観点か
ら、大学入試制度というものを見直さなければい
けません。日本の大学入試制度というものは大き
く変わる可能性があります。

羽入　それでは残り時間が少のうございますけれ
ども、せっかくご参加いただいている皆様から、
いくつかご質問を受けたいと思います。　話が教
育に重点を置かれてきておりましたけれども、そ
れぞれの大学で交流のあり方などもご紹介いただ
きました。研究のこと、交流のこと、入学試験の
ことにまでテーマが飛びましたけれども、先生方
のほうから、もしご質問があるようでしたらお願
いいたします。

質問者　貴重なお話、ありがとうございました。
信州大学の佐藤と申します。私どもの大学のほう
でも、一番の悩みは、優秀な学生が減ってきてい
ることです。中国の学生が減っていることもあ
るのですが、午前の有馬先生の話にもありました
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ように、日本の学生が中国の大学に交換留学も含
め、もしくは高校生が大学、欧米ではなく中国の
大学で学部を卒業する。その数がどうにも増えま
せん。増えないどころか、信州大に関していえば、
山東大や同済大といった一流大学の協定校があ
るにもかかわらず、交換留学で行く学生がゼロで
す。その状況を何とか変えたい。そのヒントを先
生方に教えていただけたらと思いますが、いかが
でしょうか。

羽入　まずは侯先生、いや、程先生にお願いでき
ますでしょうか。

程　非常に素晴らしい質問だと思います。個人的
には、現在の学生が中国留学を選択するのは、未
来の就職を考えてのことかと思います。彼らは中
国の文化に興味を持っていますが、中国文化を学
ぶとなると、就職面で制限を受ける可能性があり
ます。そのため、西安交通大学のような理工系の
大学を選ぶ日本人留学生が多いです。日本人留学
生は卒業後、中国に多くある中日合弁の企業もし
くは全額外資の企業に就職しても良いし、日本に
帰国してから就職することも可能です。

羽入　ありがとうございます。里見先生が今お答
えされそうになっていましたが。

里見　いや、同じような問題を抱えているなとい
う気がいたしました。別に中国だけではないの
ですけど、海外に出ていく学生というものがかな
り減っているなというのは、日本の傾向だからで
す。ソウル大学もご多分に洩れず、中国だけでは
なく欧米にも出ていく学生が減っている、と。こ
れは、日本の国がある程度豊かになったからとも
考えられます。われわれの世代は日本の大学の研
究施設など非常に貧弱であったので、何となく海
外に行って、きちんとしたところでやってみたい
という思いを持ってみんな出ていったと思いま
す。いま日本の大学もかなり研究の設備とかも
整って、ある程度の研究は日本の中でもできるん
じゃないかという思いを学生が持ち始めたという
ようなところが一番の理由のような気がいたしま
す。

とは言っても、いま彼らに言っているのは、あ
なた方がいくら日本の中で生活しようと思って
も、もうこれだけグローバリゼーションが進んで
いって国際化された社会の中にこれから生きて

いかなくちゃいけないんだ、ということです。世
界の中で生きていかなきゃならない。われわれの
大学では、今できるだけ早いうちから海外の大学
に留学できますよというプランをつくり始めた。
その中に中国の大学も入れていって、1度外に出
てみるという経験をさせることによって、次の
ステップが生まれるということです。2年前まで
200人くらい、昨年は300人くらいでしたが、今年
は500人以上に増やして何とか4年間のうちに1度
ぐらいはどこかの海外に出ていくということを経
験させるようなプログラムというのも大事だと考
えています。

羽入　今、国としてもそういうプログラムが動い
ていることもありますが、どういうふうにプログ
ラムを組むと、魅力的に映るのかということが大
事なのかと思います。ちなみに私たちの大学で
は、実は留学希望が7割を超えています。お金と
時間があれば多分行くんだろうと思っていますけ
ど、お金と時間まで与えて留学させるというのは
安易すぎると、昨日実は叱られたばかりです。経
営評議会に。

意欲は、おそらく潜在的にはあると思います。
それをどういうふうに道をつくるかということ
が、1つの工夫の仕方かもしれません。ほかにご
質問はいかがでしょうか。

質問者　すみません。北陸先端科学技術大学院大
学の橋本と申します。頭脳循環に関して、今日の
先生方のお話を聞いていますと、特に大学の先生
方も、どちらかというと著名な大学と付き合うこ
とが第一だというふうに考えてらっしゃる方が結
構多いのかなというような印象を受けました。

中国以外の国では、国の政府が外国に留学させ
るに当たって、大学のランキングが上位の大学し
か国費留学生としては派遣させないというような
ことも、聞いたことがあります。

そこで中国の先生に主におうかがいしたいの
は、大学対大学の交流を新たに構築するに当たっ
て、相手方の大学のランキング、例えばQSとか、
ハイヤーエデュケーションとか、そういったラン
キングをどれぐらい重視された上で、交流の相手
方を検討されているのかです。

羽入　では、よろしいでしょうか。

程　私の経験に基づき、個人的な意見を述べさせ
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セッション4 • 日中大学間の人材育成協力および頭脳循環の強化に向けて

ていただきます。国には現在、政府の留学基金が
設置されています。この基金は、大学の学生もし
くは若手教員の公費留学・交流訪問を支援して
います。出国後に政府部門もしくは企業に就職
する学生は少なく、一部は有名な研究所・研究院
に入っています。大学間の交流の際に大学のラン
キングを重視するかについてですが、数年前もし
くは十数年前はあまり重視されませんでした。あ
の頃は留学生の数が少なく、学生の選択の余地も
少なかったからです。現在は選択肢が増え続けて
おり、提携国も増えています。この状況の中、留
学基金委員会は学生の留学を支援する際に、大学
と研究所のランキングに対して条件を設定してお
り、より上位を目指しています。最も重要なのは、
学生自らがランキングを重視しており、上位であ
るほど仕事のチャンスを得られると考えていま
す。そのため学生自身もランキングを重視してい
ます。

羽入　ありがとうございます。それではあとお
1方くらいご質問を受け付ける機会があります。

質問者　文部科学省から来ております。本日は素
晴らしい発表を皆様、ありがとうございました。

ちょっとうかがいたい点が1点ほどございまし
て、ちょっとご説明させていただきます。

人材育成は頭脳循環において一番のポイントで
あるという意見は、確かに分かってはいるつもり
なんですけれども、頭脳循環という話になった時
に、例えば准教授レベルで日本と中国の頭脳循環
を加速させて、それからこれからの日中関係だけ

ではなくて、研究の評価というシーンに立った時
に、先生方がどういうふうにあるべきかというの
をちょっと伺いたいです。

羽入　若手の循環ではなくて、職員、教員の交流
ということですか。

質問者　はい、教員の交流で。

羽入　こういう交流はどういうふうに位置づけて
いるかということでしょうかね。

里見　僕はこれまでの大学間の交流は、個人的な
まずつながりでもって始まって、それが各学部レ
ベルになって、それがいくつかできてくると、大
学全体で交流していくようになる。こういう流れ
でいっていると思います。

その中で、きちんとやっているところは若手も
行き来をしていると思います。ただ、形骸化して
いる可能性もあると思います。

羽入　大学の若手教員の交流に関して、何か具体
的に説明することがありますか。

程　本校、西安交通大学は学生間の交流の他に、
准教授や講師など若手教員、それから教授の交流
も重視しています。本校には規定があり、新たに
就任した教員は、講師から准教授になろうとする
場合、申請前に1年間の海外訪問・交流の経験を
持つ必要があります。どの国で研究を行うかは、
自由に選択できます。





講演資料
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